
は じ め に

高知県では、平成26（2014）年３月に

「高知県人権施策基本方針－第1次改定版

－」（推進期間：平成26（2014）年度～30

（2018）年度）を策定し、県民に身近な10

の人権課題（同和問題、女性、子ども、高

齢者、障害者、ＨＩＶ感染者等、外国人、

犯罪被害者等、インターネットによる人権

侵害、災害と人権）を掲げ、その解決に向

けてこの５年間、人権教育や人権啓発の様

々な取組を行ってまいりました。

しかし、私たちの社会では、痛ましい児

童虐待事件やいじめ、様々なハラスメントにかかわる深刻な事案が発生し、インター

ネット上での誹謗中傷や悪質な差別書き込みが後を絶たないなど、深刻な人権問題

が存在しています。

「第1次改定版」の推進期間中には、「部落差別解消推進法」をはじめとするいわ

ゆる「人権三法」や「いじめ防止対策基本法」の施行、外国人人材の受け入れが拡大

される、など、人権を取り巻く社会情勢は大きく変化してきました。

今回、あらたに策定いたしました「第２次改定版」は、「第1次改定版」の取組を

引き継ぐとともに、県民に身近な人権課題に「性的指向・性自認」を加え、それぞれ

の人権課題に関する国際社会、国、県の動向を概観するとともに、私たちがおかれて

いる現状と課題を検証し、平成31（2019）年度からの５年間の推進方針と具体的な

取組、そして５年後の目指すべき姿と「達成目標」を掲げております。

関係機関や市町村との連携を強化しながら、一つひとつの取組を着実に実行して

まいります。

そしてなにより「人権」について一人ひとりが正しい理解と認識を深めることによ

り、「真に人権が尊重される明るい社会」の実現にむけ、企業や県民の皆さまにおか

れましても、それぞれの職場や地域、家庭で積極的な取組をお願いいたします。

最後に、「第２次改定版」を策定するに当たり、貴重なご意見やご提言をいただき

ました「高知県人権尊重の社会づくり協議会」の委員の皆さま、ご協力いただきまし

た関係者の方々に心から感謝を申し上げます。

平成３１年３月

高知県知事 尾﨑 正直
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その後、同年７月に、初等中等教育に焦点を当てた「第１フェーズ行動計画」（平成17（2005）年～平成19

（2007）年）としての行動計画改訂案の採択等を内容とする決議が採択されました。なお、平成 19（2007）

年９月の第６回国連人権理事会で「第１フェーズ行動計画」の２年間の期間延長が決議されました。

平成22（2010）年 10月には、高等教育における人権教育及び教育者、公務員、法執行者、軍隊への人権研

修に焦点を当てた「第２フェーズ行動計画」（平成 22（2010）年～平成26（2014）年）が、第 15回国連人権

理事会において採択され、平成26年（2014）年９月には、これまでのフェーズの実施を強化し、メディア専

門家及びジャーナリストへの人権研修を促進するための「第３フェーズ行動計画」（平成 27（2015）年～平成

31（2019）年）が第27回国連人権理事会において採択されました。

平成27年（2015）年９月には、国連総会が、2030 年までの国際目標であり、すべての人々の人権が尊重さ

れる世界など目指す「持続可能な開発目標（SDGｓ）」※４を採択しました。我が国においても、「持続可能な

開発目標実施指針」を策定し、具体的な取り組みを進めています。

国においては、国連で採択された国際人権規約をはじめ、人権に関する条約を締結するなど、国際社会の一

員としての取組が進められてきました。

人権尊重の国際的な潮流を受けて、平成８（1996）年に「人権擁護施策推進法」※５が制定されるなど、人権

に関する国内法の整備などが行われる一方、平成９（1997）年７月には、憲法で定める基本的人権の尊重の原

則や「人権教育のための国連 10年」などの趣旨に基づき、我が国において人権という普遍的文化を構築する

ため、あらゆる場を通じて訓練・研修、広報、情報提供を積極的に行うことを目的とする「人権教育のための

国連10年」に関する国内行動計画※６が策定されました。

※４「持続可能な開発目標 SDGs（［エス・ディー・ジーズ］Sustainable Development Goals ）」：平成27（2015）年９月の国連総会で採択さ

れた「持続可能な開発のための2030 アジェンダ」※Ｂに記載されている、2016 年から2030 年までの17の目標と169のターゲットで構成さ

れた国際目標です。17の目標には、「あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる」や「ジェンダー※Ｃ平等を達成し、あらゆる女性及

び女児の能力強化を行う」などがあります。

※B「持続可能な開発のための2030 アジェンダ」：人間、地球及び繁栄のための行動計画であり、「人権、人の尊厳、法の支配、正義、平等

及び差別のないことに対して普遍的な尊重がなされる世界」を目指すべき世界像の一つとしています。

また、国際社会は、世界人権宣言や人権に関する国際文書、国際法の重要性を確認し、全ての人の人権と基本的な自由の尊重、保護及び促

進責任を有することを強調しています。

※C「ジェンダー gender」：「社会的・文化的に形成された性別」のこと。人間には生まれついての生物学的性別があります。一方、社会通

念や慣習の中には、社会によって作り上げられた「男性像」、「女性像」があり、このような男性、女性の別を「社会的・文化的に形成され

た性別」といいます。

※５「人権擁護施策推進法」：平成８（1996）年 12月 26日公布・平成９（1997）年３月 25日施行。この法律では、目的について第１条で「こ

の法律は、人権の尊重の緊急性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、人種、信条又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現

状その他人権の擁護に関する内外の情勢にかんがみ、人権の擁護に関する施策の推進について、国の責務を明らかにするとともに、必要な

体制を整備し、もって人権の擁護に資することを目的とする。」と示しています。

なお、この法律は、時限法であり、平成14（2002）年３月 25日をもって失効しています。

※６「人権教育のための国連10年」に関する国内行動計画：平成７（1995）年 12 月 15日 人権教育のための国連10 年推進本部設置(本部長:

内閣総理大臣)。 平成９（1997）年７月４日 「人権教育のための国連10年」に関する国内行動計画を公表。この行動計画では、学校教育

や社会教育をはじめ、企業や特定の職業に従事する者に対する人権教育を強化するとともに、「女性」「子ども」「高齢者」「障害者」「同和問

題」「アイヌの人々」「外国人」「ＨＩＶ感染者等」「刑を終えて出所した人｣などを重要課題としています。

２ 国内の動向
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平成 29（2017）年度に県が実施した「人権に関する県民意識調査」※35では、同和地区や同和地区の

人ということを気にしたり、意識したりする場合について尋ねたところ、「気にしたり、意識したりす

ることはない」とする回答が 55.3％と半数以上を占める一方で、「結婚するとき」を筆頭に、「隣近所

で生活するとき」「仕事上でかかわりをもつとき」の順で、気にしたり意識するとした回答がありまし

た（図１）。

また、全国的に見ると、インターネットを利用した差別の助長につながる悪質な書き込みが発生して

おり、こうした同和問題に対する正しい認識や理解が十分でないことなどを原因とした差別意識が依

然として残っています。

このため、これまでの同和教育や人権教育、啓発活動で積み上げられてきた成果を踏まえて、差別意

識の解消に向けた教育・啓発活動に引き続き取り組み、同和問題の早期解決を目指していくことが求め

られています。

図１ 同和地区や同和地区の人ということを気にしたり、意識する場合（％）

● 同和地区や同和地区の人ということを気にしたり、意識したりすることがありますか。（○はいくつでも）

※35「人権に関する県民意識調査」：平成 29（2017）年の８月から９月に高知県文化生活スポーツ部人権課が実施した意識調査です。

高知県内在住の 18 歳以上の県民（選挙人名簿登録者）3,000 人を対象とし、1,604 票の有効回答を得ました。調査方法は、無記名

による郵送法で行っています。

なお、この意識調査の結果については、県文化生活スポーツ部人権課のホームページに掲載しています。
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※今回調査：「人権に関する県民意識調査」

実施機関：高知県文化生活スポーツ部人権課

調査年度：平成 29（2017）年８月から９月

対象：高知県内在住の 18 歳以上の県民

（選挙人名簿登録者）

標本抽出数：3,000 人

有効回収数：1,604 人

※前回調査：「人権に関する県民意識調査」

実施機関：高知県文化生活部人権課

調査年度：平成 24（2012）年８月から９月

対象：高知県内在住の成人（選挙人名簿登録者）

標本抽出数：3,000 人

有効回収数：1,351 人

※前々回：「人権に関する県民意識調査」

実施機関：高知県企画振興部人権課

調査年度：平成 14（2002）年９月から 10 月

対象：高知県内在住の成人（選挙人名簿登録者）

標本抽出数：5,000 人

有効回収数：2,495 人

第４章　身近な人権課題ごとの推進方針



− 20 −

第４章　身近な人権課題ごとの推進方針



− 21 −

第４章　身近な人権課題ごとの推進方針



− 22 −

第４章 身近な人権課題ごとの推進方針

22

県の主な取組

※「同和問題」に関する取組については、第６章「２ 取組計画」の 120～123 ページ参照

達成目標

※ 達成目標の目標年度については、平成 35（2023）年度を原則としていますが、既に国の計画や、県の他の

計画などで定められているものがあるため、平成 35（2023）年度以前の目標年度設定となっているものにつ

いては、その目標年度と根拠となる方針または計画名などを記しています。なお、こうした目標達成後も、

平成 35（2023）年度に向けて、本方針に則り、引き続き取り組んでいきます。このことについては、他の個

別の人権課題についても同様です。

分類 取組の内容

教育
保育所・幼稚園等で行う園内研修への支援

教職員対象の「人権教育セミナー」や「人権教育実践スキルアップ講座」の実施

教職員の校内研修を支援する「人権問題学習学校支援事業」の実施

啓発
「部落差別をなくする運動」強調旬間での講演会や啓発活動の実施

「部落差別解消推進法」の周知

人権週間中に行う「じんけんふれあいフェスタ」の開催

「ヒューマンパワー育成講座」(企業対象)や「ハートフルセミナー」(県民対象)の実施

民間団体が実施する人権意識の高揚を目的とした活動への助成

（公財）高知県人権啓発センター講師による「人権研修」の実施

マスメディアを通じた啓発

取組の内容 H31 H32 H33 H34 H35 達成目標(H35年度)

○「部落差別をなく

する運動」強調旬

間事業の実施

○「部落差別解消推

進法」の周知、同

和問題の解消に向

けた啓発、研修等

の実施

○先進的な情報を提

供できる講師によ

る「人権教育セミ

ナー」の実施

「人権に関する県民意識調査」で

「同和地区や同和地区の人を気に

したり、意識したりすることはな

い」の回答を60％以上にする。

（最終的な目標は100％であるが、

平成35年度における当面の目標と

して設定しています。）

【平成29（2017）年度調査結果

55.3％から4.7ﾎﾟｲﾝﾄ増】

※平成34（2022）年度実施予定の

「人権に関する県民意識調査」

で検証

「部落差別をなくする運動」強調旬間

での講演会や啓発活動の実施

「人権教育セミナー」の実施

人権啓発センター講師による

人権研修の実施

「部落差別解消推進法」の周知
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子どもは未完成な存在として考えられ、そのことが強調されることによって権利の主体として尊重さ

れなかったり、個性等の違いによって差別されることがあります。

しかしながら、子どもは、その成長や発達段階に応じた適切な教育や援助が受けられるとともに、人格

を持った一人の人間として尊重されることが必要です。

国連では、昭和 34（1959）年に「児童の権利に関する宣言」（子どもの権利宣言）※50を採択し、その 30

周年となる平成元（1989）年に｢児童の権利に関する条約」（子どもの権利条約）※51を採択しました。こ

の条約では、全ての児童は、性や出身などでいかなる差別も受けることなく、自分のことについて自由に

意見を述べることなどの権利が保障されることを規定しています。

国では、昭和 22（1947）年に「児童福祉法」、昭和 26（1951）年には「児童憲章」が制定され、国民は

子どもを心身ともに健全に育成する義務があることが明記されるとともに、子どもの立場からその権利

を確認するなど、子どもの福祉を増進し、健全な育成を図るための各種の施策が進められてきました。

その後、平成６（1994）年には「子どもの権利条約」を批准し、平成 11（1999）年には「児童買春、児

童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律」（児童買春・児童ポルノ禁止法）を制定、

翌平成 12（2000）年には「児童虐待の防止等に関する法律」（「児童虐待防止法」）※52が制定され、「児童

虐待」が法律によって明確に定義づけられるとともに、何人も児童に対して虐待をしてはならないこと

を定めるなど、子どもの人権を保護し擁護するための環境の整備が進められています。

また、平成 14（2002）年には、文部科学省の主要施策として「新子どもプラン」※53が策定され、その

後、平成 18（2006）年の新たな「教育基本法」制定や、平成 19（2007）年の「学校教育基本法」改正、

平成 20（2008）年からの「学習指導要領」の改訂などもあり、「豊かな心」の育成や「確かな学力」等か

らなる「生きる力」を一層育むこととしています。

※50「児童の権利に関する宣言」（子どもの権利宣言）：昭和 34（1959）年 11 月、国連採択。国際的な子どもの人権保障宣言。前文で「人

類は児童に対し、最善のものを与える義務を負っている」との基本的な課題を提示し、世界人権宣言（昭和 23（1948）年）やジュネ

ーブ児童権利宣言（大正 13（1924）年）を受け継ぎ、これを発展・定着させる見地を表明しています。

※51「児童の権利に関する条約」（子どもの権利条約）：平成元（1989）年 11 月、国連採択・平成６（1994）年４月、日本批准。この条約

は、18 歳未満の全ての人の保護と基本的人権を国際的に保障、推進するため、国連総会で採択されました。

特徴は、子どもを単なる保護の対象としてではなく、独自の考えや主体的な能力を持つ｢大人と対等な一人の人間」としてとらえ、発

達段階に応じてその権利を使いながら社会に参加していく存在であると考えていることです。

なお、この条約では、子どもが自分のことについて自由に意見を述べ、自分を自由に表現し、自由に集いを持つことが認められるべ

きであり、そのために、子どもも他の人のことをよく考え、道徳を守っていく必要があること、また、私生活・家庭・住居・通信に

対して、不法に干渉されないことや、暴力や虐待といった不当な扱いから守られるべきことなどが定められています。

※52「児童虐待の防止等に関する法律」（児童虐待防止法）：平成 12（2000）年 11 月施行・平成 16（2004）年 10 月改正・平成 20（2008）

年４月改正・平成 29（2017）年４月改正。この法律は、児童虐待が児童の人権を著しく侵害し、その心身の成長及び人格の形成に重

大な影響を与えるとともに、我が国における将来の世代の育成にも懸念を及ぼすことに鑑み、児童に対する虐待の禁止、児童虐待の

予防及び早期発見その他の児童虐待の防止に関する国及び地方公共団体の責務、児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援のため

の措置等を定めることにより、児童虐待の防止等に関する施策を促進し、児童の権利利益の擁護に資することを目的として定められ

ています。

※53「新子どもプラン」：平成 14（2002）年度からの完全学校週５日制の実施にともない、平成 11（1999）年度から平成 13（2001）年度

までの３年間に地域で子どもを育てる環境の整備を目指した「全国子どもプラン（緊急３ケ年戦略）」の実績を踏まえ、関係省庁の協

力を得ながら、継続的に子どもたちの体験活動機会の充実などに資する施策を推進するために策定したプランです。

３ 子ども
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体罰については、平成 25（2013）年１月の「体罰禁止の徹底及び体罰に係る実態把握について（依頼）」

や同年３月の「体罰の禁止及び児童生徒理解に基づく指導の徹底について（通知）」において、体罰禁止

の趣旨の周知徹底や体罰の実態についての主体的把握、懲戒と体罰の区別についての具体例を示してい

ます。なお同年５月に、運動部活動での指導を行う際の基本的な事項、留意点をまとめた「運動部活動で

の指導のガイドライン」において、体罰等の許されない指導と考えられる具体例が示されています。

いじめに関しては、平成 25（2013）年に「いじめ防止対策推進法」※54が公布・施行され、同年 10 月に

策定された「いじめの防止等のための基本的な方針」（国のいじめ防止基本方針）※55により、いじめの防

止等のための対策を総合的かつ効果的に推進することが示されています。これを受け、県、各市町村、各

学校において、「いじめ防止基本方針」が策定されました。

子どもの貧困対策としては、平成 26（2014）年 1月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が施

行され、同年８月には子どもの将来が生まれ育った環境によって左右されないよう、また、貧困が世代を

超えて連鎖することがないよう必要な環境整備と教育の機会均等を図ることなどを目的として「子供の

貧困対策に関する大綱」※56が策定されました。

（１）現状と課題

県では、次代を担う全ての子ども達が健やかに成長していくために、安心して生み育てられる環境

づくりを積極的に展開し、家庭、学校、地域、行政が連携しながら、子どもの人権に関しての様々な機

会を通じた教育や啓発活動を行っています。

また、子どもの尊厳及び権利が守られ、健やかに成長できる環境をつくるため、県、保護者、学校関

係者等及び県民の責務を明らかにするとともに、基本施策を定めて推進し、全ての子どもが心豊かに

成長することができる社会の実現を目的として、「高知県子ども条例」※57を制定しています。

※54「いじめ防止対策推進法」：平成 25（2013）年６月公布・同年９月施行。この法律は、いじめが、いじめを受けた児童等の教育を受

ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険

を生じさせるおそれがあるものであることに鑑み、児童等の尊厳を保持するため、いじめの防止等のための対策に関し、基本理念を

定め、国及び地方公共団体等の責務を明らかにし、いじめの防止等のための対策に関する基本的な方針の策定について定めるととも

に、いじめの防止等のための対策の基本となる事項を定めています。

※55「いじめの防止等のための基本的な方針」（国のいじめ防止基本方針）：平成 25（2013）年 10 月策定、平成 29（2017）年３月改定。

いじめ問題への対策を社会総がかりで進め、いじめの防止、早期発見、いじめへの対処、地域や家庭・関係機関間の連携等をより実

効的なものにするため、法により新たに規定された、地方公共団体や学校における基本方針の策定や組織体制、いじめへの組織的な

対応、重大事態への対処等に関する具体的な内容や運用を明らかにするとともに、これまでのいじめ対策の蓄積を生かしたいじめ防

止等のための取組を定めています。

※56「子供の貧困対策に関する大綱」：平成 26（2014）年８月策定。貧困の世代間連鎖の解消と積極的な人材育成を目指すこと、第一に

子供に視点を置いて、切れ目のない施策の実施等に配慮すること、子供の貧困の実態を踏まえて対策を推進すること、など 10 の基

本方針に基づき、教育や生活、保護者に対する就労、経済的支援などを重点施策とし、全ての子供たちが夢と希望を持って成長して

いける社会の実現を目指しています。

※57「高知県子ども条例」：平成 16（2004）年制定時は「高知県こども条例」。平成 24（2012）年 12 月改正・平成 25（2013）年４月施行。

この条例は、子どもの尊厳及び権利が守られ、子どもが健やかに成長することができる環境づくりについての基本理念を定め、県、

保護者、学校関係者等及び県民の責務を明らかにするとともに、施策の基本となる事項を定めることにより、これを総合的かつ計画

的に推進し、もって全ての子どもが心豊かに成長することができる社会の実現に資することを目的としています。
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そして、「こうちこどもプラン（高知県次世代育成支援行動計画）」※58や「高知県子どもの環境づく

り推進計画」※59、「高知家の子ども見守りプラン～少年非行の防止に向けた抜本強化策～」※60、「高知家

の子どもの貧困対策推進計画～厳しい環境にある子どもたちへの支援策の抜本強化～」※61、「高知県い

じめ防止基本方針」※62を策定し、様々な取組を行っています。

平成 26（2014）年９月には「高知県いじめ問題対策連絡協議会」※63を設置し、関係機関及び団体が

連携を図り、いじめの防止等のために県が実施する施策を効果的に推進するとともに、各機関等の取

組を促進させることにより、いじめの防止等のための対策の総合的な推進を図っています。

しかし、現在の子どもを取り巻く環境を見ると、依然として、いじめや児童虐待、あるいは養育上の

問題など、深刻な問題があります。平成 29（2017）年度に県が実施した「人権に関する県民意識調査」

でも、「インターネットによる誹謗中傷や友人などから仲間はずれにされるなど、いじめを受ける」、

「保護者による『身体への暴力』『食事を十分に与えない』『車内に放置する』『言葉による暴力』など

の行為」、「いじめをしている人や、いじめられている人を見て見ぬふりをする」などが子どもの人権上

の問題点として上位になっています（図３）。

文部科学省の「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」によると、県内の

小中高等学校及び特別支援学校におけるいじめの認知件数は、高知県いじめ防止基本方針策定後の平

成 27（2015）年から大幅に増加しています（表６）。いじめは、いじめを受けた子どもたちの心身の健

全な成長や人格の形成に重大な影響を与え、教育を受ける権利を著しく侵害します。また、その生命身

体に重大な危険を生じさせるおそれがあり、近年のいじめによる重大な事案の発生は、大きな社会問

題となっています。

※58「こうちこどもプラン（高知県次世代育成支援行動計画）」：平成 17（2005）年、「前期計画」策定・平成 22（2010）年、「後期計画」

策定。この計画は、「次世代育成支援対策推進法」（平成 15（2003）年制定）に基づき、前期計画では、「次代を担う高知のこどもた

ちが健やかに育つための環境づくり」を、また、後期計画では、平成 22（2010）年度から平成 26（2014）年度までの５年間を計画期

間とし、「次代の親を育成するための若者の就職支援」や「児童虐待防止対策など要保護児童への対応」などを目指して取組を行って

きました。 平成 27（2015）年に計画の改定を行い、平成 27（2015）年度から平成 31（2019）年度までの５年間を計画期間とした「高

知家の少子化対策総合プラン（前期計画）」を策定し、誰もが希望の時期に次代を担う高知の子どもを産み育てやすい環境づくり」を

目指しています。

※59「高知県子どもの環境づくり推進計画」：平成 19（2007）年策定・平成 24（2012）年、第二期策定・平成 25（2013）年、高知県子ど

も条例改正施行により、第三期策定。平成 30(2018)年、第四期策定。条例の目的及び基本理念を実現するための推進計画であり、13

のプランを示しています。

※60「高知家の子ども見守りプラン～少年非行の防止に向けた抜本強化策～」：平成 25（2013）年６月策定。少年非行の課題解決に向け

て必要となる抜本的な対策や、今後の目指すべき姿などを取りまとめて示しています。

※61「高知家の子どもの貧困対策推進計画～厳しい環境にある子どもたちへの支援策の抜本強化～」：平成 28（2016）年３月策定。平成

29（2017）年３月、平成 30（2018）年３月変更。厳しい環境にある子どもたちの現状を検証・分析することを通じて、早急に解決す

べき課題などを洗い出し、課題の解決に向けて必要となる支援策や、成果目標などを取りまとめて示しています。

※62「高知県いじめ防止基本方針」：平成 26 年（2014）年３月「いじめ防止対策推進法」に基づき策定、平成 29（2017）年 10 月改定。

高知県におけるいじめの防止等（いじめの防止、早期発見及びいじめへの対処など）のための対策を総合的かつ効果的に推進するた

め、いじめの防止等の基本的な方向に関する事項や、県が実施する施策に関する事項などについて、県内の市町村や市町村（学校組

合）立学校を含めた県全体としての方向性や基本的施策を示しています。

※63「高知県いじめ問題対策連絡協議会」：「いじめ防止対策推進法」第 14 条第 1 項の規定に基づき、いじめの防止等に関する機関及び

団体の連携を図るため、平成 26（2014）年 9月設置されました。委員は学校、高知県教育委員会及び市町村の教育委員会、児童相談

所、高知地方法務局、高知県警察本部、その他の関係機関及び団体に属する者並びに学識経験者からなります。
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（２）人権侵害の主な事例

ア いじめ

学校におけるいじめの認知件数（表６）は大きく増加しており、いじめを積極的に認知し、早期

に解決するための取組が進んでいます。そのため、認知されているいじめの多くは、「冷やかしや

からかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる」といった比較的早期に発見され、解決に至った

ものですが、「ひどくぶつかられたりたたかれたり、蹴られたりする」、「金品をたかられる」等、

重大な被害を受けている事例もあります。また、「パソコンや携帯電話等で、ひぼう・中傷や嫌な

ことをされる」といったインターネット上のいじめも増加しています。

いじめの問題に対しては、被害を受けた子どもの心情に寄り添いながら、いじめの早期発見、早

期解決に努めるとともに、いじめを未然に防止する取組を推進することが重要です。

（ア）冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる。

（イ）仲間はずれ、集団による無視をされる。

（ウ）軽くぶつかられたり、遊ぶふりをしてたたかれたり、蹴られたりする。

（エ）ひどくぶつかられたりたたかれたり、蹴られたりする。

（オ）金品をたかられる。

（カ）金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする。

（キ）嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする。

（ク）パソコンや携帯電話等で、ひぼう・中傷や嫌なことをされる。

（ケ）その他

（文部科学省 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査における「いじめの態様」の分類）

イ 児童虐待

児童虐待とは、本来、子どもをあたたかく守り育てるべき保護者（親権を行う者、未成年後見人

その他の者で、児童を現に保護するものをいう。）が、子どもの心や体を傷つけ、健やかな成長や

人格の形成に重大な影響を与える行為をいいます。児童虐待は、子どもに対する著しい人権侵害

です。

保護者が「しつけ」と思っている行為でも、子どもの心や体が傷つく行為であれば、それは「虐

待」です。保護者が子どものためだと考えていても、子どもの立場で判断することが大切です。

なお、児童虐待を行った保護者が子育てに苦労している現実もあることから、その気持ちを大

事に考えながら、子どもが良好な家庭環境で生活するために、保護者を支援・指導することが必要

です。

(ア) 身体的虐待

・打撲傷、あざ（内出血）、骨折、頭蓋内出血などの頭部外傷、内臓損傷、刺傷、たばこなどに

よる火傷など
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(ア) 児童相談所の体制の強化

早期発見・早期対応、保護・支援にいたるまで、切れ目のない総合的な支援を進めます。

(イ) 関係機関との連携強化

市町村や警察、学校などとの情報共有と連携を強化します。

(ウ) 関係する職員などへの研修の充実

児童相談所職員や教職員などを対象とした、知識と対応力を身に付ける研修を実施します。

県の主な取組

※「子ども」に関する取組については、第６章「２ 取組計画」の 129～136 ページ参照

分類 取組の内容

教育
保育所・幼稚園等で行う園内研修の支援

「親育ち支援啓発事業（保護者研修・保育者研修）」の実施（就学前教育）

教職員対象の「人権教育セミナー」や「人権教育実践スキルアップ講座」の実施

教職員の校内研修を支援する「人権問題学習学校支援事業」の実施

人権教育指導員による私立学校への訪問指導、研修会等の実施

学校へのスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置拡充や活用を進

める「スクールカウンセラー等活用事業」・「スクールソーシャルワーカー活用事業」

の実施

「高知夢いっぱいプロジェクト推進事業」の実施（開発的・組織的な生徒指導の推進）

子どもの悩みや発達上の諸課題に関する心の教育センターの電話・来所等による相談

や支援の実施

SNS等を活用した相談の実施
「放課後子どもプラン推進事業」の実施（放課後の子どもたちの居場所づくりと学び

の場の充実）

自然体験活動の指導者（自然体験リーダー・自然体験インストラクター・自然体験コ

ーデイネータ）の養成

「青少年教育施設主催事業（中１学級づくり合宿事業、不登校対策事業等）」の実施

学校組織におけるOJTの仕組づくりや体罰に関する適切な指導方法に関する研修の実
施

スポーツ体験教室等の実施・地域のスポーツ指導者の活用

スポーツ推進委員を活用した市町村教育委員会との連携

総合型地域スポーツクラブや地域の体育団体との連携

啓発
官民協働による啓発事業（オレンジリボンキャンペーン等）の推進

「高知県子ども条例」の基本理念を広め、子どもが心豊かに成長することができる環

境づくりの推進（リーフレットの配布、フォーラム等の開催）

県内のスポーツ組織と連携協力した人権啓発活動の実施

児童虐待

防止対策

児童相談所の組織・運営力の強化、児童相談所職員の専門性の確保と向上（職種別・

経験年数別職員研修体系に基づく研修の実施等）

児童相談所の参画による市町村の要保護児童対策地域協議会の活動強化に向けた支援

市町村の児童家庭相談窓口強化への支援
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こうした現状のなか、高齢者が自立し、住み慣れた地域や家庭において健やかで生きがいを持って安

心して暮らし続けていくためには、その人の能力等に応じた就労機会の確保や社会参加の促進、その

人の状態に応じた、自立と尊厳を支えるサービスが受けられる体制づくり、地域住民の力を活かした

支え合いのしくみづくりが重要です。

県においては、「高知県高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画」※71を策定し、３年ごとに見直

しを行いながら、高齢者の人権擁護に向けた取組等も含め、高齢者の保健福祉の向上を目指した取組

を推進しています。

しかし、高齢者への身体的、心理的、経済的虐待などの人権侵害は依然として発生しており、市町村

の受け付けた相談・通報のうち虐待の事実が認められた件数は、養介護施設等の従事者によるもの、養

護者によるものとも、横ばいで推移しています（表８－１、表８－２）。

また、高知県高齢者・障害者権利擁護センター※72の高齢者総合相談へも相談が寄せられており（表

９）、認知症高齢者の増加や、単身や夫婦のみの高齢者世帯の増加、高齢者を介護する家族にとって、

身体的、精神的、経済的な負担が大きいことなど、高齢者を取り巻く社会には多くの課題があります。

平成 29（2017）年度に県が実施した「人権に関する県民意識調査」では、「高齢者を狙った悪徳商法

の被害が多い」、「自由にバス等の公共交通機関を利用して通院や買い物にいくことができない」、「道

路、乗物、建物等でバリアフリー※73化、ユニバーサルデザイン※74化が図られていない」、「家族や地域

との交流が疎遠がちで孤独な生活を送っている」などが高齢者に関する人権上の問題点として上位に

なっています（図４）。

こうしたことから、高齢者が社会の一員として人権が尊重され、健やかで生きがいを持って安心し

て生活していくためには、今後も、高齢者を取り巻く多くの課題を解決していくための取組をさらに

推進し、継続していくことが必要となっています。

※71「高知県高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画」：本県における高齢者の保健福祉の向上を図るための「高齢者保健福祉計画」

と、市町村の介護保険事業計画の達成を支援するための「介護保険事業支援計画」を一体的に作成し、県の指針とする計画です。

３年毎に見直しを行っており、平成 30（2018）年３月に「高知県高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業支援計画」を策定してい

ます。

※72「高知県高齢者・障害者権利擁護センター」：高齢者やその家族からの生活や健康・介護に関する身近な心配ごとや、法律に関する

専門的な相談を受け付けています。また、市町村に対して行う権利擁護専門家チームの派遣調整や研修会の開催など、権利擁護の取

組を推進するための支援を行っています。 （60 ページ 脚注※89 を参照）

※73「バリアフリー」：主に高齢者や障害のある人が生活するうえで、支障となる物理的・精神的な障壁（バリア）を取り除くための取組

や障壁を取り除いた状態のことをいいます。

※74「ユニバーサルデザイン」：文化や言葉の違い、老若男女といった差異、障害や能力の違いを問わずに、あらゆる人が利用できる施

設・製品・情報の設計（デザイン）をいいます。バリアフリーが「障害者などが生活していくうえで障壁となるものを取り除くこと」

をさすのに対して、ユニバーサルデザインは、「もともと障壁がない環境デザイン」のことをいいます。
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表８－１ 養介護施設等従事者による人権侵害の状況

（市町村受付） （件）

表８－２ 養護者による人権侵害の状況

（市町村受付） （件）

※表８－１及び表８－２の 29 年度の件数については、この基本方針の作成時点で公表されていないため掲載していない。

表９ 高知県高齢者・障害者権利擁護センターへの相談状況

高齢者総合相談 （件）

（２）人権侵害の主な事例

○家族から身体的･心理的虐待を受けている。

○認知症の高齢者が家族から経済的虐待を受けている。

○自宅を訪問してきた業者に、しつこく勧誘され、断り切れず屋根の工事の契約を結ばされた。

○業者からの電話で、不用品の買い取りを承諾したところ、強引に家に上がり部屋を探し回り、契約

書と現金を置いて、貴金属を持っていかれた。

○業者から、商品を送ると電話があり、注文した覚えのない旨を伝えると、「認知症のせいで忘れて

いるだけだ。」と脅された。後日商品が届いた際、業者の嫌がらせが怖くて代金を支払ってしまっ

た。

○認知症の高齢者のもとに、リフォーム業者がたびたび訪れて契約し、高額な料金で工事が行われ

ていた。

25 年度 26年度 27 年度 28 年度

相談･通報件数 19 22 13 9

うち虐待の事実が認められた

件数
3 6 5 4

25 年度 26年度 27 年度 28 年度

相談･通報件数 127 191 181 183

うち虐待の事実が認められた

件数
55 84 82 70

25 年度 26年度 27 年度 28 年度 29 年度

相談件数 1,081 972 1,031 769 519

うち人権に関する件数 7 13 9 6 7
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人は誰もが、生まれながらにして、個人として尊重され、住み慣れた地域のなかで幸せな生活を送る権

利を持っています。しかしながら、障害のある人が、地域の一員として日常生活や社会生活を送ろうとす

るとき、様々な社会的障壁※79があります。

こうした社会的障壁をなくし、障害のある人が尊重されるように、国連では、昭和 50（1975）年に「障

害者の権利に関する宣言」※80を採択し、障害のある人の人権保障の基準を示しました。そして、昭和 56

（1981）年を「完全参加と平等」を基本理念にした「国際障害者年」と定め、世界各国に取組の推進を求

めるとともに、予防・リハビリテーション・機会均等化の３つを柱にした「障害者に関する世界行動計画」

を策定し、昭和 58（1983）年からの 10 年間を「国連障害者の 10 年」として定めました。

また、平成 18（2006）年には、障害者の権利及び尊厳を保護し、取組を促進するために、「障害者の権

利に関する条約」（障害者権利条約）※81を採択し、日本は、平成 26（2014）年１月に批准しています。

国では、平成５（1993）年に「障害者基本法」※82が制定され、全ての障害者は個人としての尊厳を有

し、社会を構成する一員としてあらゆる分野の活動に参加する機会を与えられることが定められました。

また、同年には、「リハビリテーション」と「ノーマライゼーション」※83を理念に、全ての人の参加に

よる全ての人のための平等な社会づくりを推進することを定めた 10年を期間（平成５（1993）年度～平

成 14（2002）年度）とする「障害者対策に関する新長期計画」（のちの「障害者基本計画」※84）を決定し、

平成７（1995）年には、この計画の重点施策実施計画として「障害者プラン」が定められ、障害のある人

に関する施策を総合的、計画的に推進することが示されました。

平成 16（2004）年には、「障害者基本法」が改正され、障害を理由にした差別等の禁止や障害のある人

の自立、社会参加による福祉の増進について、国や地方公共団体などの責務が規定されました。

※79「社会的障壁」：障害がある人にとって、日常生活又は社会生活を営むうえで障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念

その他一切のものをいいます。

※80「障害者の権利に関する宣言」：昭和 50（1975）年 12 月、国連採択。同決議には、「障害者は、その人間としての尊厳が尊重される

生まれながらの権利を有している。障害者は、その障害の原因、特質及び程度にかかわらず、同年齢の市民と同等の基本的権利を有

する。…」と記されています。

※81「障害者の権利に関する条約」（障害者権利条約）：平成 18（2006）年 12 月、国連採択。平成 26（2014）年１月、日本批准。この条

約は、全ての障害者によるあらゆる人権及び基本的自由の完全かつ平等な享有を促進し、保護し、及び確保すること並びに障害者の

固有の尊厳の尊重を促進することを目的として定められています。

※82「障害者基本法」：平成５（1993）年 12 月公布・施行。昭和 45（1970）年に制定された「心身障害者対策基本法」が改正されたもの

で、特徴は、（１）従来からの対象だった身体障害者（内部障害者を含む）と知的障害者に精神障害者が加えられたこと。（２）法の

基本理念と目的が、「障害者があらゆる分野の活動に参加する機会を与えられる」ものとし、「障害者の自立と社会経済活動への参加

の促進」と位置づけられたこと。（３）国に「障害者基本計画」の策定を義務づけ、毎年その進行や成果を国会に報告することとした

ことなどである。なお、その後、平成 16（2004）年６月、平成 23（2011）年８月、平成 25（2013）年６月に改正されています。

※83「ノーマライゼーション」：障害のある人を特別視するのではなく、社会のなかで普通の生活が送れるように条件を整えるべきであ

り、障害のある人もない人も共に生活し、活動できる社会こそ当然の社会であるとする考え方です。

※84「障害者基本計画」：「障害者基本法」に基づき策定が義務づけされているもので、「障害者対策に関する新長期計画」（平成５（1993）

年度～平成 14（2002）年度）が第１次障害者基本計画となり、第２次（平成 15（2003）年度～平成 24（2012）年度）、第３次（平成

25（2013）年度～平成 29（2017）年度）、第４次（平成 30（2018）年度からの５年間）と策定されています。

５ 障害者
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さらに、平成 23（2011）年には、内閣の「障がい者制度改革推進本部」のもとに設置された「障がい

者制度改革推進会議」での議論を踏まえ、基本理念や「社会モデル」の考え方を踏まえた障害の定義の見

直しなどの改正が行われました。

福祉制度は、平成 15（2003）年に、行政がサービスの提供の可否や種類等を決定する、いわゆる「措

置制度」から、障害のある人が自らサービスを選択し、事業者と直接契約する「支援費制度」に改められ

ました。平成 18（2006）年には、「支援費制度」の地域格差や障害種別ごとの格差といった諸問題を解決

するため、「障害者自立支援法」が施行され、さらに、平成 25（2013）年には、「障害者基本法」の改正

等を踏まえて「障害者総合支援法」に改められ、難病患者等がサービスの対象となりました。

その他、平成 18（2006）年には、障害のある人等が日常生活において利用する施設や経路を一体的に

とらえた総合的なバリアフリー化の推進等を図るため「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関

する法律」（バリアフリー新法）が、平成 21（2009）年には、中小企業における障害者雇用の一層の促進、

短時間労働に対応した雇用率制度の見直しなどを内容とする「改正障害者雇用促進法」が施行され、民間

企業等で障害者雇用が進むなど、障害者の社会参加が進みました。一方で、最近、国や地方自治体におい

て、法定雇用率の参入方法のガイドラインの不適切な解釈等により雇用率が規定を満たしていない事例

などがあったことが問題となっています。

障害のある人の権利擁護については、平成 24（2012）年 10月には、障害のある人への虐待の防止に関

する施策の促進や通報義務を課すことを記した「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に

関する法律」（障害者虐待防止法）、平成 28（2016）年４月には、不当な差別的取扱いの禁止と行政機関

等及び事業者に対して合理的配慮※85 を行うことを求める「障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律」（障害者差別解消法）が、それぞれ施行されるなど、障害のある人の人権が尊重されるための法整

備が進められています。

また、平成 29（2017）年２月には、2020 年に東京オリンピック・パラリンピック大会を契機として、

「心のバリアフリー」やユニバーサルデザインの街づくりを推進するための「ユニバーサルデザイン 2020

行動計画」※86が策定されました。

※85「合理的配慮」：行政機関等及び事業者が、その事務・事業を行うに当たり、個々の場面において、障害のある人から現に社会的障壁

の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合に、障害のある人の権利利益を侵害することとならないよう、社会的障壁を除

去するための必要かつ合理的な取組であり、その実施に伴う負担が過重でないものをいいます。

※86「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画」：平成 29（2017）年２月ユニバーサルデザイン 2020 関係閣僚会議で決定。同行動計画にお

いて「心のバリアフリー」については，学習指導要領改訂を通じ，すべての子どもたちに「心のバリアフリー」の指導が実施される

よう取り組むほか，接遇を行う業界（交通，観光，流通，外食等）における全国共通の接遇マニュアルの策定・普及，全国で障害者

等へのサポートを行い、人々が統一のマークを着用し，そのマインドを見える化する仕組みの創設などの施策を行うこととしました。

また，地域の人権擁護委員をはじめとする法務省の人権擁護機関を「心のバリアフリー」の相談窓口として活用することや，人権擁

護委員等の研修において「心のバリアフリー」に関する説明を行うこと等の取組が盛り込まれました。
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（１）現状と課題

県では、平成９（1997）年に「高知県ひとにやさしいまちづくり条例」※87を制定するとともに、平成

16（2004）年には、ノーマライゼーションを基本理念とする「高知県障害者計画」（計画期間：平成 15

（2003）年度から平成 24（2012）年度まで）を策定し、「共生社会」の実現に向けた施策に取り組んで

きました。

平成 25（2013）年には、新たな「高知県障害者計画」（計画期間：平成 25（2013）年度から平成 34

（2022）年度まで）を策定し、「障害福祉計画・障害児福祉計画」や「日本一の健康長寿県構想」に基

づく取組などと併せて、障害のある人が、地域社会の一員として日常生活や社会生活を営むことがで

きるための施策を推進しています。

しかし、障害のある人が日常生活や社会生活を営むうえの社会的障壁は、完全になくなっているわ

けではありません（表 10）。 平成 29（2017）年度に県が実施した「人権に関する県民意識調査」でも、

「差別的な言動をされる」、「就労の機会が少ない」、「就職・職場で不利な扱いを受ける」、「じろじろ見

られたり、避けられたりする」など、障害のある人に対する差別や障害のある人にとっての様々な障壁

に関することが障害のある人に関する人権上の問題点の上位を占めています（図５）。

また、障害のある人への虐待については、県及び市町村で虐待に関する相談・通報・届出を受け付け

ていますが、そのなかには、虐待の事実があったと認められた事例もあります（表 11-1・表 11-2）。

平成 19（2007）年には、特別支援教育が新たな制度としてスタートしました。特別支援教育は、発

達障害※88も含めて特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全ての学校において実施されるも

のであり、全国の小・中学校の通常の学級に在籍する児童生徒の 6.5％（平成 23（2011）年度推定値）

が、特別な支援を必要としていると把握されています。

県教育委員会では、平成 23（2011）年に「発達障害等のある幼児児童生徒の指導及び支援の充実に

関する指針」を策定し、発達障害等のある全ての子どもに対して、適切な指導や必要な支援を充実させ

るための具体的な施策や取組の方向性を示しました。

障害のある人やその家族が、周りの人たちの障害に対する理解が十分でないことなどによって、人

間としての尊厳を傷つけられることがないよう、障害のある人もない人も、共に支え合い、安心して生

き生きと暮らせる社会を実現するための取組が重要です。

※87「高知県ひとにやさしいまちづくり条例」：平成９（1997）年３月 25 日公布・同年４月１日施行・平成 11（1999）年 12 月 27 日改

正・平成 12（2000）年４月１日施行。この条例の目的については、同条例第１条に、「この条例は、ひとにやさしいまちづくりにつ

いて、県、市町村、事業者及び県民の責務を明らかにするとともに、施策の基本方針を定めることにより、障害者、高齢者等が安全

かつ快適に利用することができる施設等の整備その他のひとにやさしいまちづくりのために必要な施策を推進し、もってすべての県

民が安全かつ快適に暮らすことができる社会の実現に寄与することを目的とする。」と記されています。

※88「発達障害」：「発達障害者支援法」（平成 16（2004）年 12 月公布・平成 17（2005）年４月施行）には、「自閉症、アスペルガー症候

群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢におい

て発現するものとして政令で定めるもの」と定義されています。
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図５ 障害者に関する人権上の問題点（％）

● 障害者に関する事柄で、人権上問題があると思われるのはどのようなことですか。（○はいくつでも）

※1 「交通機関や道路、店舗、公園等の利用が不便である」は、前々回調査「外出時に道路、店舗、公園等の利用が不便なこと」、「外

出時に交通機関の利用が不便なこと」を合計したものとの比較。

※2 「アパートなどの住宅への入居を拒否される」は、前回・前々回調査「アパートなどの住宅への入居が困難である」との比較。

※3 「スポーツ・文化活動・地域活動に気軽に参加できない」は、前回・前々回調査「スポーツ・文化活動・地域活動に参加できない」

との比較。

＊ 前々回調査の回答条件は【3つまで〇】
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表 10 高知県高齢者・障害者権利擁護センター※89への相談状況

（平成 28年度までは電話相談事業：障害者 110 番） （件）

表 11-1 障害者福祉施設等従事者による人権侵害の状況

（県及び市町村受付） (件）

表 11-2 養護者による人権侵害の状況

（県及び市町村受付） (件）

（２）人権侵害の主な事例

ア 高知県高齢者・障害者権利擁護センターへの相談の具体例

○就労の相談に乗って欲しい。

○金銭管理を成年後見人に依頼しようかと考えている。

○精神障害者保健福祉手帳を取得すべきか悩んでいる。

○施設や事業者の職員に対し、不満がある。

○障害がある人に対する嫌がらせや偏見

○肉親から日常的に暴力を受けている。

※89「高知県高齢者・障害者権利擁護センター」：障害者やその家族、市町村からの権利擁護に関する相談を受け付けています。また、使

用者による障害者虐待についての通報・届出の受理を行うほか、市町村に対して行う権利擁護専門家チームの派遣調整や研修会など

を行い、権利擁護推進のための支援を行っています。 (48 ページ 脚注※72 を参照）

25 年度 26年度 27 年度 28年度 29年度

総 数 2,012 3,380 2,843 701 45

うち人権・法律相談 41 21 30 39 16

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

相談・通報・届出件数 9 ７ 20 33 18

うち、虐待の事実が

認められた件数
3 1 13 7 6

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

相談・通報・届出件数 24 30 34 30 22

うち、虐待の事実が

認められた件数
5 8 7 6 4
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イ 施設や企業での人権侵害

人権侵害に対して自ら訴えることが困難な人がいます。また、障害のない人と比べて、リスト

ラされやすいことがあります。

○最低賃金が守られていない（最低賃金減額特例の許可手続の不備など）

○就労している障害のある人に対する上司の暴言

ウ 財産管理の問題

障害のある人のなかには金銭管理が十分にできない人もおり、保護者が金銭管理をしている場

合があります。こうした場合に、保護者自身の生活費に障害のある人の年金が当てられているケ

ースがあります。

また、保護者以外の者が金銭管理をしている場合に、お金を搾取されている事例もあります。

エ 社会参加への障害

視覚障害者誘導用ブロック（点字ブロック）は視覚に障害のある人にとって大切な道しるべで

す。｢一台くらい・・」といった軽い気持ちで自転車などを置くことが、視覚に障害のある人た

ちの行動を妨げています。

車いすを利用している人の駐車スペースに、健常者が駐車している事例があります。｢少しだ

け」との思いが障害のある人の活動を妨げています。

オ 言葉の問題

障害のある人に対して（または障害に対して）心ない言葉を使ったり、何気ない気持ちで言っ

た言葉が、障害のある人の心を傷つけていることがあります。

（３）推進方針

障害のある人もない人も互いに支え合い、地域で共に生活し活動できる安全安心な社会の実

現を図ります。

（４）今後の取組

【県の取組】

社会全体が障害や障害のある人について正しく理解する取組や、障害のある人の人権が尊重される

取組を推進します。

①障害及び障害のある人に対する正しい知識の普及のための教育・啓発の推進

②障害のある子どももない子どもも共に学び、共に育つ交流及び共同学習の推進

③障害のある子どもの自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援する特別支援

教育の推進

④障害のある人との交流やふれあいの機会の充実

⑤障害のある人の雇用の促進や働きやすい環境の整備

⑥障害のある人の人権擁護・権利擁護に関する取組の充実

⑦障害のある人への差別解消に向けた取組の推進

⑧「ひとにやさしいまちづくり」の推進
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ア 教育

障害について正しく理解し、障害のある人との交流等を通じて、互いに支え合う心を育む教育を

推進します。

(ア)就学前教育

障害のある人との活動を共にする機会を積極的に設け、仲間として気持ちが通じ合うことを実

感することを通して、将来、障害のある人に対する正しい理解と認識を深めるための保育・教育を

推進します。

(イ)学校教育

人を尊重する態度、尊敬や思いやる気持ちなど、豊かな人間性を育むための教育を推進すると

ともに、障害のある子どもとない子どもが共に学ぶインクルーシブ教育システム※90の構築や、交

流及び共同学習の機会を積極的に設け、ふれあう機会を通じて、障害や障害のある人に対する理

解を深めます。

また、特別支援教育の体制整備を推進し、その質的な向上を図っていきます。

さらに、発達障害等のある子どもが、自分の特性を生かして社会的・職業的自立ができるよう取

組を推進します。

(ウ)社会教育

障害や障害のある人に対する意識上の障壁を取り除き、差別や偏見をなくしていくために、学

習機会を提供するとともに、障害のある人との交流を通して相互理解を深めるよう努めます。

イ 啓発

障害や障害のある人に対する理解を深める広報や啓発活動に努めます。

(ア)講演会や研修会の開催など

「障害者週間※91 の集い」や「障害者作品展」などを通じて、障害のある人とない人の交流を図

り、相互理解を深めます。

また、研修会の開催や、企業や団体等の研修会及び各種学校等への講師の派遣などを通じて、障

害や障害のある人に対する理解を深める啓発活動を行います。

※90「インクルーシブ教育システム」：「障害者の権利に関する条約」（平成 18（2006）年、国連採択）第 24 条によれば、「インクルーシ

ブ教育システム」（inclusive education system、署名時仮訳：包容する教育制度）とは、人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精

神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的のもと、障害の

ある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みであると述べられています。

※91「障害者週間」：期間は 12 月３日から 12 月９日まで。昭和 57（1982）年に「障害者に関する世界行動計画」が国連総会で採択され

た 12 月３日が「国際障害者デー」、昭和 50（1975）年に「障害者の権利宣言」が国連総会で採択された 12 月９日を「障害者の日」

としていたことから、平成 16（2004）年の「障害者基本法」の改正により、従来の「障害者の日」に代わるものとして、この週間が

設定されました。

なお、県はこの「障害者週間」の期間中に県民の集いを開催し、各種イベント等を通じて障害のある人とない人の交流を深め、ノー

マライゼーションの理念の普及啓発を図る取組として、「障害者週間の集い」を毎年、実施しています。
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(イ)広報活動

テレビ・新聞等のマスメディアや県、市町村の広報誌等を活用した啓発活動により、障害や障害

のある人に対する理解を深める啓発に努めます。

ウ 障害のある人の社会参加と雇用の促進等

障害のある人が生き生きと暮らせるよう、障害のある人の社会参加を推進するための環境整備

や、雇用を促進する取組を推進します。

(ア)障害のある人の社会参加の推進

「ひとにやさしいまちづくり」の推進や文化・芸術活動、障害者スポーツの振興など、障害のあ

る人が社会的活動に参加しやすい環境を整備します。

(イ)障害のある人の雇用の促進等

労働局、公共職業安定所（ハローワーク）、障害者職業センター※92及び障害者就業・生活支援セ

ンター※93などの関係機関と連携し、障害のある人の就労支援や職場定着に取り組みます。

県においては、障害者を対象とした採用選考試験の広報活動の充実に努めます。

エ 障害のある人の人権擁護・権利擁護等に関する取組

障害のある人の人権や権利を守るため、正しい情報の提供や啓発等を行うとともに、差別解消に

向けた取組を推進します。

(ア)障害のある人の人権擁護・権利擁護の推進

県は、施設の監査において、サービス提供事業者に対する指導を徹底するとともに、高知県高齢

者・障害者権利擁護センターを設置し、障害者虐待の防止等のための情報の提供や、広報その他の

啓発活動などを実施していきます。

また、成年後見制度の普及に努めます。

(イ)差別解消の取組の推進

「障害者差別解消法」の趣旨を周知するため、各団体への説明会を開催するとともに、「高知県

障害を理由とする差別の解消の推進に関する職員対応要領」に基づき、県職員に対する研修など

を進めます。

また、医療・福祉・法曹など障害者施策に関連する部署や学識経験者、当事者などから構成され

る「障害者差別解消支援地域協議会」において、障害のある人への差別の解消や合理的配慮の提供

に関する相談や相談事例を踏まえた取組を推進します。

※92「障害者職業センター」：障害のある人や障害のある人を雇用する事業主などに対して、公共職業安定所（ハローワーク）と連携をと

りながら、就職のための相談から就職後の職業適応指導までの一連の業務を行います。

※93「障害者就業・生活支援センター」：障害のある人が就労し、経済的に自立していくため、身近な地域で就職面の支援と生活面の支援

を一体的に行う機関です。
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そして、平成 24（2012）年には、さらに同指針が改正され、性に関する意思決定や行動選択に係る能

力の形成過程にある青少年、言語的に障壁や文化的障壁のある外国人及び性的指向の側面で配慮の必要

なMSM（男性間で性行為を行う者をいう）などの個別施策層※97に対して、人権や社会的背景に最大限配

慮した、きめ細かく効果的な施策を実施することが追加されました。

その後も、個別施策層を中心に新規 HIV感染者・エイズ患者が報告されており、報告数は平成 20

（2008）年をピークに年間約 1,500 件前後で横ばいで推移しています。また、近年の抗 HIV療法の進歩

は、感染者等の生命予後を改善した一方で、エイズを発症した状態で感染が判明した者の割合が依然と

して約３割と高い水準となっているなど、早期発見に向けたさらなる施策が必要であるとされています。

こうした状況から平成 30（2018）年１月に第３次の改正が行われ、効果的な普及啓発、発生動向調査の

強化、保健所等・医療機関での検査拡大及び予後改善に伴う新たな課題へ対応するための医療の提供の

方針が示されました。

（１）現状と課題

県では、エイズや結核、B型・C型肝炎等の感染症に関して、自分の健康は自分で守るという観点か

ら、正しい予防知識及び予防行動の普及を行っています。また、「HIV検査普及週間（６月１日～６月

７日）」での時間外の検査や相談の実施、「世界エイズデー」にあわせた啓発活動、学校教育と連携した

エイズ予防・啓発教育などにも取り組んでいます。

こうした国・県のエイズに関する様々な情報の提供や取組により、社会のエイズに対する理解は一

定進んできましたが、今なお、誤った認識や偏見が存在しています。感染症発生時には、患者を取り巻

く環境のなかで、全国的には正しい知識や理解不足による差別や偏見、プライバシーの侵害などが、い

まだにみられる状況です。

平成 29（2017）年度に県が実施した「人権に関する県民意識調査」でも、HIV感染者等に関する人

権上の問題点として、「差別的な言動をされる」、「地域社会における排斥や悪意のある噂が流される」、

「職場における解雇や無断で検査が行われる」、「医療機関における診療拒否やプライバシーの漏洩（も

れること）、無断で検査が行われる」などが上位になっています。一方、「わからない」とする回答が

25.6％となっています（図６）。

保健所への相談件数は、この５年間で約３分の１にまで減少しています（表 12）が、今後も、エイ

ズ等の感染症について、より一層の正しい知識の普及・啓発を図るとともに、感染者や患者の人権を大

切にした社会づくりを行っていくことが必要となっています。

※97「個別施策層」：感染の可能性が疫学的に懸念されながらも、感染に関する正しい知識の入手が困難であったり、偏見や差別が存在

している社会的背景等から適切な保健医療サービスを受けていないと考えられるために施策の実施において特別な配慮を必要とす

る人々をいいます。

第４章　身近な人権課題ごとの推進方針



− 68 −

第４章　身近な人権課題ごとの推進方針



− 69 −

第４章　身近な人権課題ごとの推進方針



− 70 −

第４章　身近な人権課題ごとの推進方針



− 71 −

第４章 身近な人権課題ごとの推進方針

71

達成目標

【企業等に期待する取組】

エイズ等の感染症に対する正しい認識を深め、雇用や企業活動などにおいて、差別や偏見のない取

組を期待します。

□ 県や市町村等が実施するエイズ等の感染症に関する教育・啓発活動への積極的な参加と協力

□ エイズ等の感染症に対する正しい認識を深めるための研修など、職場における積極的な取組

【県民に期待する取組】

エイズ等の感染症に対する正しい認識を深め、差別や偏見をなくしていく取組を期待します。

□ 県や市町村等が実施するエイズ等の感染症に関する教育・啓発活動への積極的な参加と協力

□ レッドリボン運動などへの参加

取組の内容 H31 H32 H33 H34 H35 達成目標(H35年度)

HIV検査及び相談について、

テレビ、新聞等のメディアを効

果的に活用した啓発活動

県民が偏見なく気軽

にHIV検査や相談がで

きるようになる。

HIV検査・相談についての啓発活動の強化
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ウ ハンセン病元患者等への支援体制

ハンセン病元患者等が安心して生活できるための支援や交流事業を実施します。

(ア) ハンセン病元患者等との交流促進

中高生やボランティアグループ等の療養所訪問など、交流によって正しい知識や認識を得ら

れる活動を推進します。

また、ハンセン病元患者の里帰りについても支援を継続していきます。

(イ) ハンセン病元患者等への支援

ハンセン病元患者やその家族への支援体制の充実を図ります。

県の主な取組

※「ハンセン病元患者等」に関する取組については、第６章「２ 取組計画」の 152～155 ページ参照

分類 取組の内容

教育
教職員対象の「人権教育セミナー」や「人権教育実践スキルアップ講座」の実施

教職員の校内研修を支援する「人権問題学習学校支援事業」の実施

啓発
「ハンセン病を正しく理解するフォーラム」への参加呼びかけ

人権週間中に行う「じんけんふれあいフェスタ」の開催

「ヒューマンパワー育成講座」（企業対象）や「ハートフルセミナー」（県民対

象）の実施

マスメディアを通じた啓発

ハンセン病

元患者等へ

の支援体制

「中高生による療養所訪問」の実施

「ハンセン病元患者の里帰り事業」の実施

「ハンセン病元患者への訪問」の実施
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図９ 犯罪被害者等に関する人権上の問題点（％）

● 犯罪被害者等に関する事柄で、人権上問題があると思われるのはどのようなことですか。

（○はいくつでも）

表 14 相談及び支援件数

認定ＮＰＯ法人こうち被害者支援センター （件）

※ 直接的支援：病院・裁判所等への付き添い、生活支援、自宅訪問等

54.5 

52.9 

52.9 

46.8 

36.6 

35.3 

34.5 

32.0 

31.2 

30.7 

0.4 

3.2 

13.2 

49.7 

52.8 

48.9 

44.2 

36.3 

34.0 

32.3 

31.8 

29.4 

31.2 

0.3 

1.7 

15.1 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

仕事を休んだり、辞めざるを得なくなり、収入が減ったり、

途絶えたりすることにより生活が苦しくなる

報道によってプライバシーに関することが公表されたり、過

剰な取材によって私生活の平穏が保てなくなる

犯罪行為によって、精神的なショックを受けたり、身体の不

調をきたす

事件のことについて周囲に噂話をされる

事件のことで、転居を余儀なくされる

警察等の公的機関に相談しても期待どおりの結果が得られな

い

家族、友人、職場の同僚等周囲の人との関係が悪化する

捜査や刑事裁判において精神的負担を受ける

捜査や刑事裁判手続きに必ずしも被害者の声が十分反映され

るわけではない

治療費などで経済的負担がかかる

その他

特にない

わからない

今回調査

前回調査

(%)

仕事を休んだり、辞めざるを得なくなり、収入が減ったり、

途絶えたりすることにより生活が苦しくなる

報道によってプライバシーに関することが公表されたり、過

剰な取材によって私生活の平穏が保てなくなる

犯罪行為によって、精神的なショックを受けたり、身体の不

調をきたす

警察等の公的機関に相談しても期待どおりの結果が得られな

い

捜査や刑事裁判手続きに必ずしも被害者の声が十分反映され

るわけではない

項 目 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

電話・面談相談件数 275 266 360 411 469

直接支援件数 410 126 133 264 251

合 計 685 392 493 675 720

今回調査

前回調査
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（２）人権侵害の主な事例

○強姦などの性的犯罪の被害者が、まわりの人から「被害者にも責任や問題があったのではないか」

というように言われたり、そう思われているのではないかと悩んでしまう。

○一人暮らしの女性の部屋に男性が侵入し、その時の精神的ショックでその後も苦痛を負わされる。

○性的虐待に悩まされ続け、誰にも告白できない状況で苦痛を負わされる。

○犯罪被害者等が、弁護士や病院の費用等にかかる経済的負担で苦しめられる。

○暴力被害にあった被害者が、精神的ショックから進路を断たれ、将来に夢や希望が持てないこと

の苦痛を負わされる。

○加害者と居住地が近いことから、犯罪被害に遭った被害者が引っ越しせざるを得なくなり、引っ

越した。

○家族が犯罪被害に遭ったことにより、勤務先でのあらぬ噂や中傷に苦しみ、退職せざるを得なく

なった。

○事件により遺族がつらい思いをしている中、地域で加害者側が中傷する言動を繰り返しているこ

とを知り、さらに心を痛めることとなった。

（３）推進方針

犯罪被害者等の受けた被害の早期回復・軽減を図るとともに、犯罪被害者等を県民全体で支え、

安心して生活できる社会の実現を図ります。

（４）今後の取組

【県の取組】

犯罪被害者等の受けた被害を察する心や、相手の気持ちになって考えられる力を身に付ける教

育・啓発を推進するとともに、犯罪被害者等への相談・支援体制の充実を図ります。

ア 教育

誰もが犯罪被害者等になる可能性があることに気付かせるとともに、二次被害を起こすことのな

いよう、犯罪被害者等の気持ちに共感できる力を育む教育を推進します。

(ア) 就学前教育

友だちと様々な心動かす出来事を共有し、互いの感じ方や考え方、行動の仕方などに関心を寄

せ、それぞれの違いや多様性に気付くとともに、互いが認め合う心情を育むための保育・教育を推

進します。

①犯罪被害者等の人権を守るための教育・啓発の推進

②犯罪被害者等への相談・支援体制の充実

第４章　身近な人権課題ごとの推進方針



− 87 −

第４章　身近な人権課題ごとの推進方針



− 88 −

第４章 身近な人権課題ごとの推進方針

88

県の主な取組

※「犯罪被害者等」に関する取組については、第６章「２ 取組計画」160～163 ページ参照

分類 取組の内容

教育
教職員対象の「人権教育セミナー」や「人権教育実践スキルアップ講座」の実施

教職員の校内研修を支援する「人権問題学習学校支援事業」の実施

中高生を対象とした犯罪被害者等の講師による「命の大切さを学ぶ教室」の開催

啓発
人権週間中に行う「じんけんふれあいフェスタ」の開催

「ヒューマンパワー育成講座」（企業対象）や「ハートフルセミナー」（県民対

象）の実施

（公財）高知県人権啓発センター講師による人権研修の実施

犯罪被害者等支援に関する講演会・研修会の実施

犯罪被害者支援団体等が実施する啓発への支援

人権研修用のテキスト、県民啓発資料、パネル等の作成

マスメディアを通じた啓発

関係機関と連携した街頭キャンペーンの実施

犯罪被害

者等への

相談・支

援体制

市町村における「総合的対応窓口」の周知や関連機関との連携強化

相談電話「犯罪被害者ホットライン」による適切な相談活動・カウンセリングの実施

「性暴力被害者支援サポートセンターこうち」への支援や周知
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達成目標

【企業等に期待する取組】

犯罪被害者等に偏見を持たず、支援する取組を期待します。

□ 犯罪被害者等が職場内で人権侵害にあわない環境づくり

□ 県や市町村等が実施する犯罪被害者等に関する教育・啓発活動への参加と協力

【県民に期待する取組】

犯罪被害者等に対して、二次被害を起こすことのないように期待します。

□ 県や市町村等が実施する犯罪被害者等に関する教育・啓発活動への参加と協力

□ 犯罪被害者等に配慮できる気持ちの醸成

取組の内容 H31 H32 H33 H34 H35 達成目標(H35年度)

犯罪被害者等が講演者となり、子

どもを亡くした親の思いや生命の大

切さなどを直接生徒に語りかける中

高生を対象にした教室の開催

次世代を担う中高生の

規範意識が向上するとと

もに、犯罪被害者等への

配慮、協力意識が醸成さ

れるようになる。

「命の大切さを学ぶ教

室」を５年間で25校以上

で開催する。

【平成29（2017）年度実

績：年間14校】

※「高知県警察犯罪被害

者支援基本計画

（平成28～34年度）

○市町村に設置している「総合的対

応窓口」の周知や必要に応じた関係

機関との連携

○性暴力被害者への支援

（相談窓口の周知や医療費助成な

ど）

相談者への情報提供

や、必要に応じて関係機

関へつなげることができ

るようになる。

「命の大切さを学ぶ教室」の開催

市町村における「総合的対応窓口」

の周知や関係機関との連携強化

「性暴力被害者支援サポートセンター

こうち」への支援や周知
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情報・通信手段が発達し、社会の高度情報化が急速に進むなか、誰もが容易にインターネットの利用が

できるようになるなど、利便性が向上した反面、近年、インターネットの匿名性を悪用し、電子掲示板や

ホームページに他人を誹謗中傷する表現や差別を助長する表現など、人権を侵害する事例が増加してい

ます。

また、コンピューターやネットワークの利用により、大量の個人情報が処理される社会となり、個人情

報の不適正な取扱いや信用情報、顧客データの盗用・流出などの問題も生じています。

平成 14（2002）年に制定された「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開

示に関する法律」（プロバイダ責任制限法）※107では、インターネット等による情報の流通により権利の侵

害があった場合のプロバイダ等の責任や、発信者情報の開示を請求する権利などが定められました。

また、法の施行に合わせて、被害者がプロバイダ等に対して当該侵害情報の送信防止措置を依頼する

手続きなどを定めた「名誉毀損・プライバシー関係ガイドライン」が同年（平成 14（2002）年）に決定

されましたが、平成 16（2004）年の同ガイドライン一部改訂により、重大な人権侵害事案については、

法務省人権擁護機関がプロバイダ等に対し当該侵害情報の削除要請を行うことができるなど、より適切

で迅速な対応ができるようになりました。

さらに、平成 19（2007）年に「発信者情報開示関係ガイドライン」が定められ、情報の流通によって

権利侵害を受けた者が、その情報の開示を発信者に請求できる基準等を、可能な範囲で明確化したこと

や、既に平成 17（2005）年に全面施行されていた「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）に

より、個人情報の保護やプライバシーの保護等に関する措置が講じられています。

平成 21（2009）年には、「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する

法律」（青少年インターネット環境整備法）※108が施行され、インターネット関係事業者にフィルタリング

の提供を義務化するなどの対策が行われています。

なお、平成 25（2013）年に公布・施行された「いじめ防止対策推進法」においては、インターネット

を通じて行われるいじめに対する対策の推進や、いじめの防止等のための対策の調査研究の推進等につ

いて定められています。

※107「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」（プロバイダ責任制限法）：インターネット

でのウェブページや電子掲示板などの不特定のものに受信される情報の流通によって権利の侵害にあった場合について、プロバイダ

及びサーバの管理・運営者等の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示を請求する権利について定めています。

※108「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」（青少年インターネット環境整備法）：青少年

のインターネットを適切に活用する能力の習得に必要な措置を講ずるとともに、青少年有害情報フィルタリングの性能の向上及び利

用の普及などにより青少年が有害情報を閲覧する機会をできるだけ少なくするための措置を講ずることにより、青少年のインターネ

ット利用における権利の擁護を目的に平成 21（2009）年に施行されました。さらに、青少年をめぐるインターネット環境が大きく変

化していることを受け、平成 29（2017）年には、インターネット事業者等に、スマートフォンをはじめとする携帯電話端末等の契約

者または使用者が青少年であるかどうかを確認し、契約者が青少年である場合は当該青少年に、使用者が青少年であり、かつ契約者

がその青少年の保護者である場合は当該保護者に対して、青少年有害情報の閲覧の可能性があること、また、青少年有害情報フィル

タリングサービスの利用の必要性等を説明する義務を課すこととしました。

９ インターネットによる人権侵害
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また、性的な画像等をその撮影対象者の同意なく、インターネットの掲示板などにに公表することに

より、被害者が大きな精神的苦痛を受ける被害が発生しています。こうした状況を受け、平成 26（2014）

年には、「私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律」（リベンジポルノ防止法）※109が施

行され、警察等において、相談支援や画像等の削除支援などが行われています。

（１）現状と課題

県では、平成 24（2012）年に「子どもたちの携帯電話・スマートフォン等の利用実態調査」（「高知

県教育委員会事務局人権教育課」実施）を行い、子どもたちを取り巻くネット社会の状況について実態

を把握し、児童生徒のインターネット上のトラブルや危険性について、子どもたちや保護者、教職員を

中心に教育・啓発活動を進めています。また、インターネット上の不適切な書き込み等を監視する「学

校ネットパトロール」を実施し、問題の早期発見・早期対応に努めています。

そうした中、子どもたちのインターネットの利用率が高まっていることを反映し、県内の公立学校

におけるいじめの認知件数のうち携帯電話等での誹謗中傷は、28 年度までは一定の範囲で増減する状

況にありましたが、29年度は大幅に増加しています（表 15）。そのため、いじめやネットの問題の解決

に向け、子どもたち自身はもとより、地域・家庭が一層関心を持って取組を進めていく必要がありま

す。

平成 30（2018）年４月には青少年保護育成条例の一部を改正し、監護する青少年に対しての保護者

の役割や学校並びに青少年の育成に携わる関係者及び関係団体の役割を明らかにして、子どもたちが

インターネットを適切に活用する能力を身につけられるように取組を進めています。

また、高知地方法務局に寄せられるネット上の人権侵害に関する相談件数と人権侵犯事件数はほぼ

横ばい状態（表 16）ですが、インターネットを悪用した誹謗中傷や、掲示板等への差別的な書き込み

など、その匿名性、情報発信の容易さを逆手に取った人権侵害が後を絶ちません。

平成 29（2017）年度に県が実施した「人権に関する県民意識調査」では、関心がある人権問題とし

て「インターネットによる人権侵害」の割合が、前回調査より 9.2 ポイント（33.2→42.4）増加してお

り（図 14；107 ページ参照）、「インターネットによる人権侵害」に関する人権上の問題点として、「無

断で他人のプライバシーに関することを掲載する」、「他人を誹謗中傷する表現を掲載する」、「知らな

い間に自分のことが掲載されていること」、「わいせつ画像や残虐な画像など、有害な情報を掲載する」

などが上位になっています（図 10）。

また、近年、全国的に SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）における「なりすまし」や「ソ

ーシャルメディア・ハラスメント」等の行為も問題になっています。

インターネットによる人権侵害の特徴は、加害の容易性、匿名性、被害の急速・拡大化、被害の回復

の困難性にあります。画面の向こうに、自分と同様に人権のある他者の存在を意識することが求めら

れています。

※109「私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律」（リベンジポルノ防止法）：個人の性的名誉や性的プライバシーを保

護することを目的に制定されました。プライベートな性的画像を、その撮影対象者の同意なく公表する行為について、罰則を設け禁

止しています。
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（２）人権侵害の主な事例

インターネット上に設けられた電子掲示板に、差別の助長につながる悪質な書き込みが多数発見さ

れています。

また、携帯電話やスマートフォン等のメールなどで誹謗中傷されたり、インターネット上に設けら

れた電子掲示板に個人が特定される悪質な書き込みがされるなど、プライバシーの侵害や、いじめ

となる人権侵害の事例が見られます。

（３）推進方針

インターネットによる人権侵害について、その予防と対応に努め、被害者にも加害者にもな

らない安心して生活できる社会の実現を図ります。

（４）今後の取組

【県の取組】

インターネットによる人権侵害を予防するための教育や啓発を進めるとともに、起こった場合の対

応等についての周知を進めます。

ア 教育

インターネットによる人権侵害への予防と対応に努め、誰もが被害者にも加害者にもならない安

心して生活できる社会の実現のため取組を推進します。

(ア) 就学前教育

友だちと様々な心動かす出来事を共有し、互いの感じ方や考え方、行動の仕方などに関心を寄

せ、それぞれの違いや多様性に気付くとともに、互いが認め合う心情を育むための保育・教育を推

進します。

(イ) 学校教育

インターネットやスマートフォン等の利用上のルールやマナー、個人のプライバシーに関して

正しく理解する情報モラル教育や、人権に関する学習を実践します。

インターネット上でのいじめや誹謗中傷は外部から見えにくい匿名性があることから、学級活

動やホームルーム活動を通して、子どもがネット問題について主体的に話し合い、問題を解決し

ていくことや、児童会・生徒会活動を通してネットのルールづくりを進めていくなどの取組を推

進します。また、友好な人間関係を築くための取組や、共感的に理解する力、人間関係調整力を育

む学習についても実践します。

①インターネットによる人権侵害を予防するための教育・啓発活動の推進

②インターネットによる人権侵害のおそれのある書き込みなどについての対応策

の周知
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達成目標

※平成 28（2016）年度実施の「人権教育に関するアンケート」結果

○「フィルタリングを設定している」（保護者回答）

小学校（72.8％）・中学校（64.5％）・高等学校（54.2％）

○「家庭でのルールづくりをしている」（児童生徒回答）

小学校（69.3％）・中学校（66.4％）・高等学校（47.6％）

【企業等に期待する取組】

インターネットによる人権侵害についての認識・知識を深める取組を期待します。

□ 職場におけるインターネットによる人権侵害に関する自主的な研修の取組

□ 県や市町村等が実施するインターネットによる人権侵害に関する講演会や研修会への積

極的な参加と協力

□ プロバイダ等については、削除要請があった場合の迅速な対応

取組の内容 H31 H32 H33 H34 H35 達成目標(H35年度)

インターネットの利用の

正しい知識や自分が被害に

遭った場合に対応できる力

を身につけるための取組

インターネットを利用する際

に、人権意識を持って利用する

ようになる。

○「インターネットによる人権

侵害」に関する研修会（県民

対象）を５年間で２回以上実

施する。

○コラムを５年間で２回以上新

聞に掲載する。

○インターネット等の利用

上のルールやマナー、個人

のプライバシーに関する情

報モラル教育や人権に関す

る学習

○児童生徒の主体的な取組

の推進

「人権教育に関するアンケー

ト」の「フィルタリングの設

定」や「携帯電話等の利用に関

する家庭でのルールづくり」の

項目において、平成28（2016）

年の調査結果を上回る。

（最終的な目標は100％である

が、平成34年度における当面の

目標として設定しています。）

※平成34（2022）年に実施予定

の「人権教育に関するアンケー

ト」で検証

※「高知家の子ども見守りプラ

ン」

「インターネットによる人権侵害」

に関する研修会の実施

啓発用の冊子、資料、リーフレット、

パネル等の作成・配布・展示

マスメディアを通じた啓発

ネットマナー向上等のための教材の

開発や発信

児童会生徒会交流集会の実施

ネット問題に関するＰＴＡ研修等、

保護者への啓発活動の推進

学校ネットパトロールの実施
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【県民に期待する取組】

被害者にも加害者にもならないために、ルールを守ったインターネットの利用を期待します。

□ 家庭や地域における自主的な学習の取組

□ 県や市町村等が実施するインターネットによる人権侵害に関する講演会や研修会への積極

的な参加と協力
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達成目標

【企業等に期待する取組】

災害時に、命を守り人権を尊重する体制づくりを促進することを期待します。

□ 職場における災害と人権に関する自主的な研修の取組

□ 県や市町村等が実施する災害と人権に関する教育・啓発活動への参加と協力

【県民に期待する取組】

災害時の人権への配慮についての認識を深め、県民一人ひとりが配慮ある行動をすることを期待

します。

□ 災害時の特別な状況においても、人権意識を持って対応できるよう、日常から災害時に特に

配慮を要する高齢者、障害者、乳幼児や女性への配慮について心がける意識の醸成や対応

□ 身近なところでの学習会開催や訓練参加などの自主的な取組

□ 県や市町村等が実施する災害と人権に関する教育・啓発活動への参加と協力

取組の内容 H31 H32 H33 H34 H35 達成目標(H35年度)

○市町村の福祉避難所の

さらなる指定促進のた

め、最低限必要となる備

蓄物資の購入助成

○一般避難所での要配慮

者スペースの設置、拡充

県内全市町村の避難所で受

入必要人数を確保できている

とともに体制の強化が図られ

ており、災害時における要配

慮者の避難支援対策の取組が

進んでいる。

【平成29（2017）年度状況：

34市町村204施設】

要配慮者への対応等避

難所運営をみんなで考え

る訓練の普及

地域の防災リーダーによ

り、人権に配慮した避難所運

営ができるようにする。５年

間で20回以上の研修を実施す

る。

【平成29（2017）年度実績：

３回開催】

避難所運営訓練「HUG」の普及実施

福祉避難所の指定促進、避難所

の運営体制の充実・強化
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差 別 的 な 言 動 を さ れ る こ と

0 10 20 30 40 50 60 （％）

49. 0

35. 0

31. 7

29. 1

9. 7

6. 2

0. 5

9. 6

19. 0

（N=1. 758人、  M. T. ＝189. 9%）総　数

職場、学校等で嫌がらせやいじめを受けること

じ ろ じ ろ 見 ら れ た り、 避 け ら れ た り す る こ と

就 職・ 職 場 で 不 利 な 扱 い を 受 け る こ と

ア パ ー ト 等 へ の 入 居 を 拒 否 さ れ る こ と

宿泊施設、店舗等への入店や施設利用を拒否されること

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い
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図 13 性同一性障害者に関する人権問題（％）

（内閣府「人権擁護に関する世論調査」平成 29 年 10 月調査より）

（１）現状と課題

本県では、「高知県いじめ防止基本方針」に基づき、性同一性障害や性的指向・性自認に係る児童生

徒に対するいじめを防止するための教職員への多様性についての理解を深める取組の促進など、学校

として必要な取り組みを進めています。

県民や企業に対しても、性的少数者の人権に関する講演会や講座の実施、啓発資料の配付など、この

問題に対する理解や認識を進める取組を行ってきました。

平成 29（2017）年度に県が実施した「人権に関する県民意識調査」では、関心のある人権問題とし

て、性同一性障害と性的指向を挙げた合計は 20.7％と前回調査より 7.9 ポイント増加し（図 14）、県

民の関心も高まってきています。また、こうち男女共同参画センター「ソーレ」に寄せられた相談件数

のうち性的指向や性自認に関する相談件数（平成 28（2016）年から統計を開始）が、平成 28 年は 67

件、29 年は 30 件あったこと（表 17）や、全国的にみると法務局や地方法務局に寄せられた性的指向

や性同一性障害の差別待遇や強制・強要に関する相談も一定あること（表 18、19）からも、相談体制

の充実など問題を抱える人を相談窓口につなげる取組を行う必要があります。

● 性同一性障害者に関し、現在、どのような人権問題が起きていると思いますか。

（複数回答）

差 別 的 な 言 動 を さ れ る こ と

0 10 20 30 40 50 60 （％）

49. 8

45. 7

35. 0

31. 8

7. 8

7. 1

7. 4

18. 8

0. 5

（N=1. 758人、  M. T. ＝203. 7%）総　数

職場、学校等で嫌がらせやいじめを受けること

じ ろ じ ろ 見 ら れ た り、 避 け ら れ た り す る こ と

就 職・ 職 場 で 不 利 な 扱 い を 受 け る こ と

ア パ ー ト 等 へ の 入 居 を 拒 否 さ れ る こ と

宿泊施設、店舗等への入店や施設利用を拒否されること

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

第４章　身近な人権課題ごとの推進方針



− 107 −

第４章　身近な人権課題ごとの推進方針



− 108 −

第４章　身近な人権課題ごとの推進方針



− 109 −

第４章 身近な人権課題ごとの推進方針

109

（３）推進方針

社会全体が、性的指向や性自認を理由とする偏見や差別をなくし、多様性が尊重される社会の実

現を図ります。

（４）今後の取組

【県の取組】

性的指向や性自認を理由とする偏見や差別をなくするために、多様な性について理解を深める教

育・啓発を推進し、誰もが自分の性を尊重され、「自分らしく」生きられるよう相談・支援体制の充

実を図ります。

ア 教育

多様な性について理解を深め、性の多様性を尊重した教育を推進します。

(ア) 就学前教育

友だちと様々な心動かす出来事を共有し、互いの感じ方や考え方、行動の仕方などに関心を

寄せ、それぞれの違いや多様性に気付くとともに、互いが認め合う心情を育むための保育・教育

を推進します。

(イ) 学校教育

児童生徒の発達段階に応じ、多様な性について理解を深める教育を行うとともに、誰もが協

調して生きる態度の育成に努めます。

また、多様な性に対する教職員自身の理解を深め、児童生徒に適切な支援を行えるよう校内

支援体制の充実を図ります。

(ウ) 社会教育

社会教育諸学級や各種団体などにおいて、多様な性について理解を深めるため、学習機会の

充実と情報の提供を行うとともに、人権意識の高揚を図ります。

イ 啓発

多様な性に対する理解を深める広報や啓発活動に努めます。

(ア) 講演会や研修会の開催など

高知県人権啓発センターが実施する「ハートフルセミナー」、講師派遣事業による研修や「人

権週間」の催し等を通じて、多様な性への理解を深める啓発活動を行います。

(イ) 広報活動

①性の多様性についての理解を深めるための教育・啓発の推進

②性的指向や性自認を理由とした偏見や差別に対する相談や支援体制の充実

第４章　身近な人権課題ごとの推進方針
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これまでにあげた個別の人権課題のほかにも、次のような人権課題があります。

なお、こうした人権課題についても、国と連携を図りながら本県の状況に応じて取り組んでいきます。

（１）アイヌの人々

アイヌの人々は、固有の言語や伝統的な儀式・祭事、多くの口承文学（ユーカラ）等、独自の豊か

な文化を持っていますが、近世以降のいわゆる同化政策等により、今日では、その文化の十分な保存・

伝承が図られているとは言い難い状況にあります。特に、アイヌ語を理解し、アイヌの伝統などを担

う人々の高齢化が進み、これらを次の世代に継承していくうえでの重要な基盤が失われつつありま

す。

平成９（1997）年「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関する

法律」（アイヌ文化振興法）が施行されましたが、いまだにアイヌの人々に対する正しい理解が十分

でなく、様々な偏見や差別が残っているため、アイヌの人々の歴史や文化を正しく理解し認識を深め、

偏見や差別の解消を目指して、啓発等が行われています。

（２）刑を終えて出所した人

刑を終えて出所した人やその家族に対する偏見や差別は根強く、就職に際しての差別や住居の確

保の困難等、社会復帰を目指す人たちにとって、現実は極めて厳しい状況にあります。

刑を終えて出所した人たちが、地域社会の一員として円滑な社会生活を営むためには、本人の強い

更生意欲と併せて、家族、職場、地域社会の理解と協力が必要です。これらの人々に対する偏見や差

別をなくすため、毎年７月に「社会を明るくする運動」※116が実施されるなど、様々な取組が行われ

ています。

また、平成 28（2016）年 12 月に、再犯の防止等に関する国及び地方公共団体の責務を明らかにす

るとともに、再犯の防止等に関する施策を総合的かつ計画的に推進していく基本事項を示した「再犯

の防止等の推進に関する法律」（再犯防止推進法）が施行され、平成 29（2017）年 12月には、今後

５年間で政府が取り組む再犯防止に関する施策を盛り込んだ「再犯防止推進計画」が閣議決定されま

した。

県では、国の計画を踏まえ、県の実情を考慮し、基本的な方向性や県の施策等を定めた「地方再犯

防止推進計画」を策定し、刑を終えて出所した人が社会において孤立することなく、再び社会を構成

する一員となることができるよう、再犯の防止等に関する取組を推進します。

※116 「社会を明るくする運動」：この運動は、全ての国民が、犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生について理解を深め、それぞ

れの立場において力を合わせ、犯罪のない地域社会を築こうとする全国的な運動です。昭和 26（1951）年に法務府（現法務省）

は、「社会を明るくする運動」と名付け取り組むことにしました。なお、第 60 回（平成 22（2010）年）からは、新名称「“社会を

明るくする運動”～犯罪や非行を防止し、立ち直りを支える地域のチカラ～」が定められています。

12 その他の人権課題

第４章　身近な人権課題ごとの推進方針
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（３）北朝鮮当局による拉致問題等

北朝鮮当局による日本人拉致は、重大な人権侵害です。

平成 18（2006）年に「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題への対処に関する法律」（北

朝鮮人権法）が施行されました。この法律は、国や地方公共団体が、拉致問題その他北朝鮮当局によ

る人権侵害問題に関する国民世論の啓発を図るよう努めるものとしており、12 月 10 日から 16 日ま

でを「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」と定めています。

拉致問題の解決をはじめとする北朝鮮当局による人権侵害問題への対処が、国際社会をあげて取

り組むべき課題とされるなか、この問題についての関心と認識を深めていく取組や啓発が行われて

います。

（４）ホームレス

自立の意思がありながら、様々な事情から、路上での生活を余儀なくされる人々が存在しています。

ホームレスの人々は偏見や差別の対象になることがあり、嫌がらせや暴行事件なども発生しています。

こうしたホームレスの人々の自立を支援するために、平成 14（2002）年に「ホームレスの自立の支

援等に関する特別措置法」が施行され、翌平成 15（2003）年には、法律に基づき「ホームレスの自立

の支援等に関する基本方針」を策定しています。

地域社会においてもこの問題についての理解を深めるとともに、ホームレスの人々の自立支援等に

努めることが求められており、そのための取組や啓発が行われています。

（５）人身取引

性的搾取や強制労働等を目的とした人身取引（トラフィッキング）は重大な犯罪であり、基本的人

権を侵害する深刻な問題です。特に女性や子どもなどが被害者となる場合が多く、日本でも、外国人

（特に女性）が強制的に連れてこられ、劣悪な環境・条件で労働を強いられているという事例が報告

されており、日本は人身取引の受入国の一つとして、国際社会から批判を受けています。

国は、「人身取引対策行動計画」を策定し、関係省庁が協力してこの問題に取り組んでいます。

（６）他の人権課題

職場でのパワー・ハラスメントなどの様々なハラスメントについては、労働者の人権を守るため行

政機関や企業等において、ハラスメント問題についての認識を深める啓発、研修や相談窓口の設置な

どの取組が行われています。

また、他にも、自死遺族に対する人権侵害、貧困問題、プライバシーや個人情報の保護などの人権

課題があり、これらの人権課題に関する取組が行われています。

第４章　身近な人権課題ごとの推進方針
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同和問題は人権問題の重

要な課題の一つであるとの

認識のもと、その解決に向

けた取組を推進し、差別の

ない安心して生活できる社

会の実現を図ります。

同和問題への正しい理解と認識を深

める教育・啓発活動の推進

家庭や職場、地域など、

あらゆる場で男女が互いに

人権を尊重し、女性が安全

安心に生活できる、女性の

人権が男性と対等平等に尊

重される社会の実現を図り

ます。

①男女が互いの人権を尊重する教育・

啓発の推進

②あらゆる分野への女性の社会参画の

推進

③女性に対するあらゆる暴力の根絶

子ども一人ひとりが人間

として尊重され、人権が守

られるなかで安全安心に成

長できる環境づくりを推進

し、子どもがお互いの人権

を尊重する社会の実現を図

ります。

①子どもの人権を尊重した教育の推進

②子ども自身が自他を大切にし、社会

を生き抜く力を身につける教育の推

進

③いじめ、不登校、体罰根絶などの対策

の推進

④子どもの人権に関する社会的関心の

喚起、意識啓発の推進

⑤親子の対話やふれあい、地域社会で

の生活体験や自然体験の機会の充実

⑥児童虐待の防止対策の充実

高齢者の人権が尊重さ

れ、安全安心に健康で生き

がいを持って生活していけ

る社会の実現を図ります。

①高齢者への理解を深める教育・啓発

の推進

②世代を越えた交流やふれあいの機会

の充実

③高齢者の雇用や社会参加の促進

④高齢者の人権擁護・権利擁護等に関

する取組の充実

障害のある人もない人も

互いに支え合い、地域で共

に生活し活動できる安全安

心な社会の実現を図りま

す。

①障害及び障害のある人に対する正し

い知識の普及のための教育・啓発の

推進

②障害のある子どももない子どもも共

に学び、共に育つ交流及び共同学習

の推進

③障害のある子どもの自立や社会参加

に向けた主体的な取組を支援する特

別支援教育の推進

④障害のある人との交流やふれあいの

機会の充実

⑤障害のある人の雇用の促進や働きや

すい環境の整備

⑥障害のある人の人権擁護・権利擁護

等に関する取組の充実

⑦障害のある人への差別解消に向けた

取組の推進

⑧「ひとにやさしいまちづくり」の推進

推 進 方 針

118

同和問題

女 性

身
近
な
人
権
課
題
ご
と
の
推
進
方
針

子ども

高齢者

障害者

※「第４章」関係
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患者・感染者が差別を受

けることなく、安心して治

療を受け、地域で共に生活

できる社会の実現を図りま

す。

①エイズ等の感染症について正しい知

識を身に付ける教育の推進

②感染予防対策を通じた啓発活動の実

施や正しい情報の提供

③エイズ患者・HIV 感染者への相談・
支援体制の充実

ハンセン病元患者等が差

別を受けることなく、安心

して生活できる社会の実現

を図ります。

①ハンセン病について正しい知識を身

に付ける教育の推進

②ハンセン病について正しい知識の普

及・啓発活動の推進

③ハンセン病元患者等への支援体制の

充実

多様な文化や民族の違い

を理解し、外国人にとって

も安心して暮らしやすい、

差別や偏見のない社会の実

現を図ります。

①多様な文化を理解し合う教育・啓発

の推進

②外国人との交流やふれあいの機会の

充実

③外国人が暮らしやすい地域社会づく

りの推進

犯罪被害者等の受けた被

害の早期回復・軽減を図る

とともに、犯罪被害者等を

県民全体で支え、安心して

生活できる社会の実現を図

ります。

①犯罪被害者等の人権を守るための教

育・啓発の推進

②犯罪被害者等への相談・支援体制の

充実

インターネットによる人

権侵害について、その予防

と対応に努め、被害者にも

加害者にもならない安心し

て生活できる社会の実現を

図ります。

①インターネットによる人権侵害を予

防するための教育・啓発活動の推進

②インターネットによる人権侵害のお

それのある書き込みなどについての

対応策の周知

災害時においても、全て

の人の人権が守られ、安心

して生活が送れる社会の実

現を図ります。

①災害時の人権への配慮に関する教

育・啓発の推進

②人権の視点にたった災害時の対応に

関する体制づくりの推進

社会全体が、性的指向や

性自認を理由とする偏見や

差別をなくし、多様性が尊

重される社会の実現を図り

ます。

①性の多様性についての理解を深める

ための教育・啓発の推進

②性的指向や性自認を理由とした偏見

や差別に対する相談や支援体制の充

実

アイヌの人々、刑を終えて出所した人、北朝鮮当局による拉致問題

等、ホームレス、人身取引、他の人権課題（様々なハラスメント、自

死遺族に対する人権侵害、貧困問題、プライバシーや個人情報の保護

など）

身
近
な
人
権
課
題
ご
と
の
推
進
方
針

エイズ

患者・

ＨＩＶ感

染者等

Ｈ
Ｉ
Ｖ
感
染
者
等

外国人

犯罪被害者等

インターネットに

よる人権侵害

災害と人権

性的指向・

性自認

その他の

人権課題
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ハンセ

ン病元

患者等
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【同和問題】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

　
同
和
問
題

　
ア

　
教
育 1

　同和問題に係る差別
発言や落書きは減りつ
つも存在しており、また、
インターネット上での差
別事象は多く、同和問題
に対する正しい認識や
理解が十分でない。
　同和問題に関する研修
は、比較的参加者が多
い反面、参加者が固定
化している傾向がある。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施

 　同和問題を正しく認
識できる教職員が、積
極的に人権課題の解決
に向けて取組を進め
る。

　「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

21

2

　各保育所・幼稚園等で
自主的・計画的な研修が
十分に行われておらず、
職員が相互に実践力を
高めていく体制が弱い。

　園内研修支援事業の
実施
（園内研修支援・ブロッ
ク別研修支援）

　生活のなかで乳幼児
の興味や欲求に基づい
た直接的・具体的な体
験を通して、人権意識
の基礎を育む保育・教
育が行われる。

〈第２期高知県教育振興基
本計画：Ｈ31年度〉【園内研
修支援】
・園内研修支援・ブロック別
研修支援の実施回数：年間
200回以上
・実施後のアンケート調査で
「引き続き園内研修支援を
実施する」と回答した園の割
合：100%
【ブロック別研修支援】
・ブロック別研修支援実施園
におけるミドルリーダーフォ
ローアップ研修対象者の研
修実施率：100%
・公開保育実施園の年度末
アンケート調査で「保育実践
が向上・改善した」と回答し
た園の割合：80％以上

幼保支援課 21

（
イ
）
学
校
教
育

3

　私立学校人権教育指
導業務を委託し、人権教
育指導員による私立学
校への訪問指導の実
施、私立学校教職員に
対する研修会の開催等
により、私立学校におけ
る人権教育の推進を
図っている。
　社会情勢や各学校の
要請に応じながら継続し
た取組が必要。

　引き続き、人権教育指
導員による私立学校へ
の訪問指導、私立学校
教職員に対する研修会
等を実施する。

　各学校の要請に応じ
た指導、職制や段階に
応じた体系的な研修の
実施等により、各私立
学校における人権教育
の推進に寄与してい
る。 ―

私学・大学
支援課

21

4

　人権教育の重要性を
認識しつつも、人権学習
の進め方については、転
換期にあり、学習指導要
領の趣旨に沿った授業
となっていない事例があ
る。
※H30年度より、「人権教
育授業研究講座」が統
合

　受講者自らが人権教
育推進に係るテーマを
設定し、授業計画や学
習指導案の作成等につ
いて協議を実施

　同和問題について、
各校の実態に即した人
権学習を展開できる
リーダー的役割を担う
実践者が育っている。

　「人権教育実践スキル
アップ講座」
総合評価の５件法で４以
上とする。

教育
センター

21

5

　人権教育主任の主な
役割は、校内の人権教
育の推進であるが、組織
マネジメントの意識が十
分ではない状況が見ら
れるとともに、全員が人
権課題に対して十分な
知識や経験を有している
とは言えない状況にあ
る。
（連絡協議会の平成25
年度研修満足度：
80.3％）

○人権教育主任の職務
の説明や、人権教育推
進に向けた、ＰＤＣＡサ
イクルに基づくマネジメ
ント研修を実施

○人権教育主任に人権
課題や人権学習につい
ての情報提供と他校と
の情報交換を実施

　各校において、人権
教育推進のためのＰＤ
ＣAサイクルが確立する
とともに、同和問題の現
状を正しく把握し人権学
習の在り方を校内で積
極的に推進できる。

○各年度の研修満足度
を８０％以上にする。

○「同和問題」を年間指
導計画に位置付けてい
る学校の割合
中学校区100%
高等学校100%

設定年度：H31年度末
第2期高知県教育振興
基本計画

○「人権教育主任研修」
総合評価の５件法で４以
上とする。

人権教育課

教育
センター

21

6

　同和問題に係る差別
発言や落書きは減りつ
つも存在しており、また、
インターネット上での差
別事象は多く、同和問題
に対する正しい認識や
理解が十分でない。
　同和問題に関する研修
は、比較的参加者が多
い反面、参加者が固定
化している傾向がある。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施（再掲）

　同和問題を正しく認識
できる教職員が、積極
的に人権課題の解決に
向けて取組を進める。

　「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

21

7

　人権尊重の社会づくり
に向けて、学校・家庭・
地域社会が一体となった
人権教育の総合的な取
組を推進していく必要が
ある。
　児童生徒の人権感覚
を育成するために、学校
における人権教育に関
する指導方法の改善・充
実を図る必要がある。
（平成29年度：１指定校）

　人権教育研究推進事
業の実施

　本事業を委託した推
進地域や推進校におい
ては、学校・家庭・地域
社会が一体となった人
権教育の総合的な取組
の推進や学校における
人権教育に関する指導
方法の改善及び充実が
図られる。
　さらに、その研究成果
が県内の学校に広が
る。

　各年複数の指定校（地
域）で研究の推進を図
る。

人権教育課 21

取組項目

（
ア
）
就
学
前
教
育

　就学前教育は生涯
にわたる人格形成の
基礎を培う重要な時
期であることから、
保育所・幼稚園等に
おいては、生活のな
かで自分の興味や欲
求に基づいた直接
的・具体的な体験を
通して、人権感覚の
基礎を育むための保
育・教育を推進しま
す。

　保育所・幼稚園
等、小・中・高等学
校等の連携、学校と
家庭・地域との連携
を図りながら、差別
を解消し人権が尊重
される社会づくりに
向けて行動できる力
を育む教育を推進し
ます。
 また、大学や専修
学校、各種学校にお
ける人権教育の普
及・充実を促進しま
す。

「人権教育セミナー」の実施

「人権教育主任研修」の実施

「人権教育主任連絡協議会」の実施

各年　１推進地域及び ２指定校

「人権教育実践スキルアップ講座」の実施

「人権教育セミナー」の実施（再掲）

園内研修支援の実施

ブロック別研修支援（13ブロック26園）の実施

訪問指導、研修会等の開催

  2　取 組 計 画
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【同和問題】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

（
イ
）
学
校
教
育 8

　人権尊重の学校づくり
を進めるためには、組織
的な人権教育の推進が
不可欠であり、そのため
の核となる人材の育成
が急務である。

　人権が尊重された学
校づくり支援事業

　事業を修了したリー
ダーが核となって、学校
での組織的な人権教育
が推進される。
　また、その学校の取
組が市町村に広がる。

　対象者に本事業による
人権教育の充実度など
を問うアンケートを実施
し、５件法で平均４以上
とする。

人権教育課 21

9

　児童生徒の人権意識
や人権感覚を高めるた
めには、自分の生活やこ
れまでの生き方を人権
の視点で振り返る必要
がある。
（平成30年度：学校数
145校、応募数381編）

　人権作文募集事業の
実施

　人権作文に取り組む
ことにより、児童生徒の
人権意識や人権感覚が
高まるとともに、学校に
おける人権教育の取組
内容が充実する。

　人権作文に取り組む学
校数の増加とそれに伴
う取組総数の増加。

人権教育課 21

10

　人権課、県人権啓発セ
ンター、県教委人権教育
課の３者で市町村担当
者への研修会を年度当
初に実施しているが、今
後も、市町村担当者のス
キルアップにつながる内
容にしていくことが必要
である。

　市町村の人権担当職
員に対するスキルアッ
プ研修会の実施

　市町村の担当者が、
人権施策を推進してい
くための知識とスキルを
身に付けている。

― 人権課 21

11

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「同和問題」に関する研
修は68回であった。
　今後も部落差別解消
推進法に基づき、同和問
題に関する研修・啓発を
進めていく必要がある。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施

　（県民の）「同和問題」
に対する正しい理解と
認識が高まる。

　参加者の「今後の生活
や仕事に生かせる内容
であった」の割合を85％
以上にする。

人権課 21

　
イ

　
啓
発

　多くの県民が気軽
に参加できるイベン
ト形式の啓発事業
や、ワークショップ
形式の研修会などを
実施します。

12

　平成29年度実施の「人
権に関する県民意識調
査」では「同和地区や同
和地区の人ということを
気にしたり、意識したり
することはない」の割合
が、55.3％で前回調査と
比較して2.3ポイントの増
加にとどまっており、今
後もこの問題への関心
や正しい理解と認識を深
めるために講演会等の
工夫や改善が必要であ
る。

　「部落差別をなくする
運動」強調旬間におけ
る講演会等の実施

　（県民の）「同和問題」
に対する正しい理解と
認識が高まる。

　「部落差別をなくする運
動」強調旬間の講演会
への参加者の「同和問
題への理解が深まった」
の割合を85％以上にす
る。

人権課 21

13

　平成30年度現在、34市
町村（100％）に事業委
託を行っており、今後も
継続して県内全ての市
町村で人権啓発のため
の取組が行われるように
していく必要がある。

　市町村への事業委託
による各市町村での講
演会や研修会等の実施

　県内全ての市町村に
おいて人権に関する委
託事業が実施される。

　県内全市町村への事
業委託を継続して行う。

人権課 21

14

　平成29年度実施の「じ
んけんふれあいフェス
タ」の参加者は約8,000
人であった。また、アン
ケートで「人権問題への
関心や理解が「大変深
まった」、「深まった」の割
合は89%であった。
　今後は、個別の人権課
題を含む人権全般に関
する県民の正しい理解と
認識を深めるために内
容等を工夫していく必要
がある。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の開催
（H29からは「障害者週
間の集い」を同時開催）

　（県民の）「人権」に対
する関心や正しい理解
と認識が高まる。

　「じんけんふれあいフェ
スタ」の参加者の「人権
課題への理解が深まっ
た」の割合を85％以上
にする。

人権課 21

15

　平成29年度は、人権の
視点を持って企業力を
高める人材育成を目的
とした「ヒューマンパワー
育成講座」を年間２回開
催しており、参加者の満
足度は、平均88.7％で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことや、参
加者の自社企業への還
元などが課題である。

　企業での人権意識を
持ったリーダーを養成
する研修会の実施

　研修受講者が企業内
の人権リーダーとなり、
研修で学んだことが職
場や顧客対応などに生
かされるようになる。

 　参加者の「個別の人
権課題（同和問題）への
理解が深まった」の割
合：９０％以上
受講者の「会社での啓
発実践に取り組みたい」
の割合：９０％以上 人権課 21

　
同
和
問
題

　
ア

　
教
育

　保育所・幼稚園
等、小・中・高等学
校等の連携、学校と
家庭・地域との連携
を図りながら、差別
を解消し人権が尊重
される社会づくりに
向けて行動できる力
を育む教育を推進し
ます。
 また、大学や専修
学校、各種学校にお
ける人権教育の普
及・充実を促進しま
す。

（
ウ
）
社
会
教
育

　生涯学習の視点に
立ち、それぞれの時
期、段階に応じた学
習機会の提供や、地
域的な課題と結びつ
いた内容を積極的に
取上げるなど、学習
者が意欲を持ち、差
別を解消するために
行動することができ
る学習内容などの充
実を図ります。

（
ア
）
講
演
会
や
研
修
会
の
開
催
な
ど

毎年６名の人権教育主任のモデルとなる教員

を委嘱し、研究・研修を行う

（小・中５名、県立１名）

          前年度の対象者のフォローアップ

人権作文募集事業の実施

「部落差別をなくする運動」強調旬間での

　　　　講演会や啓発活動の実施

     市町村への事業委託による講演会や

     研修会等の実施

           「じんけんふれあいフェスタ」の内容の

           工夫及び効果的な宣伝

「ヒューマンパワー育成講座」（企業対象）の実施

人権啓発センター講師による人権研修の実施

市町村人権啓発担当者研修会の実施
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【同和問題】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
同
和
問
題

　
イ

　
啓
発

　多くの県民が気軽
に参加できるイベン
ト形式の啓発事業
や、ワークショップ
形式の研修会などを
実施します。

16

　平成29年度は、県民を
対象とした人権啓発の
「ハートフルセミナー」を
年間５講座開催してお
り、参加者の満足度は、
97.5％（５講座平均）で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことと、基本
方針の改定によって新
たに追加した個別の人
権課題も含めて実施して
いくことが必要である。

　個別の人権課題等に
ついての県民を対象と
した研修会の実施

　県民が「同和問題」に
関する正しい認識や知
識を身に付けることで、
「同和問題」に係る人権
侵害の防止につなが
る。

「ハートフルセミナー」（県
民対象）の参加者の「個
別の人権課題（同和問
題）への理解が深まっ
た」の割合を90％以上
にする。

人権課 21

17

　平成29年度実績として
は、10団体への支援を
実施している。民間団体
の主体的な活動への経
費の一部支援ということ
で、こうした活動が更に
広がるように、新しい団
体の取組促進につなげ
ていく必要がある。

　民間団体が実施する
人権意識の高揚を目的
とした活動への支援

　職場や地域などで主
体的に人権に関する学
習ができる環境の基盤
づくりが整う。

 　参加者の「個別の人
権課題（同和問題）への
理解が深まった」の割
合：80％以上

人権課 21

18

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「同和問題」に関する研
修は68回であった。
　今後も部落差別解消
推進法に基づき、同和問
題に関する研修・啓発を
進めていく必要がある。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施
（再掲）

　（県民の）「同和問題」
に対する正しい理解と
認識が高まる。

　参加者の「今後の生活
や仕事に生かせる内容
であった」の割合を85％
以上にする。

人権課 21

（
イ
）
広
報
活
動

　テレビ・ラジオ・
新聞・ホームページ
等を活用した広報を
実施するとともに、
県民にわかりやす
く、実践につなげる
ことができる内容の
啓発パンフレットな
どを作成し、配布し
ます。

19

　「人権啓発シリーズ」・
「人権啓発研修ガイド
ブック」の作成や、啓発
冊子を購入し、研修用テ
キストや講演会での研
修資料として活用してい
る。
　今後もその取組を継続
するとともに、人権全般
や各個別の人権課題に
関する内容を盛り込んだ
ものにしていくことが必
要である。

　興味・関心の持てる内
容のテキストや啓発用
の冊子、資料、リーフ
レット、パネル等の作
成・配布・展示

　啓発冊子を活用した
研修等を実施すること
で、人権全般について、
正しい理解と認識のあ
る県民が多くなる。

― 人権課 21

20

　平成26年度からは人
権映画のテレビ放映に
替わって、人権の取組を
紹介する人権ミニ番組を
制作しテレビ放映を行っ
ている。また、29年度か
らは大型映画施設で上
映前に放映するスポット
コマーシャルを制作放映
している。　今後も媒体
の特徴を活かした、より
効果的な提供を行って
いく必要がある。

　テレビ、新聞、スポット
コマーシャルなど様々
なマスメディアを通じて
個別の人権課題を広く
県民に周知する。

　（県民の）「同和問題」
に対する正しい理解と
認識が高まる。

　５年間で２回以上は
「同和問題」をテーマと
してマスメディアを通じ
た啓発を行う。

人権課 21

21

　バス車内への広告掲
示や、列車へのポスター
掲示等を行っており、広
く県民の目にふれるかた
ちでの啓発活動に取り
組んでいる。
　今後は、継続した取組
と掲載内容等の工夫が
必要である。

　公共の交通機関を活
用した人権啓発広告や
ポスターの掲示の実施

　（県民の）「人権」に対
する正しい理解と認識
が高まる。

― 人権課 21

22

　平成29年度実績として
は、利用者645人、図書・
ビデオ・DVD・パネルの
貸出1,314件であった。
　今後は、県民にさらに
図書資料室の存在を
知ってもらい、活用しても
らう必要がある。

　県立人権啓発セン
ターの図書資料室の活
性化

　県民に身近な図書資
料室として認知され、人
権に関する生涯学習の
場や資料を十分に提供
できる施設となる。

　利用者数を780人（平
成29年度実績の約1.2
倍）以上にする。

人権課 21

23

　これまでもホームペー
ジの充実等に努めてき
たことから、H29年度の
アクセス数はH25年度の
2.2倍となった。また、平
成29年度から季刊誌「こ
こるんだより」を発行して
いる。個別の人権課題に
合った「コラム」等の執筆
者を選定する等紙面づく
りに工夫が必要である。

　人権啓発センターの
事業等の情報発信

（公財）人権啓発セン
ターの研修等の取組に
ついての認知度が高ま
リ、個別の人権課題に
ついて多くの県民に周
知できている。

　「ここるんだより」で５
年間に各人権課題を１
回以上特集する。
ホームページのアクセ
ス数を124,000件（平成
29年度実績の約1.2倍）
以上にする。

人権課 21

24

　子どもへの人権啓発に
関する取組を県内のス
ポーツ組織と共に実施し
ており、今後もより効果
のある内容に発展させて
いくことが必要である。

　県内のスポーツ組織
と連携協力した人権啓
発活動の実施

　スポーツを通じた人権
啓発の取組により、人
権を身近な問題としてと
らえる子どもが多くな
る。

　イベント参加者の「人
権に関する新しい気づ
きがあった」の割合を
90％以上にする。

人権課 21

（
ア
）
講
演
会
や
研
修
会
の
開
催
な
ど

「ハートフルセミナー」（県民対象）の実施

  「民間団体への助成事業」の実施と、 県民への周知

人権啓発センター講師による人権研修の実施

　　　（再掲）

啓発用の冊子、資料、リーフレット、パネル等の

作成・配布・展示

マスメディアを通じた啓発

バス車内への広告掲示、列車へのポスター

掲示、関係機関へのチラシやポスターの配布

　　　　○季刊誌「ここるんだより」の発行

　　　　○ホームページの充実

スポーツ組織等との協働イベントの開催

○ホームページや季刊誌「ここるんだより」、

   研修会などを活用した宣伝

○人権に関する幅広い分野の図書や視聴覚

    教材の整備
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【同和問題】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
同
和
問
題

　
イ

　
啓
発

（
イ
）
広
報
活
動

　テレビ・ラジオ・
新聞・ホームページ
等を活用した広報を
実施するとともに、
県民にわかりやす
く、実践につなげる
ことができる内容の
啓発パンフレットな
どを作成し、配布し
ます。

25

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

 農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

普及啓発資料の配布と
あわせて実施するアン
ケートにおいて、所管団
体（農業協同組合）全て
が80点以上を獲得して
いる。

農業政策課 21

26

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　啓発資料の配布とあわ
せて実施するアンケート
において、所管団体（森
連、森林組合）全てが80
点以上を獲得している。 森づくり

推進課
21

27

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配布
とあわせて実施するアン
ケートにおいて、人権啓
発活動に主体的に取り
組んでいる漁協等の団
体の割合が80％以上と
なる。

水産政策課 21

28

　平成29年度に「同和問
題」に関して人権課に相
談があった件数は10件
で、差別事象の報告は５
件であった。同和問題に
係る差別発言や落書き
は減少傾向にあるもの
の、インターネットを悪用
した書き込み等が発生し
ている。

　平成28年度に制定さ
れた「部落差別解消推
進法」の周知を図るとと
もに、同和問題の解消
に向けた啓発、研修等
の取組を行う。

　「部落差別解消推進
法」が県民に周知され、
同和問題の解消に向
かっている。

　県民意識調査で「同和
地区や同和地区の人を
気にしたり意識したりす
ることがない」の割合が
60％以上となる。

人権課 21

29

　人権全般にわたって相
談を受付け、関係機関と
の連携を図り、対応して
いる。今後もきめ細やか
な対応を行うとともに、関
係機関との連携を密にし
ていく必要がある。

　（公財）高知県人権啓
発センターにおける人
権相談の実施

　県民から頼られ信頼さ
れる相談機関としての
窓口となる。

― 人権課 21

30

・隣保館職員は短いサイ
クルで異動するため、短
期間で専門的知識を習
得する必要がある。
・隣保館職員等からの要
望をもとに、資質の向上
を図るための研修等が
必要である。

・隣保館を定期的に訪
問し、DVに関する相談
の有無や対応状況を聞
き取る。
・隣保館職員等研修事
業を委託し、隣保館職
員への研修を行う。

　臨保館職員が人権施
策　を推進していくため
の知識とスキルを身に
つけている。

－ 人権課 21

 
ウ
「
部
落
差
別
解
消
推
進
法
」
の
周
知
と
法
に
基
づ
く
取
組

 　平成28（2016）年
12月に施行された
「部落差別解消推進
法」について、県民
への周知を図るとと
もに、法に基づく取
組を推進します。

普及啓発資料の配布

普及啓発資料の配布

「「部落落差別解消推進法」の周知

隣保館職員への研修

人権相談の実施

普及啓発資料の配布
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【女性】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

　
女
性

31

　女性の人権に関する研
修は、比較的参加者が
少ないうえ、参加者が固
定化している傾向があ
る。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施

　女性の人権問題を正
しく認識できる教職員
が、積極的に人権課題
の解決に向けて取組を
進める。

　「人権教育セミナー」　
50人以上が受講する。

教育
センター

30

32

　各保育所・幼稚園等で
自主的・計画的な研修が
十分に行われておらず、
職員が相互に実践力を
高めていく体制が弱い。

　園内研修支援事業の
実施
（園内研修支援・ブロッ
ク別研修支援）

　友だちと様々な心動
かす出来事を共有し互
いの感じ方や考え方、
行動の仕方などに関心
を寄せ、それぞれの違
いや多様性に気づくとと
もに、互いが認め合う心
情を育む保育・教育が
行われる。

〈第２期高知県教育振興
基本計画：Ｈ31年度〉【園
内研修支援】
・園内研修支援・ブロック
別研修支援の実施回数：
年間200回以上
・実施後のアンケート調査
で「引き続き園内研修支
援を実施する」と回答した
園の割合：100%
【ブロック別研修支援】
・ブロック別研修支援実施
園におけるミドルリーダー
フォローアップ研修対象
者の研修実施率：100%
・公開保育実施園の年度
末アンケート調査で「保育
実践が向上・改善した」と
回答した園の割合：80％
以上

幼保支援課 30

33

　私立学校人権教育指
導業務を委託し、人権教
育指導員による私立学
校への訪問指導の実
施、私立学校教職員に
対する研修会の開催等
により、私立学校におけ
る人権教育の推進を
図っている。
　社会情勢や各学校の
要請に応じながら継続し
た取組が必要。

　引き続き、人権教育指
導員による私立学校へ
の訪問指導、私立学校
教職員に対する研修会
等を実施する。

　各学校の要請に応じ
た指導、職制や段階に
応じた体系的な研修の
実施等により、各私立
学校における人権教育
の推進に寄与してい
る。 ―

私学・大学
支援課

30

34

　人権教育の重要性を
認識しつつも、人権学習
の進め方については、転
換期にあり、学習指導要
領の趣旨に沿った授業
となっていない事例があ
る。
※H30年度より、「人権教
育授業研究講座」が統
合

　受講者自らが人権教
育推進に係るテーマを
設定し、授業計画や学
習指導案の作成等につ
いて協議を実施

　女性の人権問題につ
いて、各校の実態に即
した人権学習を展開で
きるリーダー的役割を
担う実践者が育ってい
る。

　「人権教育実践スキ
ルアップ講座」
総合評価の５件法で４
以上とする。

教育
センター

30

35

　人権教育主任の主な
役割は、校内の人権教
育の推進であるが、組織
マネジメントの意識が十
分ではない状況が見ら
れるとともに、全員が人
権課題に対して十分な
知識や経験を有している
とは言えない状況にあ
る。
（連絡協議会の平成25
年度研修満足度：
80.3％）

○人権教育主任の職務
の説明や、人権教育推
進に向けた、ＰＤＣＡサ
イクルに基づくマネジメ
ント研修を実施

○人権教育主任に人権
課題や人権学習につい
ての情報提供と他校と
の情報交換を実施

　各校において、人権
教育推進のためのＰＤ
ＣAサイクルが確立する
とともに、女性の人権問
題の現状を正しく把握し
人権学習の在り方を校
内で積極的に推進でき
る。

○各年度の研修満足
度を８０％以上にする。
○「女性の人権問題」
を年間指導計画に位
置付けている学校の
割合
中学校区100%
高等学校100%
設定年度：H31年度末
第2期高知県教育振興
基本計画
○「人権教育主任研
修」
総合評価の５件法で４
以上とする。

人権教育課

教育
センター

30

36

　女性の人権に関する研
修は、比較的参加者が
少ないうえ、参加者が固
定化している傾向があ
る。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施（再掲）

　女性の人権問題を正
しく認識できる教職員
が、積極的に人権課題
の解決に向けて取組を
進める。

　「人権教育セミナー」　
50人以上が受講する。

教育
センター

30

37

　人権尊重の社会づくり
に向けて、学校・家庭・
地域社会が一体となった
人権教育の総合的な取
組を推進していく必要が
ある。
　児童生徒の人権感覚
を育成するために、学校
における人権教育に関
する指導方法の改善・充
実を図る必要がある。
（平成29年度：１指定校）

　人権教育研究推進事
業の実施

　本事業を委託した推
進地域や推進校におい
ては、学校・家庭・地域
社会が一体となった人
権教育の総合的な取組
の推進や学校における
人権教育に関する指導
方法の改善及び充実が
図られる。
　さらに、その研究成果
が県内の学校に広が
る。

　各年複数の指定校
（地域）で研究の推進
を図る。

人権教育課 30

38

　人権尊重の学校づくり
を進めるためには、組織
的な人権教育の推進が
不可欠であり、そのため
の核となる人材の育成
が急務である。

人権が尊重された学校
づくり支援事業

　事業を修了したリー
ダーが核となって、学校
での組織的な人権教育
が推進される。
　また、その学校の取
組が市町村に広がる。

　対象者に本事業によ
る人権教育の充実度
などを問うアンケートを
実施し、５件法で平均
４以上とする。

人権教育課 30

39

　児童生徒の人権意識
や人権感覚を高めるた
めには、自分の生活やこ
れまでの生き方を人権
の視点で振り返る必要
がある。
（平成30年度：学校数
145校、応募数381編）

　人権作文募集事業の
実施

　人権作文に取り組む
ことにより、児童生徒の
人権意識や人権感覚が
高まるとともに、学校に
おける人権教育の取組
内容が充実する。

　人権作文に取り組む
学校数の増加とそれ
に伴う取組総数の増
加。

人権教育課 30

取組項目

　
ア

　
教
育

（
ア
）
就
学
前
教
育

　友だちと様々な心
動かす出来事を共有
し、互いの感じ方や
考え方、行動の仕方
などに関心を寄せ、
それぞれの違いや多
様性に気付くととも
に、互いが認め合う
心情を育むための保
育・教育を推進しま
す。

（
イ
）
学
校
教
育

　全ての教育活動の
場において、児童生
徒が男女平等につい
ての理解を深めるよ
う、また、固定的な
役割分担意識にとら
われることなく、勤
労観や職業観、人生
観や家庭観を身に付
けるための教育を推
進します。
 なお、デートＤＶ
防止などの具体的な
学習にも取り組んで
いきます。

訪問指導、研修会等の開催

人権作文募集事業の実施

「人権教育主任研修」の実施

「人権教育主任連絡協議会」の実施

「人権教育セミナー」の実施

「人権教育実践スキルアップ講座」の実施

「人権教育セミナー」の実施（再掲）

園内研修支援の実施

ブロック別研修支援（13ブロック26園）の実施

各年　１推進地域及び ２指定校

毎年６名の人権教育主任のモデルとなる教員

を委嘱し、研究・研修を行う

（小・中５名、県立１名）

          前年度の対象者のフォローアップ
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【女性】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
女
性

40

　人権課、県人権啓発セ
ンター、県教委人権教育
課の３者で市町村担当
者への研修会を年度当
初に実施しているが、今
後も、市町村担当者のス
キルアップにつながる内
容にしていくことが必要
である。

　市町村の人権担当職
員に対するスキルアッ
プ研修会の実施

　市町村の担当者が、
人権施策を推進してい
くための知識とスキルを
身に付けている。

― 人権課 31

41

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「女性」に関する研修は
９回であった。
　今後は、「女性」に関す
る研修の内容を更に充
実させていくことが必要
である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施

　（県民の）「女性の人
権問題」に対する正しい
理解と認識が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 31

　
イ

　
啓
発

（
ア
）
講
演
会
や
研
修
会
の
開
催
な
ど

　「こうち男女共同
参画センター『ソー
レ』」等が｢男女共
同参画週間」などに
実施している講演会
の開催、市町村や団
体、企業等が行う研
修会に、講師・助言
者を派遣するなど、
県民の自主的な取組
を支援します。

42

　「こうち男女共同参画
センター『ソーレ』」で、｢
男女共同参画週間」に
実施している講演会や
各種講座の開催の他、
団体の活動への助成等
により、県民の自主的な
取組を支援し、男女共同
参画社会づくりに向けた
啓発を行っている。
　事業内容や、広報・啓
発の内容及び方法等に
ついて検討が必要であ
る。

○｢男女共同参画週間」
の講演会や各種講座の
開催
○各種団体等の依頼に
応じ、ソーレ職員等が講
師として男女共同参画
に関する講座を実施
○男女共同参画を推進
するグループ・団体等
の事業を助成　等

　県民に、男女が互い
に支え合い、性別にか
かわりなくその能力を
発揮できる「男女共同
参画社会」づくりに向け
た意識啓発が進んでい
る。

　男女共同参画の実
現を　目指した出前講
座(職員派遣含む）の
実施　　
    年間40件

こうち男女共同参画プ
ラン
（H28～32年度）

県民生活・
男女共同
参画課

31

43

　農村に残る固定的性
別役割分担意識の解消
等を図るためには、女性
農業者の社会・経営参
画等に向けたスキルアッ
プを目的とした研修会等
の実施が必要である。

　農村女性リーダーの
社会及び経営参画のた
めの啓発活動を推進

　農村女性リーダーの
社　会・経営参画への
重要性と認識が高ま
る。

ー
環境農業
推進課

31

44

　平成30年度現在、34市
町村（100％）に事業委
託を行っており、今後も
継続して県内全ての市
町村で人権啓発のため
の取組が行われるように
していく必要がある。

　市町村への事業委託
による各市町村での講
演会や研修会等の実施

　県内全ての市町村に
おいて人権に関する委
託事業が実施される。

　県内全市町村への
事業委託を継続して
行う。

人権課 31

45

　平成29年度実施の「じ
んけんふれあいフェス
タ」の参加者は約8,000
人であった。また、アン
ケートで「人権問題への
関心や理解が「大変深
まった」、「深まった」の割
合は89%であった。
　今後は、個別の人権課
題を含む人権全般に関
する県民の正しい理解と
認識を深めるために内
容等を工夫していく必要
がある。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の開催
（H29からは「障害者週
間の集い」を同時開催）

　（県民の）「人権」に対
する関心や正しい理解
と認識が高まる。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の参加者の
「人権課題への理解
が深まった」の割合を
85％以上にする。

人権課 31

46

　平成29年度は、人権の
視点を持って企業力を
高める人材育成を目的
とした「ヒューマンパワー
育成講座」を年間２回開
催しており、参加者の満
足度は、平均88.7％で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことや、参
加者の自社企業への還
元などが課題である。

　企業での人権意識を
持ったリーダーを養成
する研修会の実施

　研修受講者が企業内
の人権リーダーとなり、
研修で学んだことが職
場や顧客対応などに生
かされるようになる。

　参加者の「個別の人
権課題（女性）への理
解が深まった」の割
合：９０％以上
受講者の「会社での啓
発実践に取り組みた
い」の割合：９０％以上 人権課 31

47

　平成29年度は、県民を
対象とした人権啓発の
「ハートフルセミナー」を
年間５講座開催してお
り、参加者の満足度は、
97.5％（５講座平均）で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことと、基本
方針の改定によって新
たに追加した個別の人
権課題も含めて実施して
いくことが必要である。

　個別の人権課題等に
ついての県民を対象と
した研修会の実施

　県民が「女性の人権
問題」に関する正しい認
識や知識を身に付ける
ことで、女性への人権
侵害の防止につなが
る。

　「ハートフルセミナー」
（県民対象）の参加者
の「個別の人権課題
（女性）への理解が深
まった」の割合を90％
以上にする。

人権課 31

48

　平成29年度実績として
は、10団体への支援を
実施している。民間団体
の主体的な活動への経
費の一部支援ということ
で、こうした活動が更に
広がるように、新しい団
体の取組促進につなげ
ていく必要がある。

　民間団体が実施する
人権意識の高揚を目的
とした活動への支援

　職場や地域などで主
体的に人権に関する学
習ができる環境の基盤
づくりが整う。

　参加者の「個別の人
権課題（女性）への理
解が深まった」の割
合：80％以上

人権課 31

　
ア

　
教
育

（
ウ
）
社
会
教
育

　市町村等で実施さ
れる各種学級等にお
いて、男女の自立や
協力を目指した教育
の充実や、女性の社
会参画のための講座
の開設、学習活動の
支援を行います。

　　市町村への事業委託による講演会や研修会等

　　の実施

    ソーレでの講演・講座等の実施による啓発

   各種団体・市町村等の取組支援を通じた啓発

社会・経営参画に関する研修会等の実施

　　「ヒューマンパワー育成講座」（企業対象）の実施

「ハートフルセミナー」（県民対象）の実施

  「民間団体への助成事業」の実施と、県民への周知

　　　　「じんけんふれあいフェスタ」の内容の

　　　　工夫及び効果的な宣伝

人権啓発センター講師による人権研修の実施

市町村人権啓発担当者研修会の実施
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【女性】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
女
性

　
イ

　
啓
発

49

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「女性」に関する研修は
９回であった。
　今後は、「女性」に関す
る研修の内容を更に充
実させていくことが必要
である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施（再掲）

　（県民の）「女性の人
権問題」に対する正しい
理解と認識が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 31

50

○各種会議へ参加し、
関係機関との情報共有
を行っている。
○ＤＶ被害者の早期発
見、ＤＶ被害抑止のた
め、女性相談支援セン
ターとの緊密な連携が必
要である。

○各種会議への参加に
よる情報共有
○女性相談支援セン
ターとの連携強化

　ＤＶ被害者を早期発見
し、ＤＶ被害を抑止す
る。

　平成30年高知県警
察重点目標

県警
少年女性

安全対策課
31

（
イ
）
広
報
活
動

　あらゆる機会やマ
スメディアを活用
し、男女の実質的な
平等についての広報
活動を実施するとと
もに、広報誌等の作
成・発行など、情
報・資料の提供を行
います。

51

○「こうち男女共同参画
センター『ソーレ』」での、
広報紙・啓発誌の作成
及び配布、講演・研修会
の開催等の啓発事業の
他、ホームページやメー
ルマガジン、県の広報誌
等を活用した広報を実
施している。
○ソーレのfacebookを29
年度に開設し､講演会や
講座等の広報媒体とし
て活用している。
○情報提供先や方法の
見直しなど、効果的な広
報についての検討が必
要である。

　「こうち男女共同参画
センター『ソーレ』」で、
啓発誌「ぐーちょき
ぱー」や広報誌「ソー
レ・スコープ」の作成
ホームページやメール
マガジン、SNS等による
広報を実施

　県民に、男女が互い
に支え合い、性別にか
かわりなくその能力を
発揮できる「男女共同
参画社会」づくりに向け
た意識啓発が進んでい
る。

　ホームページの充実
情報誌、セミナーガイド
の内容充実と配布先
の拡大
広報素材の積極的活
用

こうち男女共同参画プ
ラン
（H28～32年度）

県民生活・
男女共同
参画課

31

52

　「人権啓発シリーズ」・
「人権啓発研修ガイド
ブック」の作成や、啓発
冊子を購入し、研修用テ
キストや講演会での研
修資料として活用してい
る。
　今後もその取組を継続
するとともに、人権全般
や各個別の人権課題に
関する内容を盛り込んだ
ものにしていくことが必
要である。

　興味・関心の持てる内
容のテキストや啓発用
の冊子、資料、リーフ
レット、パネル等の作
成・配布・展示

　啓発冊子を活用した
研修等を実施すること
で、人権全般について、
正しい理解と認識のあ
る県民が多くなる。

― 人権課 31

53

　平成26年度からは人
権映画のテレビ放映に
替わって、人権の取組を
紹介する人権ミニ番組を
制作しテレビ放映を行っ
ている。また、29年度か
らは大型映画施設で上
映前に放映するスポット
コマーシャルを制作放映
している。　今後も媒体
の特徴を活かした、より
効果的な提供を行って
いく必要がある。

　テレビ、新聞、スポット
コマーシャルなど様々
なマスメディアを通じて
個別の人権課題を広く
県民に周知する。

　（県民の）「女性の人
権問題」に対する正しい
理解と認識が高まる。

　５年間で２回以上は
「女性」をテーマにマス
メデイアを通じた啓発
を行う。

人権課 31

54

　バス車内への広告掲
示や、列車へのポスター
掲示等を行っており、広
く県民の目にふれるかた
ちでの啓発活動に取り
組んでいる。
　今後は、継続した取組
と掲載内容等の工夫が
必要である。

　公共の交通機関を活
用した人権啓発広告や
ポスターの掲示の実施

　（県民の）「人権」に対
する正しい理解と認識
が高まる。

― 人権課 31

55

　平成29年度実績として
は、利用者645人、図書・
ビデオ・DVD・パネルの
貸出1,314件であった。
　今後は、県民にさらに
図書資料室の存在を
知ってもらい、活用しても
らう必要がある。

　県立人権啓発セン
ターの図書資料室の活
性化

　県民に身近な図書資
料室として認知され、人
権に関する生涯学習の
場や資料を十分に提供
できる施設となる。

　利用者数を780人
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 31

56

　これまでもホームペー
ジの充実等に努めてき
たことから、H29年度の
アクセス数はH25年度の
2.2倍となった。また、平
成29年度から季刊誌「こ
こるんだより」を発行して
いる。個別の人権課題に
合った「コラム」等の執筆
者を選定する等紙面づく
りに工夫が必要である。

　人権啓発センターの
事業等の情報発信

　（公財）人権啓発セン
ターの研修等の取組に
ついての認知度が高ま
リ、個別の人権課題に
ついて多くの県民に周
知できている。

　「ここるんだより」で５
年間に各人権課題を
１回以上特集する。

　ホームページのアク
セス数を124,000件
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 31

（
ア
）
講
演
会
や
研
修
会
の
開
催
な
ど

　「こうち男女共同
参画センター『ソー
レ』」等が｢男女共
同参画週間」などに
実施している講演会
の開催、市町村や団
体、企業等が行う研
修会に、講師・助言
者を派遣するなど、
県民の自主的な取組
を支援します。

啓発誌等を活用した広報活動の実施

　人権啓発センター講師による人権研修の実施

　　（再掲）

女性相談支援センターとの連携強化

バス車内への広告掲示、列車へのポスター掲示、

関係機関へのチラシやポスターの配布

    啓発用の冊子、資料、リーフレット、パネル

　等の作成・配布・展示

マスメディアを通じた啓発

○ホームページや季刊誌「ここるんだより」、研修会などを

    活用した宣伝

○人権に関する幅広い分野の図書や視聴覚教材の整備

　　　　○季刊誌「ここるんだより」の発行

　　　　○ホームページの充実
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【女性】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
女
性

　
イ

　
啓
発

（
イ
）
広
報
活
動

　あらゆる機会やマ
スメディアを活用
し、男女の実質的な
平等についての広報
活動を実施するとと
もに、広報誌等の作
成・発行など、情
報・資料の提供を行
います。

57

　子どもへの人権啓発に
関する取組を県内のス
ポーツ組織と共に実施し
ており、今後もより効果
のある内容に発展させて
いくことが必要である。

　県内のスポーツ組織
と連携協力した人権啓
発活動の実施

　スポーツを通じた人権
啓発の取組により、人
権を身近な問題としてと
らえる子どもが多くな
る。

　イベント参加者の「人
権に関する新しい気
づきがあった」の割合
を90％以上にする。

人権課 31

58

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

 農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（農業協同
組合）全てが80点以
上（取組実績等に応じ
て点数化）を獲得して
いる。

農業政策課 31

59

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（森連、森林
組合）全てが80点以
上を獲得している。

森づくり
推進課

31

60

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
人権啓発活動に主体
的に取り組んでいる漁
協等の団体の割合が
80％以上となる。 水産政策課 31

　
ウ

　
女
性
の
社
会
参
画

　

（
ア
）
政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
女
性
の
参
画
の
拡
大

　県の審議会等の委
員への女性の参画を
積極的に進めます。
　また、女性県職員
の登用、活用の推進
や、学校現場におけ
る女性教職員の登用
を図ります。

61

○審議会等委員への女
性の割合は、平成29年５
月１日現在で31.2%で低
迷している。
○庁内への女性委員の
参画の必要性のさらなる
啓発や女性委員の割合
が40％を下回る審議会
についての事前協議の
徹底が必要である。

○女性委員の割合が
40％を下回る審議会に
ついて、事前協議の実
施
○男女共同参画推進本
部会、幹事会で、女性
の参画を呼び掛け

　庁内の審議会等委員
への女性の参画が進む
ことで、政策に男女の
視点が反映され、県全
体の男女共同参画の意
識啓発が進んでいる。

均衡・H32年度

こうち男女共同参画プ
ラン
（H28～32年度）

県民生活・
男女共同
参画課

31

（
イ
）
雇
用
の
場
に
お
け
る
男
女
平
等
の
推
進

　職域拡大を促進
し、男女の平等な待
遇を促します。
　また、子育て・介
護が仕事と両立でき
る雇用環境を整える
とともに、出産や育
児を理由とした不利
な扱いをなくすよう
取組を推進します。

62

　急速に進む少子化が
大きな社会問題となって
おり、その要因の１つと
して仕事と家庭の両立に
対する不安や負担の増
大が指摘されている。
　次世代を担う子どもた
ちを健全に育むため、企
業においても子育て支
援に積極的に取り組む
必要がある。
（ワークライフバランス推
進認証件数　193件
（H30.3現在））

　男女が共に働きやす
く、仕事と家庭の両立の
推進等子育てしやすい
職場環境づくりに積極
的に取り組む企業を認
証する「ワークライフバ
ランス推進企業認証事
業」を実施

　企業において、仕事と
家庭の両立が可能な職
場環境づくりができてい
る。

ワークライフバランス
推進認証件数（400件）                 

雇用労働
政策課

31

普及啓発資料の配布

普及啓発資料の配布

審議会等委員の女性登用の庁内への働きかけ

　　　　ワークライフバランス推進企業認証
           事業の実施

スポーツ組織等との協働イベントの開催

普及啓発資料の配布
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【女性】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
女
性

　ＤＶを未然に防止
するための啓発を促
進します。
　また、相談機能の
充実や被害者の緊急
保護・自立支援を行
います。

63

　女性相談支援セン
ター及び男女共同参画
センターで、ＤＶ被害者
をはじめとする女性へ
の暴力防止の啓発等を
実施

○「ＤＶは、犯罪となる
行為をも含む重大な人
権侵害」であることが広
く認識されている。
○ＤＶ防止の意識啓発
が十分に推進できてい
る。

31

64

　専門研修への参加等
により相談員のスキル
アップを図るなどして、
相談体制を充実し、相
談への対応、被害者の
保護、自立への支援等
を実施

　女性相談支援セン
ターやソーレが広く周知
され、被害者支援がで
きている。

31

65

　ブロック別関係機関連
絡会議を通じ、市町村
等の地域の関係機関と
の連携を強化し、被害
者支援のネットワークの
構築を目指す

　関係機関と女性相談
支援センターとの情報
共有及び連携による被
害者支援ができてい
る。

31

66

　人権全般にわたって相
談を受付け、関係機関と
の連携を図り、対応して
いる。
　今後もきめ細やかな対
応を行うとともに、関係
機関との連携を密にして
いく必要がある。

　（公財）高知県人権啓
発センターにおける人
権相談の実施

　県民から頼られ信頼さ
れる相談機関としての
窓口となる。

― 人権課 31

67

・隣保館職員は短いサイ
クルで異動するため、短
期間で専門的知識を習
得する必要がある。
・隣保館職員等からの要
望をもとに、資質の向上
を図るための研修等が
必要である。

・隣保館を定期的に訪
問し、DVに関する相談
の有無や対応状況を聞
き取る。
・隣保館職員等研修事
業を委託し、隣保館職
員への研修を行う。

臨保館職員が人権施策
を推進していくための知
識とスキルを身につけ
ている。

人権課 31

　
オ

　
市
町
村
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
計
画
策
定
の
支
援

　男女共同参画計画
は、男女共同参画の
取組を進めるうえで
の基本となることか
ら、策定に向けた市
町村の取組を支援し
ます。

68

　市町村における男女共
同参画計画策定の推進
を図っている。
（H29年3月末：52.9％、
18市町村）

○文書による計画策定
依頼　

○市町村への個別訪問
による計画策定等の働
きかけ　

○計画未策定町村は、
計画策定のための余力
がないことから、マニュ
アル等のノウハウの提
供などの支援が必要

○計画策定は、町村の
基本的な政策に関わる
ため、町村幹部への働き
かけが必要

○個別訪問や文書によ
る計画策定依頼

　最終的には、全ての
市町村において計画が
策定され、県内の男女
共同参画がさらに進ん
でいる。

計画策定市町村の割
合
82.4%(28市町村)

目標年度：H32年度

こうち男女共同参画プ
ラン
（H28～32年度）

県民生活・
男女共同
参画課

31

　
エ

　
女
性
に
対
す
る
あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶

○各種媒体を活用した
啓発・広報の実施
①テレビ・ラジオ等による
広報、啓発
②公共交通機関車内へ
のポスター等掲示による
広報
③市町村広報紙への広
報文案の提供
④広報・啓発資料作成・
配布
・DV相談カード、DV啓発
チラシ、啓発ポケットカー
ド

○相談件数は平成20年
度の1,738件をピークに
ほぼ一貫して減少傾向
にあるが、DVの割合は
H20の22%から増加し40%
前後で推移。
○女性相談支援セン
ター及びソーレの相談員
のスキルアップを図るた
め、専門研修を受講。
○県内相談機関の相談
員を対象としたスキル
アップ研修を実施（ソー
レ）。
○ブロック別関係機関連
携会議、DV被害者支援
ネットワーク会議及び専
門者研修会を開催し、関
係機関のネットワークづ
くりを図っている。
○今後も関係機関と連
携した効果的な広報の
検討や、相談体制の充
実が必要

「人権に関する県民意
識調査」における、女
性に関する事柄で、人
権上問題があると思わ
れるものに、ＤＶが
35％以上選ばれる。
(平成29年度調査25％)

第３次高知県ＤＶ被害
者支援計画
（H29～33年度）

県民生活・
男女共同
参画課

　　　　計画策定マニュアルや個別訪問等に

　　　　よる計画策定支援の実施

関係機関との連携強化

ＤＶ予防・防止のための啓発・広報

ＤＶ早期発見・早期解決のための啓発・広報

女性相談支援センター・ソーレの相談機能の充実

「隣保館職員への研修

人権相談の実施
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【子ども】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

　
子
ど
も

　
ア

　
教
育

（
ア
）
就
学
前
教
育

69

　いじめや虐待などによ
り命を失う事例は後を絶
たず、子どもに対する人
権侵害は、深刻な状態と
なっている。
　子どもの人権問題に関
する研修は、比較的参
加者が多いが、参加者
が固定化している傾向
がある。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施

　子どもの人権問題を
正しく認識できる教職員
が、積極的に人権課題
の解決に向けて取組を
進める。

　「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

42

70

　各保育所・幼稚園等で
自主的・計画的な研修が
十分に行われておらず、
職員が相互に実践力を
高めていく体制が弱い。

　園内研修支援の実施
（園内研修支援・ブロッ
ク別研修支援）

　子どもの人権に十分
配慮するとともに、子ど
も一人ひとりの人格を
尊重した保育・教育が
行われる。

〈第２期高知県教育振興
基本計画：Ｈ31年度〉【園
内研修支援】
・園内研修支援・ブロック
別研修支援の実施回数：
年間200回以上
・実施後のアンケート調査
で「引き続き園内研修支
援を実施する」と回答した
園の割合：100%
【ブロック別研修支援】
・ブロック別研修支援実施
園におけるミドルリーダー
フォローアップ研修対象
者の研修実施率：100%
・公開保育実施園の年度
末アンケート調査で「保育
実践が向上・改善した」と
回答した園の割合：80％
以上

幼保支援課 42

71

　子どもへの接し方がわ
からなかったり、子育て
に不安や悩みを抱える
保護者が多い。
　複雑化・多様化する保
護者の不安や悩みに、
各保育所・幼稚園等で日
常的・継続的に対応する
ことが必要である。

　親育ち支援啓発事業
の実施

　親の子育て力を高め
て、よりよい親子関係の
構築を促し、子どもの健
やかな育ちにつなげ
る。

〈第２期高知県教育振
興基本計画：Ｈ31年
度〉
【保護者研修】
・参加者数　1,400人以
上
・アンケートの結果「今
後の子育てに活かして
いきたい」⇒100％
【保育者研修】
・園及び市町村での合
同研修の参加者数　
800人以上
・親育ち支援講座の参
加者数　150人以上

幼保支援課 42

（
イ
）
学
校
教
育

72

　私立学校人権教育指
導業務を委託し、人権教
育指導員による私立学
校への訪問指導の実
施、私立学校教職員に
対する研修会の開催等
により、私立学校におけ
る人権教育の推進を
図っている。
　社会情勢や各学校の
要請に応じながら継続し
た取組が必要。

　引き続き、人権教育指
導員による私立学校へ
の訪問指導、私立学校
教職員に対する研修会
等を実施する。

　各学校の要請に応じ
た指導、職制や段階に
応じた体系的な研修の
実施等により、各私立
学校における人権教育
の推進に寄与してい
る。

―
私学・大学
支援課

42

73

　私立学校においては､
学校設置者がいじめ事
案について主体的に取
り組んでいるが、対応に
苦慮するケースや､解決
までに長期化するケー
ス、保護者の理解が得ら
れにくいケースが発生し
ている。

　対応に苦慮することが
予想される事案等に対
し､専門家としての見地
から助言を行う「学校サ
ポート専門家チーム」を
設置し､学校からの要請
に応じて学校に派遣す
る。

　各学校が主体となり、
専門家の意見も取り入
れながら、各方面と協
力して解決に向けて取
り組む。

－
私学･大学
支援課

42

74

　法令遵守や教職員の
倫理観を高める取組を
進めているが、体罰や不
適切な指導が根絶でき
たとは言い難い状況で
ある。

　体罰等の実態の把握
に努め、教職員に服務
規律を徹底させる。ま
た、部活動指導者に部
活動ガイドラインを配付
し周知するとともに、適
切な指導についての研
修を実施する。

　体罰等が根絶された
学校運営ができてい
る。

―

教職員・福利課

小中学校課
高等学校課
保健体育課

42

75

　人権教育の重要性を
認識しつつも、人権学習
の進め方については、転
換期にあり、学習指導要
領の趣旨に沿った授業
となっていない事例があ
る。
※H30年度より、「人権教
育授業研究講座」が統
合

　受講者自らが人権教
育推進に係るテーマを
設定し、授業計画や学
習指導案の作成等につ
いて協議を実施

　子どもの人権問題に
ついて、各校の実態に
即した人権学習を展開
できるリーダー的役割
を担う実践者が育って
いる。

　「人権教育実践スキ
ルアップ講座」
総合評価の５件法で４
以上とする。

教育
センター

42

取組項目

　子どもの人権に十
分配慮するととも
に、子ども一人ひと
りの人権を尊重した
保育・教育を推進し
ます。

　開かれた学校づく
りを通して、家庭や
地域と連携を図り、
子どもの思いや願い
を受け止めるととも
に、一人ひとりを大
切にする教育の推進
を通じて、子どもた
ちが生き生きと安全
安心に生活できる環
境を整備します。
　また、自分や他者
を大切にする態度や
行動力を身に付ける
ための学習を推進し
ます。
　さらに、いじめや
不登校などの対策と
して、児童生徒理解
に努め、問題行動等
の予防、早期発見・
早期対応のための校
内支援体制の充実を
図ります。
　なお、体罰根絶に
向けた取組として、
学校組織におけるＯ
ＪＴの仕組づくり
や、適切な指導方法
の体得に向けた研修
の充実等を図りま
す。

訪問指導、研修会等の開催

保護者研修の実施

保育者研修の実施

園内研修支援の実施

ブロック別研修支援（13ブロック26園）の実施

「人権教育セミナー」の実施

「人権教育実践スキルアップ講座」の実施

　　　　　学校サポート専門家チームを派遣

教職員の服務規律の徹底

　　  部活動指導者へガイドラインの周知、
        研修の実施
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【子ども】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
子
ど
も

　
ア

　
教
育

（
イ
）
学
校
教
育

76

　人権教育主任の主な
役割は、校内の人権教
育の推進であるが、組織
マネジメントの意識が十
分ではない状況が見ら
れるとともに、全員が人
権課題に対して十分な
知識や経験を有している
とは言えない状況にあ
る。

○人権教育主任の職務
の説明や、人権教育推
進に向けた、ＰＤＣＡサ
イクルに基づくマネジメ
ント研修を実施

○人権教育主任に人権
課題や人権学習につい
ての情報提供と他校と
の情報交換を実施

　各校において、人権
教育推進のためのＰＤ
ＣAサイクルが確立する
とともに、子どもの人権
問題の現状を正しく把
握し人権学習の在り方
を校内で積極的に推進
できる。

○各年度の研修満足
度を８０％以上にする。

○「子どもの人権問
題」を年間指導計画に
位置付けている学校
の割合
中学校区100%
高等学校100%

設定年度：H31年度末
第2期高知県教育振興
基本計画

○「人権教育主任研
修」
総合評価の５件法で４
以上とする。

人権教育課

教育
センター

42

77

　いじめや虐待などによ
り命を失う事例は後を絶
たず、子どもに対する人
権侵害は、深刻な状態と
なっている。
　子どもの人権問題に関
する研修は、比較的参
加者が多いが、参加者
が固定化している傾向
がある。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施（再掲）

　子どもの人権問題を
正しく認識できる教職員
が、積極的に人権課題
の解決に向けて取組を
進める。

「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

42

78

　人権尊重の社会づくり
に向けて、学校・家庭・
地域社会が一体となった
人権教育の総合的な取
組を推進していく必要が
ある。
　児童生徒の人権感覚
を育成するために、学校
における人権教育に関
する指導方法の改善・充
実を図る必要がある。
（平成29年度：１指定校）

　人権教育研究推進事
業の実施

　本事業を委託した推
進地域や推進校におい
ては、学校・家庭・地域
社会が一体となった人
権教育の総合的な取組
の推進や学校における
人権教育に関する指導
方法の改善及び充実が
図られる。
　さらに、その研究成果
が県内の学校に広が
る。

　各年複数の指定校
（地域）で研究の推進
を図る。

人権教育課 42

79

　人権尊重の学校づくり
を進めるためには、組織
的な人権教育の推進が
不可欠であり、そのため
の核となる人材の育成
が急務である。

　人権が尊重された学
校づくり支援事業

　事業を修了したリー
ダーが核となって、学校
での組織的な人権教育
が推進される。
　また、その学校の取
組が市町村に広がる。

　対象者に本事業によ
る人権教育の充実度
などを問うアンケートを
実施し、５件法で平均
４以上とする。

人権教育課 42

80

　小中が連携した取組
や、自己有用感を育もう
とする取組等、開発的な
生徒指導が推進されて
きた。
　現在ある学校行事や
体験活動、異学年交流
活動を、児童生徒が主
体となった取組となるよ
う工夫・改善することや、
児童生徒が主体的に考
え、判断し、実行する力
や自治の力を育てるた
めに特別活動をさらに充
実させ組織的に推進し、
子どもたちの自尊感情
や自己有用感、学習へ
の意欲を高め、将来へ
の夢や志を持たせる必
要がある。

　学校経営の中に生徒
指導の視点を位置付
け、生徒の自尊感情や
自己有用感を育む事業
の実施
（高知夢いっぱいプロ
ジェクト推進事業）

　各指定校におい
て、組織的な生徒指
導推進体制が確立さ
れ、開発的な生徒指
導の充実が図られる
とともに、その成果の
県内の学校への普
及が進んでいる。

　自尊感情と自己有用
感に関する児童生徒
へのアンケート結果に
おいて以下を達成す
る。(数値は2年目指定
校の児童生徒アン
ケート結果の児童生徒
の強い肯定（「そう思
う」）の割合）
・「自分には、よいとこ
ろがあると思う」（自尊
感情）：35%以上
・「自分は、まわりの人
の役に立っていると思
う」（自己有用感）：30%
以上

開発的・予防的な生徒
指導に関する県内小
中学校へのアンケート
結果において以下を達
成する。（数値は十分
できていると回答した
学校の割合）
・「子どもの自尊感情
や自己肯定感を育む、
開発的・予防的な生徒
指導が行われている」
小学校：50%以上
中学校：50%以上

第２期高知県教育振
興基本計画　第２次改
訂版

人権教育課 42

81

　相談活動以外のスクー
ルカウンセラーの効果的
活用方法を考える必要
がある。
　スクールカウンセラー
の配置拡充を推進する
ための人材の確保が必
要である。
　また、スクールカウンセ
ラーの専門性のさらなる
向上が必要である。

　スクールカウンセラー
等活用事業の実施

　各学校において予防
と対処の両面から生徒
指導に組織的に取り組
む体制が強化されてい
る。

　公立学校のスクール
カウンセラーの配置率
小学校100%
中学校100%
高等学校100%
特別支援学校100%

設定年度：H31年度末
第2期高知県教育振興
基本計画

人権教育課 42

　開かれた学校づく
りを通して、家庭や
地域と連携を図り、
子どもの思いや願い
を受け止めるととも
に、一人ひとりを大
切にする教育の推進
を通じて、子どもた
ちが生き生きと安全
安心に生活できる環
境を整備します。
　また、自分や他者
を大切にする態度や
行動力を身に付ける
ための学習を推進し
ます。
　さらに、いじめや
不登校などの対策と
して、児童生徒理解
に努め、問題行動等
の予防、早期発見・
早期対応のための校
内支援体制の充実を
図ります。
　なお、体罰根絶に
向けた取組として、
学校組織におけるＯ
ＪＴの仕組づくり
や、適切な指導方法
の体得に向けた研修
の充実等を図りま
す。

「人権教育主任研修」の実施

「人権教育主任連絡協議会」の実施

　「スクールカウンセラー」の配置の拡大・活用

「人権教育セミナー」の実施（再掲）

小中連携の取組

　夢･志を育む学級経営のための実践研究事業

話し合い活動や児童生徒の主体的な取組の充

実等を基盤とした開発的・予防的な生徒指導の

推進

毎年２～３校指定（２年間）

新規不登校の抑制に向けた学校の安定化

と活性化を図る取組

　学校活性化・安定化研究実践事業

未来にかがやく子ども育成型学校連携型事業

　魅力ある学校づくり調査研究事業

不登校やいじめ等の未然防止の取組を地域

全体で推進する取組

各年　１推進地域及び ２指定校

毎年６名の人権教育主任のモデルとなる教員

を委嘱し、研究・研修を行う（小・中５名、県立１

          前年度の対象者のフォローアップ
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第６章　施策の展開

【子ども】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
子
ど
も

　
ア

　
教
育

（
イ
）
学
校
教
育

82

　スクールソーシャル
ワーカーによる支援件数
及び解決・好転率を上昇
させることが必要であ
る。
　スクールソーシャル
ワーカー等の配置拡充
を推進するための人材
の確保が必要である。
　また、スクールソーシャ
ルワーカー等の専門性
のさらなる向上が必要で
ある。

　スクールソーシャル
ワーカー活用事業の実
施

　各学校において予防
と対処の両面から生徒
指導に組織的に取り組
む体制が強化されてい
る。
　配置する市町村を広
げ、配置人数を増員さ
せる。
 また、高等学校への配
置が拡大され支援が充
実している。

　スクールソーシャル
ワーカーの配置状況
全市町村
高等学校16校
特別支援学校５校

設定年度：H31年度末
第2期高知県教育振興
基本計画

人権教育課 42

83

　市町への生徒指導推
進協力員・学校相談員
の派遣、高知市への生
徒指導スーパーバイ
ザーの派遣を行ってい
る。
　専門性の高い相談員
の確保と市町教委が主
体となってコーディネート
し、効果的に活用するこ
とが必要である。
　不登校児童生徒数の
増加が大きな課題となっ
ており、小中学校とも高
知市がその約半数を占
めている。

　生徒指導推進事業の
実施

＊H31より高知県と高知
市が連携した不登校対
策に重点を置く

　高知市の不登校が改
善することにより、県全
体の不登校児童生徒数
及び不登校出現率が減
少する。
　各学校の組織的な生
徒指導体制が充実す
る。

　国の「児童生徒の問
題行動・不登校等生徒
指導上の諸課題に関
する調査」において、
児童生徒の不登校の
状況を全国平均まで
改善する。

設定年度：H31年度末
第２期高知県教育振
興基本計画

人権教育課 42

84

　児童生徒の生命に関
わる事件・事故に対応す
るため、事案に応じて、
専門家を派遣し、学校へ
の支援を行っている。

　子どもの命と心を守り
育てる学校支援事業

　緊急事案に対応でき
る学校の組織体制が確
立している。

－ 人権教育課 42

85

　休日・夜間も含め、24
時間体制で電話相談に
対応している。特に、休
日･夜間の相談について
は、必要に応じて、心の
教育センターの来所相
談につなげることや、緊
急事案に迅速かつ適切
に対応する必要がある。

　24時間電話相談事業
の実施

　電話相談カードの配
付（小１～高3）による広
報活動

　専門性の高い相談員
を配置し、緊急に対応
が必要な案件について
は、関係機関と連携し、
適切な対応ができてい
る。

　国の「児童生徒の問
題行動・不登校等生徒
指導上の諸課題に関
する調査」において、
児童生徒の不登校、
暴力行為、中途退学
の状況を全国平均ま
で改善する。

目標年度：H31年度

第2期高知県教育振興
基本計画

人権教育課

心の教育
センター

42

86

　心の教育センターに高
度な専門性を有するス
クールカウンセラー（SC）
やスクールソーシャル
ワーカー（SSW）を配置し
相談支援体制を強化す
る中で来所相談の受理
件数は増加傾向にある。
　個々のケースに応じ
て、学校、関係機関との
連携を深め、効果的な支
援をしていく必要があ
る。
　心の教育センターの相
談業務について継続し
た広報・周知が必要であ
る。

　いじめや不登校をはじ
めとする子どもの悩み
や、子どもの教育に関
する悩み、発達上の課
題や行動上の諸問題に
ついて、来所相談、出
張教育相談、Ｅメール
相談等を通して支援を
行う。
　相談チラシを配付し、
相談についての広報活
動を行う。

　心の教育センターの
相談支援機能を強化す
ることにより、学校生活
やいじめ・不登校、家庭
問題等児童生徒を取り
巻く教育課題の改善に
つながっている。

　心の教育センターの
相談支援件数（来所・
電話・メール・出張・巡
回相談）延べ3,700件
以上

目標年度：H31年度

第2期高知県教育振興
基本計画

心の教育
センター

42

87

　教職員のいじめに対す
る認知力の向上により、
早期発見・早期対応につ
なげ、認知したいじめの
多くは解消されている。
しかし、いじめが潜在化・
深刻化している状況を踏
まえると、いじめ防止に
向けた子ども自身による
主体的な活動や、学校と
家庭や地域、関係機関
が連携して、いじめの防
止等の取組を推進して
いく必要がある。
（平成29年度児童生徒
が主体となったいじめ防
止等の取組が実施され
ている学校の割合
小学校44.3%､
中学校46.6%､
高等学校42.3%、
特別支援学校53.8%）

　いじめ防止対策等総
合推進事業の実施

○各学校において、児
童生徒の自主的ないじ
め防止等の取組が推進
される。
○学校・家庭・地域が一
層連携を深め、「いじめ
は絶対に許されない」と
いう意識が高まる。
○ネットいじめ等の早期
発見・対応により、深刻
ないじめにつながらな
いようになる。

○平成35年度までに、
延べ100校以上の学校
に対して、PTA研修へ
の支援を実施する。

○児童生徒が主体と
なったいじめ防止等の
取組が実施されている
学校の割合
小学校80%以上
中学校80%以上
高等学校80%以上
特別支援学校80%以上

設定年度：H31年度末
第２期高知県教育振
興基本計画

人権教育課 42

88

　児童生徒の人権意識
や人権感覚を高めるた
めには、自分の生活やこ
れまでの生き方を人権
の視点で振り返る必要
がある。
（平成30年度：学校数
145校、応募数381編）

 人権作文募集事業の
実施

　人権作文に取り組む
ことにより、児童生徒の
人権意識や人権感覚が
高まるとともに、学校に
おける人権教育の取組
内容が充実する。

　人権作文に取り組む
学校数の増加とそれ
に伴う取組総数の増
加。

人権教育課 42

　開かれた学校づく
りを通して、家庭や
地域と連携を図り、
子どもの思いや願い
を受け止めるととも
に、一人ひとりを大
切にする教育の推進
を通じて、子どもた
ちが生き生きと安全
安心に生活できる環
境を整備します。
　また、自分や他者
を大切にする態度や
行動力を身に付ける
ための学習を推進し
ます。
　さらに、いじめや
不登校などの対策と
して、児童生徒理解
に努め、問題行動等
の予防、早期発見・
早期対応のための校
内支援体制の充実を
図ります。
　なお、体罰根絶に
向けた取組として、
学校組織におけるＯ
ＪＴの仕組づくり
や、適切な指導方法
の体得に向けた研修
の充実等を図りま
す。

　  「スクールソーシャルワーカー」の配置の

    拡大・活用

　苦慮事案に対する支援チームの緊急派遣

　毎日２４時間の電話相談体制の充実による

   相談機能及び関係機関との連携の強化

「ふれんどルームCoCo」の実施

「スマイルふれんど」の実施

　保護者支援（「やまももの会」「子育て講演会」等）

　の実施

教育相談（来所相談・出張教育相談・電話相談・

Ｅメール相談・ＳＮＳ等相談）の実施

学校ネットパトロールの実施

ＰＴＡ人権教育研修への支援

児童生徒の自主的ないじめの防止等の取組や各市

町村で実施するいじめ防止に向けた活動等への支

援

「高知家」

児童会・

生徒会ブ

ロック別

サミットの

開催

「高知

家」児童

会・生徒

会サミッ

トの開催

「高知家」

児童会・

生徒会市

町村交流

集会の開

催

「高知家」

児童会・

生徒会ブ

ロック別

サミットの

開催

「高知

家」児童

会・生徒

会サミッ

トの開催

人権作文募集事業の実施

「不登校対策アドバイザ

ー」による学校支援・県

市合同不登校対策会議

等による県市の連携
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第６章　施策の展開

【子ども】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
子
ど
も

　
ア

　
教
育

（
ウ
）
社
会
教
育

89

　保護者が安心して働き
ながら子育てができ、子
どもたちが放課後に安全
に過ごせる場所が全小
学校区の約９割に設置さ
れている。
　これらの居場所が、よ
り安全で健やかに、様々
な体験・交流・学習活動
が充実した豊かな学び
の場となるよう、学校・地
域・家庭との連携を推進
する。

　放課後の子どもたち
の居場所づくりと学びの
場の充実

○学校と地域の連携に
より、放課後において子
どもたちがより安全で健
やかに育まれるととも
に、「放課後の学びの
場」において、子どもた
ちが学ぶ力を身に付け
る風土ができている。

第２期高知県教育振
興基本計画
(基本方向２及び６）
（H28-31年度）

生涯学習課 43

90

　高知県では、幼少期の
子どもたちの自然体験
の減少をはじめ、大人も
含めた自然離れが進ん
でいる。
　また、青少年向けに自
然体験活動を提供して
いる指導者の高齢化が
進行している。

　高知体験学習ガイドＨ
Ｐによる自然体験活動
等の情報提供の実施
（Ｈ31年度まで）
　Ｈ32年度より、生涯学
習一元化ＨＰの中で情
報提供を行う。
　指導者養成研修は、
Ｈ31年度より委託から
自立事業に変更。
　体験活動推進事業を
県内小中学校等で実施

○県民が様々な自然体
験活動等の情報提供を
活用し、身近な場所や
興味関心のある活動に
参加ができている。
○PTA活動や参観日の
行事等で児童生徒だけ
でなく保護者も体験活
動ができるように派遣を
希望する団体等へ指導
者を派遣することで、県
民の体験活動が増えて
きている。

第２期高知県教育振
興基本計画
（基本方針６）
(H28～31年度）

生涯学習課 43

91

　不登校やいじめ等の問
題は引き続き高止まりの
状況にある。
　特に、中学１年時に不
登校が急増し、中学校で
継続する傾向が見られ
る。

　青少年教育施設主催
事業（中1学級づくり合
宿事業、不登校対策事
業等）の実施

○中１学級にまとまりが
でき、学習に集中できる
円滑な学級経営を行う
ことができる。
○周囲とのコミュニケー
ション機会が増えること
で、不登校などの問題
を抱える生徒の復学の
きっかけになる。
○多様な体験活動や学
習活動を通じ、青少年
の自主性、社会性、協
調性が育まれる。

第２期高知県教育振
興基本計画
（基本方針６）
(H28～31年度）

生涯学習課 43

92

　積極的にスポーツをす
る子どもとそうでない子
どもの二極化が顕著とな
り、運動習慣が身に付い
ていない子どもがみられ
るとともに、地域によって
は身近で活動できる競
技が限定されている状
況がみられる。

○総合型地域スポーツ
クラブやスポーツ少年
団等において、地域の
実情や多様なニーズに
応じて子どものスポー
ツ活動の拡充を図る取
組を支援。

○指導者、審判、ボラン
ティア等、地域のスポー
ツ活動をささえる人材を
育成。

　子どもたちを取り巻く
社会全体が連携して運
動を行うことができる環
境を整えたことで、全て
の子どもたちが各々の
興味・関心に応じてス
ポーツ活動ができてい
る。

　運動やスポーツの実
施が習慣化している子
どもの割合が増える。

【目標数値】
①１週間の運動時間
が60分未満の児童生
徒の割合を下げる。
②学校の運動部や学
校外のスポーツクラブ
に入っている児童生徒
の割合が増える。
（全国体力運動能力・
運動習慣等調査）

第２期高知県スポーツ推
進計画Ver.1
（H30-34年度）

スポーツ課 43

　子どもたちが様々
な生活体験や自然体
験を通して、お互い
の人権を尊重する人
間関係を築いていけ
るよう、青少年教育
施設での体験活動の
充実や放課後の子ど
もの居場所づくりと
学びの場の充実、ス
ポーツ少年団・各種
サークルの育成や環
境の整備に努めま
す。
　なお、活動中に暴
言や暴力行為等、不
適切な指導が起こら
ないよう、関係団体
等とも連携を図り、
指導者等に対する研
修や啓発資料の配布
等を行っていきま
す。
　また、家庭や地
域、学校が相互に連
携し、子どもの人権
を尊重する取組を進
めるとともに、学習
機会の提供や啓発資
料の配布を行うな
ど、自主的な学習を
支援します。

放課後の子どもたちの安全で健やかな居場所づくり

地域の実情に応じた放課後学びの場の充実

ＮＰＯと協働した放課後学びの場人材バンクの設置・運営

支援員等の人材育成・事業内容の充実支援

自然体

験活動

等の情

報提供

生涯学習一元化ＨＰによる情報提供

体験活動推進事業

青少年教育施設主催事業の実施

　　　　　地域の実情やニーズに応じた

　　　　　新たなスポーツ機会の提供

　指導者・施設などとスポーツを楽しみたい人

　とのマッチング

　　　　　　多分野の関係者の連携促進

　　支える人材を育成するための研修会等の実施

132

第６章　施策の展開



− 133 −

第６章　施策の展開

【子ども】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
子
ど
も

　
ア

　
教
育

（
ウ
）
社
会
教
育

93

　小学５年生の男子が約
69.6％、女子が約41.6％
の児童が運動部やス
ポーツクラブに加入して
いる(H30年度）。
中学２年生の男子が約
86.0％、女子が約58.9％
の生徒が運動部やス
ポーツクラブに加入して
いる(H30年度）。
高校２年生の男子が約
64％、女子が約34％の
生徒が運動部やスポー
ツクラブに加入している
(H30年度）。

　運動好きな児童生徒
を育てるための体育・
保健体育の授業改善

運動部活動の適切な運
営の体制整備及び外部
指導者の活用による運
動部活動の充実

　運動好きな児童生徒
の増加や部活動の適切
な運営体制や地域のス
ポーツ環境の整備によ
り、運動部や地域のス
ポーツクラブ等に加入
する児童生徒が増え
る。

　体育・保健体育の授
業や運動を行うこと
を、肯定的に捉えてい
る児童生徒の割合が
前年度よりも増加す
る。

運動部や地域のス
ポーツクラブ等に加入
する児童生徒の割合
が、前年度を上回る。

（全国体力・運動能
力、運動習慣等調査、
高知県体力・運動能
力、生活習慣等調査）

保健体育課 43

94

　人権課、県人権啓発セ
ンター、県教委人権教育
課の３者で市町村担当
者への研修会を年度当
初に実施しているが、今
後も、市町村担当者のス
キルアップにつながる内
容にしていくことが必要
である。

　市町村の人権担当職
員に対するスキルアッ
プ研修会の実施

　市町村の担当者が、
人権施策を推進してい
くための知識とスキルを
身に付けている。

― 人権課 43

95

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「子ども」に関する研修
は７回であった。
　今後は、「子ども」に関
する研修の内容を更に
充実させていくことが必
要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施

　（県民の）「子どもの人
権問題」に対する正しい
理解と認識が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 43

96

　　教職員のいじめに対
する認知力の向上によ
り、早期発見・早期対応
につなげ、認知したいじ
めの多くは解消されてい
る。しかし、いじめが潜
在化・深刻化している状
況を踏まえると、いじめ
防止に向けた子ども自
身による主体的な活動
や、学校と家庭や地域、
関係機関が連携して、い
じめの防止等の取組を
推進していく必要があ
る。
（平成29年度児童生徒
が主体となったいじめ防
止等の取組が実施され
ている学校の割合
小学校44.3%､中学校
46.6%､
高等学校42.3%、特別支
援学校53.8%）

　いじめ防止対策等総
合推進事業の実施（再
掲）

○各学校において、児
童生徒の自主的ないじ
め防止等の取組が推進
される。
○学校・家庭・地域が一
層連携を深め、「いじめ
は絶対に許されない」と
いう意識が高まる。
○ネットいじめ等の早期
発見・対応により、深刻
ないじめにつながらな
いようになる。

○平成35年度までに、
延べ100校以上の学校
に対して、PTA研修へ
の支援を実施する。

○児童生徒が主体と
なったいじめ防止等の
取組が実施されている
学校の割合
小学校80%以上
中学校80%以上
高等学校80%以上
特別支援学校80%以上

設定年度：H31年度末
第２期高知県教育振
興基本計画

人権教育課 43

97

　平成29年度はプレ事業
として土佐山に児童・生
徒を集めて11月・12月の
2回開催。参加者は6名
（高校生5名・小学生1
名）。アンケートによる満
足度は94％。
高校生だけでなく中学生
や大学生など幅広い年
齢層の参加が求められ
る。

　中山間地域の課題を
教材とした課題解決の
プロジェクト立案に取り
組むことにより、課題探
求・合意形成・アイデア
出し・地域の巻き込み
方等の基礎を学ぶ。

　各地域で子どもが主
体となった活動が展開
され、地域コミュニティ
の活性化にもつながっ
ている。

第２期高知県教育振
興計画（基本方針６）
（H28～31年度）

生涯学習課 43

　
イ

　
啓
発

　子どもの人権が尊
重される社会づくり
を推進するための講
演会や研修会の開催
など、県民の自主的
な学習機会を設けま
す。

98

　平成30年度現在、34市
町村（100％）に事業委
託を行っており、今後も
継続して県内全ての市
町村で人権啓発のため
の取組が行われるように
していく必要がある。

　市町村への事業委託
による各市町村での講
演会や研修会等の実施

　県内全ての市町村に
おいて人権に関する委
託事業が実施される。

　県内全市町村への
事業委託を継続して
行う。

人権課 43

99

　平成29年度実施の「じ
んけんふれあいフェス
タ」の参加者は約8,000
人であった。また、アン
ケートで「人権問題への
関心や理解が「大変深
まった」、「深まった」の割
合は89%であった。
　今後は、個別の人権課
題を含む人権全般に関
する県民の正しい理解と
認識を深めるために内
容等を工夫していく必要
がある。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の開催
（H29からは「障害者週
間の集い」を同時開催）

　（県民の）「人権」に対
する関心や正しい理解
と認識が高まる。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の参加者の
「人権課題への理解
が深まった」の割合を
85％以上にする。

人権課 43

　子どもたちが様々
な生活体験や自然体
験を通して、お互い
の人権を尊重する人
間関係を築いていけ
るよう、青少年教育
施設での体験活動の
充実や放課後の子ど
もの居場所づくりと
学びの場の充実、ス
ポーツ少年団・各種
サークルの育成や環
境の整備に努めま
す。
　なお、活動中に暴
言や暴力行為等、不
適切な指導が起こら
ないよう、関係団体
等とも連携を図り、
指導者等に対する研
修や啓発資料の配布
等を行っていきま
す。
　また、家庭や地
域、学校が相互に連
携し、子どもの人権
を尊重する取組を進
めるとともに、学習
機会の提供や啓発資
料の配布を行うな
ど、自主的な学習を
支援します。

（
ア
）
講
演
会
や
研
修
会
の
開
催
な
ど

ＰＴＡ人権教育研修への支援（再掲）

児童生徒の自主的ないじめの防止等の取組や各市

町村で実施するいじめ防止に向けた活動等への支

援（再掲）

学校ネットパトロールの実施（再掲）

「高知

家」児童

会・生徒

会サミッ

トの開催

「高知

家」児童

会・生徒

会サミッ

トの開催

「高知家」

児童会・

生徒会ブ

ロック別

サミットの

開催

「高知家」

児童会・

生徒会ブ

ロック別

サミットの

開催

「高知家」

児童会・

生徒会市

町村交流

集会の開

催

　　　校種に応じた体育・保健体育の授業改善に向けた

　　　取組の推進

こうちの子ども健康・体力支援委員会による事業検証

指導者を対象とした研修会の実施

運動部活動指導者ハンドブックの周知及び徹底

　　　　外部指導者（運動部活動支援員＋

　　　　　　　　　　　　運動部活動指導員）の増員

　　　市町村への事業委託による講演会や

　　　研修会等の実施

　　　　　「じんけんふれあいフェスタ」の内容の

　　　　工夫及び効果的な宣伝

子ども地域学

習推進事業

人権啓発センター講師による人権研修の実施

市町村人権啓発担当者研修会の実施
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【子ども】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　子
ど
も

　
イ

　
啓
発

　子どもの人権が尊
重される社会づくり
を推進するための講
演会や研修会の開催
など、県民の自主的
な学習機会を設けま
す。 100

　平成29年度は、人権の
視点を持って企業力を
高める人材育成を目的
とした「ヒューマンパワー
育成講座」を年間２回開
催しており、参加者の満
足度は、平均88.7％で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことや、参
加者の自社企業への還
元などが課題である。

　企業での人権意識を
持ったリーダーを養成
する研修会の実施

　研修受講者が企業内
の人権リーダーとなり、
研修で学んだことが職
場や顧客対応などに生
かされるようになる。

　参加者の「個別の人
権課題（子ども）への
理解が深まった」の割
合：９０％以上
受講者の「会社での啓
発実践に取り組みた
い」の割合：９０％以上 人権課 43

101

　平成29年度は、県民を
対象とした人権啓発の
「ハートフルセミナー」を
年間５講座開催してお
り、参加者の満足度は、
97.5％（５講座平均）で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことと、基本
方針の改定によって新
たに追加した個別の人
権課題も含めて実施して
いくことが必要である。

　個別の人権課題等に
ついての県民を対象と
した研修会の実施

　県民が「子どもの人権
問題」に関する正しい認
識や知識を身に付ける
ことで、子どもへの人権
侵害の防止につなが
る。

　「ハートフルセミナー」
（県民対象）の参加者
の「個別の人権課題
（子ども）への理解が
深まった」の割合を
90％以上にする。

人権課 43

102

　平成29年度実績として
は、10団体への支援を
実施している。民間団体
の主体的な活動への経
費の一部支援ということ
で、こうした活動が更に
広がるように、新しい団
体の取組促進につなげ
ていく必要がある。

　民間団体が実施する
人権意識の高揚を目的
とした活動への支援

　職場や地域などで主
体的に人権に関する学
習ができる環境の基盤
づくりが整う。

　参加者の「個別の人
権課題（子ども）への
理解が深まった」の割
合：80％以上

人権課 43

103

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「子ども」に関する研修
は７回であった。
　今後は、「子ども」に関
する研修の内容を更に
充実させていくことが必
要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施（再掲）

　（県民の）「子どもの人
権問題」に対する正しい
理解と認識が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 43

（
イ
）
広
報
活
動

104

・子ども人口が減少する
なかで、児童虐待相談
対応件数は増加傾向に
あり、子どもを取り巻く状
況は厳しい状況にある。

○国や民間団体と連携
した啓発事業（オレンジ
リボンキャンペーン等）
の推進

　児童虐待防止や通告
義務の啓発活動によっ
て県民に取組が浸透
し、早期発見されるケー
スが増えている。

― 児童家庭課 43

105

　平成25年４月に「子ど
も条例」が改正施行され
たが、県民に広く広報・
啓発をしていくことが必
要である。

　「子ども条例」の基本
理念を広め、子どもが
心豊かに成長すること
ができる環境づくりの推
進

○子どもの環境づくり推
進委員会との連携によ
る周知・啓発の取組に
より、子ども条例の認知
度がアップしている。

○庁内各部局や子ども
の環境づくり推進委員
会との連携により、子ど
もの環境づくり推進計
画の取組が着実に進ん
でいる。

― 少子対策課 43

106

　「人権啓発シリーズ」・
「人権啓発研修ガイド
ブック」の作成や、啓発
冊子を購入し、研修用テ
キストや講演会での研
修資料として活用してい
る。
　今後もその取組を継続
するとともに、人権全般
や各個別の人権課題に
関する内容を盛り込んだ
ものにしていくことが必
要である。

　興味・関心の持てる内
容のテキストや啓発用
の冊子、資料、リーフ
レット、パネル等の作
成・配布・展示

　啓発冊子を活用した
研修等を実施すること
で、人権全般について、
正しい理解と認識のあ
る県民が多くなる。

― 人権課 43

107

　平成26年度からは人
権映画のテレビ放映に
替わって、人権の取組を
紹介する人権ミニ番組を
制作しテレビ放映を行っ
ている。また、29年度か
らは大型映画施設で上
映前に放映するスポット
コマーシャルを制作放映
している。　今後も媒体
の特徴を活かした、より
効果的な提供を行って
いく必要がある。

　テレビ、新聞、スポット
コマーシャルなど様々
なマスメディアを通じて
個別の人権課題を広く
県民に周知する。

　（県民の）「子どもの人
権問題」に対する正しい
理解と認識が高まる。

　５年間で２回以上は
「子ども」をテーマにマ
スメデイアを通じた啓
発を行う。

人権課 43

（
ア
）
講
演
会
や
研
修
会
の
開
催
な
ど

　子どもの人権を尊
重する機運を高める
ため、｢児童福祉週
間」や｢こどもの
日」、「児童虐待防
止推進月間」などを
中心とした県民啓発
を進めるとともに、
子どもの人権に関す
る啓発資料の作成・
配布を行います。

「ヒューマンパワー育成講座」（企業対象）の実施

「ハートフルセミナー」（県民対象）の実施

人権啓発センター講師による人権研修の実施

　　　（再掲）

   「民間団体への助成事業」の実施と、 県民
　への周知

　啓発用の冊子、資料、リーフレット、パネル等

　の作成・配布・展示

マスメディアを通じた啓発

進行管理

策定

広報・啓発（リーフレットの配布、フォーラム等の開催）

進行管理

高知県子どもの環境づくり推進計画　第４期

第５期

第７期

高知県子どもの環境づくり推進委員会

第８期 第９期

児童虐待防止に関する啓発事業の推進
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【子ども】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　子
ど
も

　
イ

　
啓
発

（
イ
）
広
報
活
動

108

　バス車内への広告掲
示や、列車へのポスター
掲示等を行っており、広
く県民の目にふれるかた
ちでの啓発活動に取り
組んでいる。
　今後は、継続した取組
と掲載内容等の工夫が
必要である。

　公共の交通機関を活
用した人権啓発広告や
ポスターの掲示の実施

　（県民の）「人権」に対
する正しい理解と認識
が高まる。

― 人権課 43

109

　平成29年度実績として
は、利用者645人、図書・
ビデオ・DVD・パネルの
貸出1,314件であった。
　今後は、県民にさらに
図書資料室の存在を
知ってもらい、活用しても
らう必要がある。

　県立人権啓発セン
ターの図書資料室の活
性化

　県民に身近な図書資
料室として認知され、人
権に関する生涯学習の
場や資料を十分に提供
できる施設となる。

　利用者数を780人
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 43

110

　これまでもホームペー
ジの充実等に努めてき
たが、今後はその取組を
更に発展させ、インター
ネットを活用した「人権啓
発センターだより」毎月
発行してきたが、より積
極的に県民に届けること
ができるよう、平成29年
度から季刊誌「ここるん
だより」を発行している。
個別の人権課題に合っ
た「コラム」等の執筆者を
選定する等紙面づくりに
工夫が必要である。

　人権啓発センターの
事業等の情報発信

　（公財）人権啓発セン
ターの研修等の取組に
ついての認知度が高ま
リ、個別の人権課題に
ついて多くの県民に周
知できている。

　「ここるんだより」で５
年間に各人権課題を
１回以上特集する。

ホームページのアクセ
ス数を124,000件（平
成29年度実績の約1.2
倍）以上にする。

人権課 43

111

　人権啓発に関する取組
を県内のスポーツ組織と
共に実施しており、今後
も継続及びより効果のあ
る内容に発展させていく
ことが必要である。

　県内のスポーツ組織
と連携協力した人権啓
発活動の実施

　スポーツを通じた人権
啓発の取組により、人
権を身近な問題としてと
らえる子どもが多くな
る。

　イベント参加者の「人
権に関する新しい気
づきがあった」の割合
を90％以上にする。

人権課 43

112

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

 農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（農業協同
組合）全てが80点以
上を獲得している。

農業政策課 43

113

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（森連、森林
組合）全てが80点以
上を獲得している。

森づくり
推進課

43

114

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
人権啓発活動に主体
的に取り組んでいる漁
協等の団体の割合が
80％以上となる。

水産政策課 43

　
ウ

　
児
童
虐
待
防
止
対
策

（
ア
）
児
童
相
談
所
の
体
制
の
強
化

　早期発見・早期対
応、保護・支援にい
たるまで、切れ目の
ない総合的な支援を
進めます。

115

・平成27年に発生した児
童虐待死亡事例に係る
検証委員からの提言に
沿った取り組みを実施し
ている。
・関係支援機関との連携
強化と情報共有、適宜
適切なアセスメントの実
施など、児童相談所の
取り組みのさらなる充
実・強化が求められる。

○外部専門家の招へい
○法的対応力の強化
○職種別・経験年数別
の職員研修等の実施

　職員の経験年数と研
修の積み重ねにより、
一定の専門性が確保さ
れるとともに、チーム対
応力も向上し、より児童
虐待への迅速で適切な
対応ができている。

― 児童家庭課 44

（
イ

）
関
係
機
関
と
の
連
携
強
化

　市町村や警察、学
校などとの情報共有
と連携を強化しま
す。

116

・人事異動等による専門
性の確保・継続が困難、
また児童相談所による
適宜・適切なアセスメント
の実施や援助方針の決
定・見直しへの支援が必
要。

○児童相談所の参画に
よる各市町村の要保護
児童対策地域協議会の
活動強化に向けた支援
の実施
○児童虐待ケースの警
察との全件情報共有

　関係機関の連携に
よって、地域の中で、要
保護児童等の早期発見
と、きめ細やかな対応
に向けた取組ができて
いる。

― 児童家庭課 44

　子どもの人権を尊
重する機運を高める
ため、｢児童福祉週
間」や｢こどもの
日」、「児童虐待防
止推進月間」などを
中心とした県民啓発
を進めるとともに、
子どもの人権に関す
る啓発資料の作成・
配布を行います。

普及啓発資料の配布

普及啓発資料の配布

バス車内への広告掲示、列車へのポスター掲示、

関係機関へのチラシやポスターの配布

スポーツ組織等との協働イベントの開催

　○ホームページや季刊誌「ここるんだより」、

　　　研修会などを活用した宣伝

　○人権に関する幅広い分野の図書や視聴覚

　　　教材の整備

　　　　○季刊誌「ここるんだより」の発行

　　　　○ホームページの充実

普及啓発資料の配布

児童相談所の体制強化

専門家によるサポートの強化

市町村の児童家庭相談窓口強化への支援

課題を抱える市町村への重点的な支援

関係機関との連携強化

135

第６章　施策の展開



− 136 −

第６章　施策の展開

【子ども】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

117

　人権全般にわたって相
談を受付け、関係機関と
の連携を図り、対応して
いる。
今後もきめ細やかな対
応を行うとともに、関係
機関との連携を密にして
いく必要がある。

　（公財）高知県人権啓
発センターにおける人
権相談の実施

　県民から頼られ信頼さ
れる相談機関としての
窓口となる。

― 人権課 44

118

・隣保館職員は短いサイ
クルで異動するため、短
期間で専門的知識を習
得する必要がある。
・隣保館職員等からの要
望をもとに、資質の向上
を図るための研修等が
必要である。

・隣保館を定期的に訪
問し、DVに関する相談
の有無や対応状況を聞
き取る。
・隣保館職員等研修事
業を委託し、隣保館職
員への研修を行う。

　臨保館職員が人権施
策を推進していくための
知識とスキルを身につ
けている。

－ 人権課 44

　児童相談所職員や
教職員などを対象と
した、知識と対応力
を身に付ける研修を
実施します。

119

・児童相談所職員の経
験年数が少なく、専門性
の確保に時間がかか
る。
・専門的ケアが必要な子
どもへの対応

○職種別・経験年数別
の職員研修等の実施
○市町村の児童相談担
当部署の職員などへの
研修の実施

　職員の経験年数の積
み重ねにより一定の専
門性が確保されるととも
に、チーム対応力も向
上し、より迅速で適切な
児童虐待への対応がで
きている。 ― 児童家庭課 44

120

　児童虐待については、
早期発見・早期対応が
求められる。教職員は、
児童生徒や保護者との
日々のかかわりのなか
で、児童虐待を見抜く力
を身に付けるとともに、
虐待が疑われた時点で
通告し、児童相談所や
市町村につなげる必要
がある。

○県内すべての公立学
校において、児童虐待
に関する校内研修を毎
年実施
○年次研修等による体
系的な教職員研修の実
施

　児童虐待を見抜く力を
備えた教職員が増え、
より迅速で適切な対応
ができている。

○県内すべての公立
学校の児童虐待に関
する校内研修実施率
100％とする。
○児童虐待に関する
体系的な教職員研修
を継続する。 人権教育課 44

　
子
ど
も

　
ウ

　
児
童
虐
待
防
止
対
策

（
イ

）
関
係
機
関
と
の
連
携
強
化

　市町村や警察、学
校などとの情報共有
と連携を強化しま
す。

（
ウ

）
関
係
す
る
職
員
な
ど
へ
の
研
修
の
充
実

児童虐待に関する校内研修の実施

児童虐待に関する体系的な教職員研修の実施

「隣保館職員への研修

人権相談の実施

児童相談所職員の専門性の確保と向上

市町村の児童家庭相談窓口強化への支援
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【高齢者】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

　
高
齢
者

　
ア

　
教
育

（
ア
）
就
学
前
教
育

121

　高齢化率が高い本県
では、子どもたちにとっ
ても、多くの場面で関わ
る問題となっている。
　高齢者の人権問題に
関する研修は、比較的
参加者が多いが、参加
者が固定化している傾
向がある。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施

　高齢者の人権問題を
正しく認識できる教職員
が、積極的に人権課題
の解決に向けて取組を
進める。

「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

51

122

　各保育所・幼稚園等で
自主的・計画的な研修が
十分に行われておらず、
職員が相互に実践力を
高めていく体制が弱い。

　園内研修支援事業の
実施
（園内研修支援・ブロッ
ク別研修支援）

　高齢者等と触れ合
い、自分の感情や意志
を表現しながらともに楽
しみ、共感し合う体験を
通して、親しみを持ち、
人とかかわることの楽し
さや人の役に立つ喜び
を味わうことができる保
育・教育が行われる。

〈第２期高知県教育振興
基本計画：Ｈ31年度〉【園
内研修支援】
・園内研修支援・ブロック
別研修支援の実施回数：
年間200回以上
・実施後のアンケート調査
で「引き続き園内研修支
援を実施する」と回答した
園の割合：100%
【ブロック別研修支援】
・ブロック別研修支援実施
園におけるミドルリーダー
フォローアップ研修対象
者の研修実施率：100%
・公開保育実施園の年度
末アンケート調査で「保育
実践が向上・改善した」と
回答した園の割合：80％
以上

幼保支援課 51

（
イ
）
学
校
教
育

　高齢化の進行を踏
まえ、高齢者とのふ
れあいの機会を充実
させ、豊かな人間性
を育むなかで、世代
を越えた共感や高齢
者を思いやる心を育
てます。

123

　私立学校人権教育指
導業務を委託し、人権教
育指導員による私立学
校への訪問指導の実
施、私立学校教職員に
対する研修会の開催等
により、私立学校におけ
る人権教育の推進を
図っている。
　社会情勢や各学校の
要請に応じながら継続し
た取組が必要。

　引き続き、人権教育指
導員による私立学校へ
の訪問指導、私立学校
教職員に対する研修会
等を実施する。

　各学校の要請に応じ
た指導、職制や段階に
応じた体系的な研修の
実施等により、各私立
学校における人権教育
の推進に寄与してい
る。 ―

私学・大学
支援課

51

124

　人権教育の重要性を
認識しつつも、人権学習
の進め方については、転
換期にあり、学習指導要
領の趣旨に沿った授業
となっていない事例があ
る。
※H30年度より、「人権教
育授業研究講座」が統
合

　受講者自らが人権教
育推進に係るテーマを
設定し、授業計画や学
習指導案の作成等につ
いて協議を実施

　高齢者の人権問題に
ついて、各校の実態に
即した人権学習を展開
できるリーダー的役割
を担う実践者が育って
いる。

　「人権教育実践スキ
ルアップ講座」
総合評価の５件法で４
以上とする。

教育
センター

51

125

　人権教育主任の主な
役割は、校内の人権教
育の推進であるが、組織
マネジメントの意識が十
分ではない状況が見ら
れるとともに、全員が人
権課題に対して十分な
知識や経験を有している
とは言えない状況にあ
る。

○人権教育主任の職務
の説明や、人権教育推
進に向けた、ＰＤＣＡサ
イクルに基づくマネジメ
ント研修を実施

○人権教育主任に人権
課題や人権学習につい
ての情報提供と他校と
の情報交換を実施

　各校において、人権
教育推進のためのＰＤ
ＣAサイクルが確立する
とともに、高齢者の人権
問題の現状を正しく把
握し人権学習の在り方
を校内で積極的に推進
できる。

○各年度の研修満足
度を８０％以上にする。

○「高齢者の人権問
題」を年間指導計画に
位置付けている学校
の割合
中学校区100%
高等学校100%

設定年度：H31年度末
第2期高知県教育振興
基本計画

○「人権教育主任研
修」
総合評価の５件法で４
以上とする。

人権教育課

教育
センター

51

126

　高齢化率が高い本県
では、子どもたちにとっ
ても、多くの場面で関わ
る問題となっている。
　高齢者の人権問題に
関する研修は、比較的
参加者が多いが、参加
者が固定化している傾
向がある。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施（再掲）

　高齢者の人権問題を
正しく認識できる教職員
が、積極的に人権課題
の解決に向けて取組を
進める。

　「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

51

127

　人権尊重の社会づくり
に向けて、学校・家庭・
地域社会が一体となった
人権教育の総合的な取
組を推進していく必要が
ある。
　児童生徒の人権感覚
を育成するために、学校
における人権教育に関
する指導方法の改善・充
実を図る必要がある。
（平成29年度：１指定校）

　人権教育研究推進事
業の実施

　本事業を委託した推
進地域や推進校におい
ては、学校・家庭・地域
社会が一体となった人
権教育の総合的な取組
の推進や学校における
人権教育に関する指導
方法の改善及び充実が
図られる。
　さらに、その研究成果
が県内の学校に広が
る。

　各年複数の指定校
（地域）で研究の推進
を図る。

人権教育課 51

128

　人権尊重の学校づくり
を進めるためには、組織
的な人権教育の推進が
不可欠であり、そのため
の核となる人材の育成
が急務である。

　人権が尊重された学
校づくり支援事業

　事業を修了したリー
ダーが核となって、学校
での組織的な人権教育
が推進される。
　また、その学校の取
組が市町村に広がる。

　対象者に本事業によ
る人権教育の充実度
などを問うアンケートを
実施し、５件法で平均
４以上とする。

人権教育課 51

取組項目

　高齢者等とふれあ
い、自分の感情や意
志を表現しながら共
に楽しみ、共感し合
う体験を通して、親
しみを持ち、人と関
わることの楽しさや
人の役に立つ喜びを
味わうことができる
保育・教育を推進し
ます。

「人権教育主任研修」の実施

「人権教育主任連絡協議会」の実施

「人権教育セミナー」の実施

「人権教育実践スキルアップ講座」の実施

園内研修支援の実施

ブロック別研修支援（13ブロック26園）の実施

訪問指導、研修会等の開催

「人権教育セミナー」の実施（再掲）

各年　１推進地域及び ２指定校

毎年６名の人権教育主任のモデルとなる教員

を委嘱し、研究・研修を行う（小・中５名、県立１

名）

          前年度の対象者のフォローアップ
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【高齢者】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
高
齢
者

　
ア

　
教
育

（
イ
）
学
校
教
育

　高齢化の進行を踏
まえ、高齢者とのふ
れあいの機会を充実
させ、豊かな人間性
を育むなかで、世代
を越えた共感や高齢
者を思いやる心を育
てます。

129

　児童生徒の人権意識
や人権感覚を高めるた
めには、自分の生活やこ
れまでの生き方を人権
の視点で振り返る必要
がある。
（平成30年度：学校数
145校、応募数381編）

　人権作文募集事業の
実施

　人権作文に取り組む
ことにより、児童生徒の
人権意識や人権感覚が
高まるとともに、学校に
おける人権教育の取組
内容が充実する。

　人権作文に取り組む
学校数の増加とそれ
に伴う取組総数の増
加。

人権教育課 51

（
ウ
）
社
会
教
育

　社会教育諸学級や
各種団体等におい
て、高齢社会の問題
点や高齢者のおかれ
ている社会的状況な
ど、高齢者に対する
理解を深めるための
学習機会の提供や充
実を図り、高齢者の
持つ豊富な知識や経
験を生かした世代間
交流の機会を設けま
す。

130

　人権課、県人権啓発セ
ンター、県教委人権教育
課の３者で市町村担当
者への研修会を年度当
初に実施しているが、今
後も、市町村担当者のス
キルアップにつながる内
容にしていくことが必要
である。

　市町村の人権担当職
員に対するスキルアッ
プ研修会の実施

　市町村の担当者が、
人権施策を推進してい
くための知識とスキルを
身に付けている。

― 人権課 51

131

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「高齢者」に関する研修
は21回であった。
　今後は、「高齢者」に関
する研修の内容を更に
充実させていくことが必
要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施

　（県民の）「高齢者」に
対する正しい理解と認
識が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 51

　
イ

　
啓
発

（
ア
）
研
修
会
の
開
催
な
ど

　「高知県立ふくし
交流プラザ」などで
実施されている、高
齢者と同じ身体的な
状況の疑似体験や介
護講座、福祉教育・
ボランティア学習実
践講座などを活用
し、高齢者や高齢者
の人権に対する理解
を深める取組を行い
ます。

132

　高齢者が、住み慣れた
地域や家庭において健
康で生きがいをもって暮
らしていくためには、地
域全体での支え合いが
必要不可欠であり、県民
一人ひとりが、介護や高
齢者に対する理解を深
める必要がある。

　出前講座を行うなど、
県下全域でより多くの
学びの機会を設ける。
○県民に対する介護講
座事業の開催
○入門講座（高齢者疑
似体験や車椅子体験、
福祉用具見学等）
○基礎講座（介護の基
本的な知識や技術につ
いての実技講座等）
○テーマ別講座（介護
のみならず、高齢期の
生活を考えるために必
要な知識を幅広く学ぶ
講座等）

　県民が、様々な学び
や体験を通じて、高齢
者や障害のある人への
理解を深め、「福祉社会
を国民全体で支える」と
いう考え方が広く県民
に広がっている。

―
地域福祉
政策課

52

133

　ボランティアがより身近
なものとして、気軽に参
加でき、地域で自然に根
付いていくように、地域
を基盤とした福祉教育・
ボランティア学習を推進
していく必要がある。

　地域連携による福祉
教育・ボランティア学習
の推進を図る。

　ボランティア活動が活
発になり、地域福祉の
推進につながっている。

―
地域福祉
政策課

52

134

　平成30年度現在、34市
町村（100％）に事業委
託を行っており、今後も
継続して県内全ての市
町村で人権啓発のため
の取組が行われるように
していく必要がある。

　市町村への事業委託
による各市町村での講
演会や研修会等の実施

　県内全ての市町村に
おいて人権に関する委
託事業が実施される。

　県内全市町村への
事業委託を継続して
行う。

人権課 52

135

　平成29年度実施の「じ
んけんふれあいフェス
タ」の参加者は約8,000
人であった。また、アン
ケートで「人権問題への
関心や理解が「大変深
まった」、「深まった」の割
合は89%であった。
　今後は、個別の人権課
題を含む人権全般に関
する県民の正しい理解と
認識を深めるために内
容等を工夫していく必要
がある。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の開催
（H29からは「障害者週
間の集い」を同時開催）

　（県民の）「人権」に対
する関心や正しい理解
と認識が高まる。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の参加者の
「人権課題への理解
が深まった」の割合を
85％以上にする。

人権課 52

136

　平成29年度は、人権の
視点を持って企業力を
高める人材育成を目的
とした「ヒューマンパワー
育成講座」を年間２回開
催しており、参加者の満
足度は、平均88.7％で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことや、参
加者の自社企業への還
元などが課題である。

　企業での人権意識を
持ったリーダーを養成
する研修会の実施

　研修受講者が企業内
の人権リーダーとなり、
研修で学んだことが職
場や顧客対応などに生
かされるようになる。

　参加者の「個別の人
権課題（高齢者）への
理解が深まった」の割
合：９０％以上
受講者の「会社での啓
発実践に取り組みた
い」の割合：９０％以上

人権課 52

人権作文募集事業の実施

「ヒューマンパワー育成講座」（企業対象）の実施

市町村への事業委託による講演会や研修会等の実施

　　　　　　「じんけんふれあいフェスタ」の内容の

　　　　　工夫及び効果的な宣伝

県民に対する介護講座事業の開催

ボランティア活動の推進

人権啓発センター講師による人権研修の実施

市町村人権啓発担当者研修会の実施

138
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【高齢者】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
高
齢
者

　
イ

　
啓
発

（
ア
）
研
修
会
の
開
催
な
ど

　「高知県立ふくし
交流プラザ」などで
実施されている、高
齢者と同じ身体的な
状況の疑似体験や介
護講座、福祉教育・
ボランティア学習実
践講座などを活用
し、高齢者や高齢者
の人権に対する理解
を深める取組を行い
ます。

137

　平成29年度は、県民を
対象とした人権啓発の
「ハートフルセミナー」を
年間５講座開催してお
り、参加者の満足度は、
97.5％（５講座平均）で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことと、基本
方針の改定によって新
たに追加した個別の人
権課題も含めて実施して
いくことが必要である。

　個別の人権課題等に
ついての県民を対象と
した研修会の実施

　県民が「高齢者の人
権問題」に関する正しい
認識や知識を身に付け
ることで、高齢者への人
権侵害の防止につなが
る。

　「ハートフルセミナー」
（県民対象）の参加者
の「個別の人権課題
（高齢者）への理解が
深まった」の割合を
90％以上にする。

人権課 52

138

　平成29年度実績として
は、10団体への支援を
実施している。民間団体
の主体的な活動への経
費の一部支援ということ
で、こうした活動が更に
広がるように、新しい団
体の取組促進につなげ
ていく必要がある。

　民間団体が実施する
人権意識の高揚を目的
とした活動への支援

　職場や地域などで主
体的に人権に関する学
習ができる環境の基盤
づくりが整う。

　参加者の「個別の人
権課題（高齢者）への
理解が深まった」の割
合：80％以上

人権課 52

139

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「高齢者」に関する研修
は21回であった。
　今後は、「高齢者」に関
する研修の内容を更に
充実させていくことが必
要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施（再掲）

　（県民の）「高齢者」に
対する正しい理解と認
識が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 52

（
イ
）
地
域
と
の
連
携

　市民のネットワー
クや各種ボランティ
ア活動との連携を強
化します。

140

　市町村社協ボランティ
アセンターがあるが、市
民活動との連携・協働体
制を強化していくことが
必要である。

　市町村ボランティアセ
ンターやボランティア情
報システム運営支援等
によりボランティア活動
を推進

　ボランティア活動が活
発になり、地域福祉の
推進につながっている。

―
地域福祉
政策課

52

（
ウ
）
広
報
活
動

　啓発パンフレット
などの作成・配布
や、テレビ・ホーム
ページ等を活用し、
高齢者の積極的な社
会活動や介護問題な
どについて、県民に
わかりやすい広報活
動に努めます。 141

　高齢化の進行に伴い、
今後、認知症高齢者の
急激な増加が見込まれ
る。認知症の正しい知識
や、早期発見についてさ
らなる普及啓発が必要と
なっている。

○キャラバンメイトや認
知症サポーターの養成
○パンフレット等による
正しい知識の普及
○認知症コールセン
ターの運営

　県民が認知症に関す
る正しい認識や知識を
身に付けることで、高齢
者の尊厳の保持につな
がる。

　認知症サポーターの
養成

高齢者
福祉課

52

142

「人権啓発シリーズ」・
「人権啓発研修ガイド
ブック」の作成や、啓発
冊子を購入し、研修用テ
キストや講演会での研
修資料として活用してい
る。
　今後もその取組を継続
するとともに、人権全般
や各個別の人権課題に
関する内容を盛り込んだ
ものにしていくことが必
要である。

　興味・関心の持てる内
容のテキストや啓発用
の冊子、資料、リーフ
レット、パネル等の作
成・配布・展示

　啓発冊子を活用した
研修等を実施すること
で、人権全般について、
正しい理解と認識のあ
る県民が多くなる。

― 人権課 52

143

　平成26年度からは人
権映画のテレビ放映に
替わって、人権の取組を
紹介する人権ミニ番組を
制作しテレビ放映を行っ
ている。また、29年度か
らは大型映画施設で上
映前に放映するスポット
コマーシャルを制作放映
している。　今後も媒体
の特徴を活かした、より
効果的な提供を行って
いく必要がある。

　テレビ、新聞、スポット
コマーシャルなど様々
なマスメディアを通じて
個別の人権課題を広く
県民に周知する。

　（県民の）「高齢者の
人権問題」に対する正し
い理解と認識が高ま
る。

　５年間で２回以上は
「高齢者」をテーマに
マスメデイアを通じた
啓発を行う。

人権課 52

144

　バス車内への広告掲
示や、列車へのポスター
掲示等を行っており、広
く県民の目にふれるかた
ちでの啓発活動に取り
組んでいる。
　今後は、継続した取組
と掲載内容等の工夫が
必要である。

　公共の交通機関を活
用した人権啓発広告や
ポスターの掲示の実施

　（県民の）「人権」に対
する正しい理解と認識
が高まる。

― 人権課 52

145

　平成29年度実績として
は、利用者645人、図書・
ビデオ・DVD・パネルの
貸出1,314件であった。
　今後は、県民にさらに
図書資料室の存在を
知ってもらい、活用しても
らう必要がある。

　県立人権啓発セン
ターの図書資料室の活
性化

　県民に身近な図書資
料室として認知され、人
権に関する生涯学習の
場や資料を十分に提供
できる施設となる。

　利用者数を780人
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 52

「ハートフルセミナー」（県民対象）の実施

人権啓発センター講師による人権研修の実施

　（再掲）

　　　　「民間団体への助成事業」の実施と、

　　　　県民への周知

バス車内への広告掲示、列車へのポスター掲示、

関係機関へのチラシやポスターの配布

　啓発用の冊子、資料、リーフレット、パネル等
  の作成・配布・展示

マスメディアを通じた啓発

　○ホームページや季刊誌「ここるんだより」、
　　　研修会などを活用した宣伝

　○人権に関する幅広い分野の図書や視聴覚

　　　教材の整備

キャラバンメイト・認知症サポーターの養成

パンフレット等による広報・啓発

認知症コールセンターの運営

ボランティア活動の推進

139
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【高齢者】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
高
齢
者

　
イ

　
啓
発

（
ウ
）
広
報
活
動

　啓発パンフレット
などの作成・配布
や、テレビ・ホーム
ページ等を活用し、
高齢者の積極的な社
会活動や介護問題な
どについて、県民に
わかりやすい広報活
動に努めます。

146

　これまでもホームペー
ジの充実等に努めてき
たことから、H29年度の
アクセス数はH25年度の
2.2倍となった。また、平
成29年度から季刊誌「こ
こるんだより」を発行して
いる。個別の人権課題に
合った「コラム」等の執筆
者を選定する等紙面づく
りに工夫が必要である。

　人権啓発センターの
事業等の情報発信

　（公財）人権啓発セン
ターの研修等の取組に
ついての認知度が高ま
リ、個別の人権課題に
ついて多くの県民に周
知できている。

　「ここるんだより」で５
年間に各人権課題を
１回以上特集する。

　ホームページのアク
セス数を124,000件
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 52

147

　子どもへの人権啓発に
関する取組を県内のス
ポーツ組織と共に実施し
ており、今後もより効果
のある内容に発展させて
いくことが必要である。

　県内のスポーツ組織
と連携協力した人権啓
発活動の実施

　スポーツを通じた人権
啓発の取組により、人
権を身近な問題としてと
らえる子どもが多くな
る。

　イベント参加者の「人
権に関する新しい気
づきがあった」の割合
を90％以上にする。

人権課 52

148

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

 農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（農業協同
組合）全てが80点以
上を獲得している。

農業政策課 52

149

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（森連、森林
組合）全てが80点以
上を獲得している。

森づくり
推進課

52

150

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
人権啓発活動に主体
的に取り組んでいる漁
協等の団体の割合が
80％以上となる。

水産政策課 52

　
ウ

　
高
齢
者
の
雇
用
や
社
会
参
加

（
ア
）
高
齢
者
の
能
力
を
活
用
し
た
就
業
の
促
進

　シルバー人材セン
ター等が実施する、
高齢者の能力を広く
活用する機会の確保
や就業機会の拡大に
向けた取組などを支
援します。

151

　地域における高齢者就
業等の場として、県内に
は、29市町村のエリアで
20のシルバー人材セン
ターが設置され、（会員
4,668名、業務受注額
1,670,766千円（30年度末
実績））これまで培った知
識や技能を生かして活
動している。
　県は、高齢者の能力を
広く活用するため、シル
バー人材センター事業を
統括する高知県シル
バー人材センター連合
会に対して財政支援を
実施している。

　シルバー人材センター
の適正・適切な事業運
営への財政的支援、指
導・助言

　シルバー人材センター
で活動する会員数及び
受注業務量が増加す
る。

―
雇用労働
政策課

52

152

　高齢者の価値観が多
様化し、生きがい活動に
ついて様々なニーズが
ある｡
　地域の特性に応じた活
動を活性化していくこと
や、活動に参加したい方
に情報を届けていく必要
がある。

　高齢者が健康で生き
がいを持って社会生活
ができるような各種取
組を支援する。

　高齢者が健康で生き
がいを持って社会生活
ができるようになる。

―
高齢者
福祉課

52

153

老人クラブ数、会員数の
減少が続いている。
　クラブ会員の高齢化等
により、リーダーの後継
者が育っていないため
に、クラブの存続が困難
な場合がある｡

　老人クラブ等に対し、
会員の教養の向上、健
康づくり、レクリエーショ
ンの充実及び地域社会
との交流活動に対する
助成を行い、その活動
を通じて高齢者福祉の
充実を図る。

　老人クラブ等の活動
がさらに活性化し、その
活動を通じて高齢者福
祉の充実が図られる。

―
高齢者
福祉課

52

（
イ
）
高
齢
者
の
社
会
参
加
の
促
進

　「ひとにやさしい
まちづくり」のため
に必要な施策の促進
や、高齢者の生きが
い活動を支援しま
す。

普及啓発資料の配布

シルバー人材センターへの財政支援、指導・助言

普及啓発資料の配布

スポーツ組織等との協働イベントの開催

　　　　○季刊誌「ここるんだより」の発行

　　　　○ホームページの充実

普及啓発資料の配布

高齢者の生きがいと健康づくり推進事業の実施

「シニアスポーツ交流大会」「オールドパワー文

化展」などの高齢者の生きがい活動への支援

　　　　　　老人クラブ活動育成事業の実施
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【高齢者】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
高
齢
者

（
ア
）
高
齢
者
虐
待
の
防
止

　虐待防止に関する
啓発活動を行うとと
もに、「地域包括支
援センター」職員を
はじめ各種施設職員
等の資質の向上に努
めます。

154

　認知症高齢者や老老
介護の増加により、高齢
者虐待のリスクが高まっ
ている。
　高齢者虐待に関する正
しい知識の普及・啓発
や、施設従事者の資質
向上、虐待事例に対応
する市町村、地域包括
支援センターの対応力
向上などによる高齢者
虐待の防止・早期発見
のしくみづくりがますます
重要となっている。

○高齢者総合相談窓口
の設置
○権利擁護研修会等の
実施
○高齢者・障害者権利
擁護センターによる市
町村、地域包括支援セ
ンターへの支援及び研
修会の実施
○高齢者・障害者権利
擁護専門家チームの派
遣調整

○施設従事者、地域包
括支援センター職員等
が高齢者虐待に関する
正しい認識や知識を身
に付けることで、高齢者
虐待の防止や早期発見
につながる。
○市町村、地域包括支
援センターの高齢者虐
待の対応力が強化され
る。

―
高齢者
福祉課

52

155

　人権全般にわたって相
談を受付け、関係機関と
の連携を図り、対応して
いる。
今後もきめ細やかな対
応を行うとともに、関係
機関との連携を密にして
いく必要がある。

　（公財）高知県人権啓
発センターにおける人
権相談の実施

　県民から頼られ信頼さ
れる相談機関としての
窓口となる。

― 人権課 52

156

・隣保館職員は短いサイ
クルで異動するため、短
期間で専門的知識を習
得する必要がある。
・隣保館職員等からの要
望をもとに、資質の向上
を図るための研修等が
必要。

・隣保館を定期的に訪
問し、DVに関する相談
の有無や対応状況を聞
き取る。
・隣保館職員等研修事
業を委託し、DVに関す
る研修を行う。

　臨保館職員が人権施
策を推進していくための
知識とスキルを身につ
けている。

－ 人権課 52

157

　単身高齢者や高齢者
のみの世帯の増加を背
景に、判断能力が十分
でない高齢者や障害の
ある人が自らの判断で
適切なサービスを選べ
ず、自分にあったサービ
スを利用できない場合が
あるため、引き続き市町
村社会福祉協議会を窓
口に相談しやすい体制
を確保する必要がある。

　認知症高齢者などの
判断能力が十分でない
方が在宅での自立した
生活を送ることができる
よう、県及び市町村の
社会福祉協議会の事業
を支援する。

　認知症高齢者などの
判断能力が十分でない
方が在宅でも安心して
自立した生活を送ること
ができる。

―
地域福祉
政策課

52

158

　認知症高齢者や単身
高齢者の増加により、高
齢者の人権侵害のリス
クは高まっている。
　高齢者の権利を擁護
するしくみづくりはますま
す重要となっている。

○高齢者総合相談窓口
の設置
○高齢者・障害者権利
擁護センターによる市
町村、地域包括支援セ
ンターへの支援及び研
修会の実施
○成年後見制度の利用
促進等高齢者の権利擁
護の推進に向けた市町
村及び関係機関による
圏域別意見交換会の実
施

○支援が必要な高齢者
が成年後見制度等必要
な制度につながるしくみ
が地域でつくられる。

―
高齢者
福祉課

52

159

　人権全般にわたって相
談を受付け、関係機関と
の連携を図り、対応して
いる。
今後もきめ細やかな対
応を行うとともに、関係
機関との連携を密にして
いく必要がある。

　（公財）高知県人権啓
発センターにおける人
権相談の実施

　県民から頼られ信頼さ
れる相談機関としての
窓口となる。

― 人権課 52

160

・隣保館職員は短いサイ
クルで異動するため、短
期間で専門的知識を習
得する必要がある。
・隣保館職員等からの要
望をもとに、資質の向上
を図るための研修等が
必要である。

・隣保館を定期的に訪
問し、DVに関する相談
の有無や対応状況を聞
き取る。
・隣保館職員等研修事
業を委託し、隣保館職
員への研修を行う。

　臨保館職員が人権施
策を推進していくための
知識とスキルを身につ
けている。

－ 人権課 52

　
エ

　
高
齢
者
の
人
権
擁
護
・
権
利
擁
護
等
に
関
す
る
取
組

（
イ
）
高
齢
者
の
権
利
擁
護
の
推
進

　相談体制の充実や
日常生活自立支援専
門員・生活支援員等
の資質の向上に努め
ます。
　また、成年後見制
度の利用促進に向け
た市町村の取組を支
援します。

隣保館職員への研修

人権相談の実施

「隣保館職員への研修

人権相談の実施

　市町村、地域包括支援センターへの支援・
   研修会の実施

高齢者総合相談窓口の設置

　                          権利擁護研修会の実施

市町村の困難事例への専門家チームの派遣調整

　　市町村、地域包括支援センターへの支援・
      研修会の実施

圏域別意見交換会の実施

福祉サービスの利用支援

高齢者総合相談窓口の設置
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【障害者】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

161

　障害のある人の人権
問題は、比較的に参加
者の多い人権課題だ
が、参加者が固定化して
いる傾向がある。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施

　障害のある人の人権
問題を正しく認識できる
教職員が、積極的に人
権課題の解決に向けて
取組を進める。

　「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

62

162

　各保育所・幼稚園等で
自主的・計画的な研修が
十分に行われておらず、
職員が相互に実践力を
高めていく体制が弱い。

　園内研修支援事業の
実施
（園内研修支援・ブロッ
ク別研修支援）

　障害のある幼児との
活動を共にする機会を
積極的に設け、仲間と
しての気持ちが通じ合う
ことを実感することを通
して、将来、障害のある
人に対する正しい理解
と認識を深める保育・教
育が行われる。

〈第２期高知県教育振興
基本計画：Ｈ31年度〉【園
内研修支援】
・園内研修支援・ブロック
別研修支援の実施回数：
年間200回以上
・実施後のアンケート調査
で「引き続き園内研修支
援を実施する」と回答した
園の割合：100%
【ブロック別研修支援】
・ブロック別研修支援実施
園におけるミドルリーダー
フォローアップ研修対象
者の研修実施率：100%
・公開保育実施園の年度
末アンケート調査で「保育
実践が向上・改善した」と
回答した園の割合：80％
以上

幼保支援課 62

163

　私立学校人権教育指
導業務を委託し、人権教
育指導員による私立学
校への訪問指導の実
施、私立学校教職員に
対する研修会の開催等
により、私立学校におけ
る人権教育の推進を
図っている。
　社会情勢や各学校の
要請に応じながら継続し
た取組が必要。

　引き続き、人権教育指
導員による私立学校へ
の訪問指導、私立学校
教職員に対する研修会
等を実施する。

　各学校の要請に応じ
た指導、職制や段階に
応じた体系的な研修の
実施等により、各私立
学校における人権教育
の推進に寄与してい
る。

―
私学・大学

支援課
62

164

　人権教育の重要性を
認識しつつも、人権学習
の進め方については、転
換期にあり、学習指導要
領の趣旨に沿った授業
となっていない事例があ
る。
※H30年度より、「人権教
育授業研究講座」が統
合

　受講者自らが人権教
育推進に係るテーマを
設定し、授業計画や学
習指導案の作成等につ
いて協議を実施

　障害のある人の人権
問題について、各校の
実態に即した人権学習
を展開できるリーダー
的役割を担う実践者が
育っている。

　「人権教育実践スキ
ルアップ講座」
総合評価の５件法で４
以上とする。

教育
センター

62

165

　人権教育主任の主な
役割は、校内の人権教
育の推進であるが、組織
マネジメントの意識が十
分ではない状況が見ら
れるとともに、全員が人
権課題に対して十分な
知識や経験を有している
とは言えない状況にあ
る。

○人権教育主任の職務
の説明や、人権教育推
進に向けた、ＰＤＣＡサ
イクルに基づくマネジメ
ント研修を実施

○人権教育主任に人権
課題や人権学習につい
ての情報提供と他校と
の情報交換を実施

　各校において、人権
教育推進のためのＰＤ
ＣAサイクルが確立する
とともに、障害のある人
の人権問題の現状を正
しく把握し人権学習の
在り方を校内で積極的
に推進できる。

○各年度の研修満足
度を８０％以上にする。
○「障害のある人の人
権問題」を年間指導計
画に位置付けている学
校の割合
中学校区100%
高等学校100%
設定年度：H31年度末
第2期高知県教育振興
基本計画
○「人権教育主任研
修」
総合評価の５件法で４
以上とする。

人権教育課

教育
センター

62

166

　障害のある人の人権
問題は、比較的に参加
者の多い人権課題だ
が、参加者が固定化して
いる傾向がある。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施（再掲）

　障害のある人の人権
問題を正しく認識できる
教職員が、積極的に人
権課題の解決に向けて
取組を進める。

　「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

62

167

　人権尊重の社会づくり
に向けて、学校・家庭・
地域社会が一体となった
人権教育の総合的な取
組を推進していく必要が
ある。
　児童生徒の人権感覚
を育成するために、学校
における人権教育に関
する指導方法の改善・充
実を図る必要がある。
（平成29年度：１指定校）

　人権教育研究推進事
業の実施

　本事業を委託した推
進地域や推進校におい
ては、学校・家庭・地域
社会が一体となった人
権教育の総合的な取組
の推進や学校における
人権教育に関する指導
方法の改善及び充実が
図られる。
　さらに、その研究成果
が県内の学校に広が
る。

　各年複数の指定校
（地域）で研究の推進
を図る。

人権教育課 62

168

　人権尊重の学校づくり
を進めるためには、組織
的な人権教育の推進が
不可欠であり、そのため
の核となる人材の育成
が急務である。

人権が尊重された学校
づくり支援事業

　事業を修了したリー
ダーが核となって、学校
での組織的な人権教育
が推進される。
　また、その学校の取
組が市町村に広がる。

　対象者に本事業によ
る人権教育の充実度
などを問うアンケートを
実施し、５件法で平均
４以上とする。

人権教育課 62

取組項目

　
障
害
者

　
ア

　
教
育

（
ア
）
就
学
前
教
育

　障害のある人との
活動を共にする機会
を積極的に設け、仲
間として気持ちが通
じ合うことを実感す
ることを通して、将
来、障害のある人に
対する正しい理解と
認識を深めるための
保育・教育を推進し
ます。

（
イ
）
学
校
教
育

　人を尊重する態
度、尊敬や思いやる
気持ちなど、豊かな
人間性を育むための
教育を推進するとと
もに、障害のある子
どもとない子どもが
共に学ぶインクルー
シブ教育システムの
構築や、交流及び共
同学習の機会を積極
的に設け、ふれあう
機会を通じて、障害
や障害のある人に対
する理解を深めま
す。
　また、特別支援教
育の体制整備を推進
し、その質的な向上
を図っていきます。
　さらに、発達障害
等のある子どもが、
自分の特性を生かし
て社会的・職業的自
立ができるよう取組
を推進します。

「人権教育実践スキルアップ講座」の実施

「人権教育セミナー」の実施（再掲）

「人権教育主任研修」の実施

「人権教育主任連絡協議会」の実施

「人権教育セミナー」の実施

園内研修支援の実施

ブロック別研修支援（13ブロック26園）の実施

訪問指導、研修会等の開催

各年　１推進地域及び ２指定校

毎年６名の人権教育主任のモデルとなる教員

を委嘱し、研究・研修を行う（小・中５名、県立１

名）

          前年度の対象者のフォローアップ
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【障害者】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
障
害
者

　
ア

　
教
育

（
イ
）
学
校
教
育

169

　通常の学級に在籍する
発達障害等特別な教育
的ニーズのある児童生
徒数は、年々増加傾向
にある。
　特別支援教育の体制
は、ほぼ整備されている
状況であるが、その仕組
みが十分に機能してい
ない学校がある。
　通常学級を担任する教
員の中で、発達障害の
ある子どもの障害特性を
理解したうえで、効果的
な支援やその方法につ
いて適切な指導・助言が
できる者は少ない。

　発達障害等のある子
どもの障害の特性に応
じた指導や、校内支援
体制の強化を図るため
に、特別支援教育学校
コーディネーター等特別
支援教育推進の核とな
る教員を養成する。
　県立学校教員のオー
プン参加。

　特別支援教育学校
コーディネーターととも
に、校内委員会を運営
する等、校内での支援
体制が強化される。
　発達障害等の特性を
理解し、子ども一人ひと
りへの対応ができ、他
の教員へ適切な指導・
助言ができるようにな
る。

　校長への事後調査に
おける肯定的回答の
割合「発達障害等のあ
る子どもへの効果的な
指導」「校内支援体制
への積極的介入」
100％

教育
センター

62

170

　特別な教育的ニーズの
ある子どもの数は、年々
増加傾向にある。
　特別な教育的ニーズの
ある子どもの障害特性を
理解し、それに応じた指
導・支援ができる教員を
増やす必要がある。

　特別な教育的ニーズ
のある子どもの障害の
理解や支援の仕方につ
いて、保・幼、小・中・高
等学校、特別支援学校
教職員を対象とした研
修を実施し、専門的な
知識の習得と指導力の
向上を図る。

　教職員の、特別な教
育的ニーズのある子ど
もを見取る力が向上し、
個々の障害特性に応じ
た指導・支援の充実に
つながる。
　特別支援学校の教育
の充実を図るとともに、
地域のセンター的役割
を果たせるようになる。

　３講座とも７０名（定
員）の受講。

教育
センター

62

171

　居住地校交流が各学
校に浸透して、特別支援
学校の小学部において
は、約50％、小学部1年
生の63.3％が居住地校
交流を実施するように
なった。居住地校交流の
意識や方法について十
分理解されていない小・
中学校も見受けられ、受
け入れに時間がかかる
ケースや実施が難しくな
るケースがある。
※居住地校交流実施校
（H25.5.1)特別支援学校6
校14名
（H30.5.1)特別支援学校
10校102名

　障害のある児童生徒
と障害のない児童生徒
が互いに理解し合うた
めの学習の機会とし
て、特別支援学校と小・
中学校、高等学校との
学校間交流や特別支援
学校を設置している地
域との交流、居住地校
交流等を積極的に推進
する。

○特別支援学校の児童
生徒の居住地校交流が
継続的に実施され、定
着を図るための仕組み
ができている。

○児童生徒の社会参加
に向けた意欲が醸成さ
れるとともに社会性が
育まれる。

第２期高知県教育推
進基本計画（Ｈ28～
31）

特別支援
教育課

62

172

　第２期高知県教育推進
基本計画

・在籍校主の免許状保
有率は向上してきている
が、前期5カ年計画の目
標に到達していない
（77.1％）

・５つすべての領域の特
別支援学校教諭二種免
許以上の免許状を保有
する県立特別支援学校
の教員の割合は約24％
であり、平成31年度末の
目標値80％を大きく下
回っている。

　特別支援学校教員の
幅広い専門性の向上を
図るため、免許法認定
講習の受講を促進し、
特別支援学校教諭免許
の保有率の向上に取り
組む。

＜具体的な事業＞
・特別支援学校教諭免
許状の保有率向上に向
けた8か年計画（後期3
か年）（特別支援教育
課）

○県立特別支援学校の
概ねすべての教員が５
つの特別支援領域の特
別支援学校教諭２種免
許状以上の免許を保有
している。

　特別支援学校教諭
免許状の保有率向上
に向けた８か年計画　
（H25～32）
後期3か年（H30～32）

特別支援
教育課

62

173

　特別支援学校では、就
職アドバイザー、キャリ
ア教育スーパーバイ
ザー等の活用により、
キャリア教育の充実が図
られ、知的障害特別支
援学校の就職率の向上
が見られる。さらに生徒
の進路保障や社会参加
を充実させるため、特別
支援学校、関係機関、企
業等の連携協力体制の
充実とともに、就労等支
援のためのネットワーク
（進路支援推進会議）の
構築が必要である
　また、高知県特別支援
学校技能検定に多くの
生徒が参加し、その成果
が就労に結びつくような
体制を作っていく必要が
ある。

※知的障害特別支援学
校高等部卒業生就職
率：35.2％（H30年3月卒
業者）[全国平均32.9％
H28.3月卒業者]（H30.5.
時点）
(第２期高知県教育推進
基本計画)

・就職アドバイザーの企
業訪問により、現場実
習先や新規就職先の開
拓を行う。
・高等学校課が配置し
ている就職アドバイ
ザーと連携を強化し、知
的障害の特性に応じた
職場開拓の広がりや高
等学校の発達障害等の
ある生徒の職種の拡大
につなげる。

・高知県特別支援学校
技能検定の参加生徒数
の増加と種目の拡大を
目指すとともに、障害者
雇用促進につなげる。

　高等学校の就職アド
バイザーと連携し、県内
各地域の企業に関する
情報を共有することで、
肢体不自由児や病弱児
の就職率を向上させる
とともに、高等学校に在
籍する発達障害等を含
めた障害等のある生徒
の特性を踏まえた就労
支援の在り方について
の情報提供等を行う。

特別支援学校の多くの
生徒が、高知県特別支
援学校技能検定を受検
するようになり、技能検
定での1級取得が就労
に結びつく資格のひと
つとなっている。

○特別支援学校の就
職率を全国水準
（30.1％：平成28年3月
卒業者）以上にする。

○就職希望者100％
就職をめざす。

特別支援
教育課

62

174

　児童生徒の人権意識
や人権感覚を高めるた
めには、自分の生活やこ
れまでの生き方を人権
の視点で振り返る必要
がある。
（平成30年度：学校数
145校、応募数381編）

　人権作文募集事業の
実施

　人権作文に取り組む
ことにより、児童生徒の
人権意識や人権感覚が
高まるとともに、学校に
おける人権教育の取組
内容が充実する。

　人権作文に取り組む
学校数の増加とそれ
に伴う取組総数の増
加。

人権教育課 62

　人を尊重する態
度、尊敬や思いやる
気持ちなど、豊かな
人間性を育むための
教育を推進するとと
もに、障害のある子
どもとない子どもが
共に学ぶインクルー
シブ教育システムの
構築や、交流及び共
同学習の機会を積極
的に設け、ふれあう
機会を通じて、障害
や障害のある人に対
する理解を深めま
す。
　また、特別支援教
育の体制整備を推進
し、その質的な向上
を図っていきます。
　さらに、発達障害
等のある子どもが、
自分の特性を生かし
て社会的・職業的自
立ができるよう取組
を推進します。

　後期３か年計画

県立特別支援学校技能検定の実施

　　　　 職場開拓の取組

　　　　 高等学校及び福祉就労との連携

人権作文募集事業の実施

       　　　「発達障害等基礎講座」の実施

「特別支援教育講座Ⅰ期・Ⅱ期・Ⅲ期」の実施

　特別支援学校の幼児児童生徒の居住地校

  交流の充実
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【障害者】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
障
害
者

　
ア

　
教
育

（
ウ
）
社
会
教
育

　障害や障害のある
人に対する意識上の
障壁を取り除き､差
別や偏見をなくして
いくために､学習機
会を提供するととも
に､障害のある人と
の交流を通して相互
理解を深めるよう努
めます。

175

　保護者が安心して働き
ながら子育てができ、子
どもたちが放課後に安全
に過ごせる場所が全小
学校区の約９割に設置さ
れている。
　これらの居場所が、よ
り安全で健やかに、様々
な体験・交流・学習活動
が充実した豊かな学び
の場となるよう、学校・地
域・家庭との連携を推進
する。

　放課後の子どもたち
の居場所づくりと学びの
場の充実

※うち、参加している発
達障害児等への支援の
充実

○学校と地域の連携に
より、放課後において子
どもたちがより安全で健
やかに育まれるととも
に、「放課後の学びの
場」において、子どもた
ちが学ぶ力を身に付け
る風土ができている。

第２期高知県教育振
興基本計画
(基本方向２及び６）
（H28-31年度）

生涯学習課 62

176

　人権課、県人権啓発セ
ンター、県教委人権教育
課の３者で市町村担当
者への研修会を年度当
初に実施しているが、今
後も、市町村担当者のス
キルアップにつながる内
容にしていくことが必要
である。

　市町村の人権担当職
員に対するスキルアッ
プ研修会の実施

　市町村の担当者が、
人権施策を推進してい
くための知識とスキルを
身に付けている。

― 人権課 62

177

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「障害のある人」に関す
る研修は39回であった。
　今後は、「障害のある
人」に関する研修の内容
をさらに充実させていくこ
とが必要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施

　（県民の）「障害のある
人の人権問題」に対す
る正しい理解と認識が
高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 62

　
イ

　
啓
発 178 障害福祉課 62

179
障害保健支

援課
62

180

　平成30年度現在、34市
町村（100％）に事業委
託を行っており、今後も
継続して県内全ての市
町村で人権啓発のため
の取組が行われるように
していく必要がある。

　市町村への事業委託
による各市町村での講
演会や研修会等の実施

　県内全ての市町村に
おいて人権に関する委
託事業が実施される。

　県内全市町村への
事業委託を継続して
行う。

人権課 62

181

　平成29年度実施の「じ
んけんふれあいフェス
タ」の参加者は約8,000
人であった。また、アン
ケートで「人権問題への
関心や理解が「大変深
まった」、「深まった」の割
合は89%であった。
　今後は、個別の人権課
題を含む人権全般に関
する県民の正しい理解と
認識を深めるために内
容等を工夫していく必要
がある。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の開催
（H29からは「障害者週
間の集い」を同時開催）

　（県民の）「人権」に対
する関心や正しい理解
と認識が高まる。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の参加者の
「人権課題への理解
が深まった」の割合を
85％以上にする。

人権課 62

182

　平成29年度は、人権の
視点を持って企業力を
高める人材育成を目的
とした「ヒューマンパワー
育成講座」を年間２回開
催しており、参加者の満
足度は、平均88.7％で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことや、参
加者の自社企業への還
元などが課題である。

　企業での人権意識を
持ったリーダーを養成
する研修会の実施

　研修受講者が企業内
の人権リーダーとなり、
研修で学んだことが職
場や顧客対応などに生
かされるようになる。

　参加者の「個別の人
権課題（障害のある
人）への理解が深まっ
た」の割合：９０％以上
受講者の「会社での啓
発実践に取り組みた
い」の割合：９０％以上

人権課 62

（
ア
）
講
演
会
や
研
修
会
の
開
催
な
ど

　｢障害者週間の集
い」や｢障害者作品
展」などを通じて、
障害のある人とない
人の交流を図り、相
互理解を深めます。
　また、研修会の開
催や、企業や団体等
の研修会及び各種学
校等への講師の派遣
などを通じて、障害
や障害のある人に対
する理解を深める啓
発活動を行います。

　ホテルや飲食店等で補
助犬同伴の人が入店を
断られる事例がある。
　また、精神障害につい
て正しい理解が十分にさ
れていない。
　難病や障害の特性が
わかり難い発達障害や
高次脳機能障害につい
ても、あまり理解が進ん
でいない。
　高知県障害者計画（平
成25～34年度）の策定
時に実施した高知県障
害（児）者等アンケート調
査では、障害のある人へ
の周りの人の理解が進
んでいると回答した人は
19.5％に過ぎなかった。

　障害や障害のある人
に対する県民理解の促
進

　障害や障害のある人
に対する県民理解が進
んでいる。

高知県障害者計画
(H25～H34）

放課後の子どもたちの安全で健やかな居場所づくり

地域の実情に応じた放課後学びの場の充実

ＮＰＯと協働した放課後学び場人材バンクの設置・運営

支援員等の人材育成・事業内容の充実支援

○発達障害児等への理解を促進する研修

○放課後等デイサービス事業所との連携

　「ヒューマンパワー育成講座」（企業対象）の実施

　市町村への事業委託による講演会や研修会等

　の実施

　　　「じんけんふれあいフェスタ」の内容の工夫

　　　及び効果的な宣伝

「障害者作品展」の開催

「障害者週間の集い」の開催

人権啓発センター講師による人権研修の実施

市町村人権啓発担当者研修会の実施
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【障害者】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
障
害
者

　
イ

　
啓
発

183

　平成29年度は、県民を
対象とした人権啓発の
「ハートフルセミナー」を
年間５講座開催してお
り、参加者の満足度は、
97.5％（５講座平均）で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことと、基本
方針の改定によって新
たに追加した個別の人
権課題も含めて実施して
いくことが必要である。

　個別の人権課題等に
ついての県民を対象と
した研修会の実施

　県民が「障害のある人
の人権問題」に関する
正しい認識や知識を身
に付けることで、障害の
ある人への人権侵害の
防止につながる。

　「ハートフルセミナー」
（県民対象）の参加者
の「個別の人権課題
（障害のある人）への
理解が深まった」の割
合を90％以上にする。

人権課 62

184

　平成29年度実績として
は、10団体への支援を
実施している。民間団体
の主体的な活動への経
費の一部支援ということ
で、こうした活動が更に
広がるように、新しい団
体の取組促進につなげ
ていく必要がある。

　民間団体が実施する
人権意識の高揚を目的
とした活動への支援

　職場や地域などで主
体的に人権に関する学
習ができる環境の基盤
づくりが整う。

　参加者の「個別の人
権課題（障害者）への
理解が深まった」の割
合：80％以上

人権課 62

185

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「障害のある人」に関す
る研修は39回であった。
　今後は、「障害のある
人」に関する研修の内容
を更に充実させていくこ
とが必要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施（再掲）

　（県民の）「障害のある
人の人権問題」に対す
る正しい理解と認識が
高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 62

（
イ
）
広
報
活
動

　テレビ・新聞等の
マスメディアや県、
市町村の広報誌等を
活用した啓発活動に
より、障害や障害の
ある人に対する理解
を深める啓発に努め
ます。

186

「人権啓発シリーズ」・
「人権啓発研修ガイド
ブック」の作成や、啓発
冊子を購入し、研修用テ
キストや講演会での研
修資料として活用してい
る。
　今後もその取組を継続
するとともに、人権全般
や各個別の人権課題に
関する内容を盛り込んだ
ものにしていくことが必
要である。

　興味・関心の持てる内
容のテキストや啓発用
の冊子、資料、リーフ
レット、パネル等の作
成・配布・展示

　啓発冊子を活用した
研修等を実施すること
で、人権全般について、
正しい理解と認識のあ
る県民が多くなる。

― 人権課 63

187

　平成26年度からは人
権映画のテレビ放映に
替わって、人権の取組を
紹介する人権ミニ番組を
制作しテレビ放映を行っ
ている。また、29年度か
らは大型映画施設で上
映前に放映するスポット
コマーシャルを制作放映
している。　今後も媒体
の特徴を活かした、より
効果的な提供を行って
いく必要がある。

　テレビ、新聞、スポット
コマーシャルなど様々
なマスメディアを通じて
個別の人権課題を広く
県民に周知する。

　（県民の）「障害のある
人の人権問題」に対す
る正しい理解と認識が
高まる。

５年間で２回以上は
「障害のある人」を
テーマにマスメデイア
を通じた啓発を行う。

人権課 63

188

　バス車内への広告掲
示や、列車へのポスター
掲示等を行っており、広
く県民の目にふれるかた
ちでの啓発活動に取り
組んでいる。
　今後は、継続した取組
と掲載内容等の工夫が
必要である。

　公共の交通機関を活
用した人権啓発広告や
ポスターの掲示の実施

　（県民の）「人権」に対
する正しい理解と認識
が高まる。

― 人権課 63

189

　平成29年度実績として
は、利用者645人、図書・
ビデオ・DVD・パネルの
貸出1,314件であった。
　今後は、県民にさらに
図書資料室の存在を
知ってもらい、活用しても
らう必要がある。

　県立人権啓発セン
ターの図書資料室の活
性化

　県民に身近な図書資
料室として認知され、人
権に関する生涯学習の
場や資料を十分に提供
できる施設となる。

　利用者数を780人
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 63

190

　これまでもホームペー
ジの充実等に努めてき
たことから、H29年度の
アクセス数はH25年度の
2.2倍となった。また、平
成29年度から季刊誌「こ
こるんだより」を発行して
いる。個別の人権課題に
合った「コラム」等の執筆
者を選定する等紙面づく
りに工夫が必要である。

　人権啓発センターの
事業等の情報発信

　（公財）人権啓発セン
ターの研修等の取組に
ついての認知度が高ま
リ、個別の人権課題に
ついて多くの県民に周
知できている。

　「ここるんだより」で５
年間に各人権課題を
１回以上特集する。

　ホームページのアク
セス数を124,000件
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 63

191

　子どもへの人権啓発に
関する取組を県内のス
ポーツ組織と共に実施し
ており、今後も 継続及び
より効果のある内容に発
展させていくことが必要
である。

　県内のスポーツ組織
と連携協力した人権啓
発活動の実施

　 身近なスポーツを通じ
た人権啓発の取組によ
り、人権を身近な問題と
してとらえる 県民子ども
が多くなる。

　イベント参加者の「人
権に関する新しい気
づきがあった」の割合
を90％以上にする。

人権課 63

（
ア
）
講
演
会
や
研
修
会
の
開
催
な
ど

　｢障害者週間の集
い」や｢障害者作品
展」などを通じて、
障害のある人とない
人の交流を図り、相
互理解を深めます。
　また、研修会の開
催や、企業や団体等
の研修会及び各種学
校等への講師の派遣
などを通じて、障害
や障害のある人に対
する理解を深める啓
発活動を行います。

「ハートフルセミナー」（県民対象）の実施

人権啓発センター講師による人権研修の実施

（再掲）

 「民間団体への助成事業」の実施と 県民 への周知

バス車内への広告掲示、列車へのポスター

掲示、関係機関へのチラシやポスターの配布

啓発用の冊子、資料、リーフレット、パネル等の

作成・配布・展示

スポーツ組織等との協働イベントの開催

マスメディアを通じた啓発

○ホームページや季刊誌「ここるんだより」、

　　研修会などを活用した宣伝

○人権に関する幅広い分野の図書や

　　視聴覚教材の整備

　　　　○季刊誌「ここるんだより」の発行

　　　　○ホームページの充実
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【障害者】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
障
害
者

　
イ

　
啓
発

（
イ
）
広
報
活
動

　テレビ・新聞等の
マスメディアや県、
市町村の広報誌等を
活用した啓発活動に
より、障害や障害の
ある人に対する理解
を深める啓発に努め
ます。

192

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

 農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（農業協同
組合）全てが80点以
上を獲得している。

農業政策課 63

193

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（森連、森林
組合）全てが80点以
上を獲得している。

森づくり
推進課

63

194

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
人権啓発活動に主体
的に取り組んでいる漁
協等の団体の割合が
80％以上となる。

水産政策課 63

「ひとにやさしいま
ちづくり」の推進や
文化・芸術活動、障
害者スポーツの振興
など、障害のある人
が社会的活動に参加
しやすい環境を整備
します。

195

　道路・建物・公共交通
機関等を障害のある人
にとって利用しやすいよ
うに整備するとともに、県
民一人ひとりが「ひとに
やさしいまちづくり」に対
する認識を持つことが必
要である。
　さらに、あらゆる人が利
用しやすいように配慮す
るユニバーサルデザイン
の考え方を普及すること
が大切である。

○バリアフリー意見交
換会を調整し、ひとにや
さしいまちづくりの取り
組みを推進
○障害者等用駐車場の
適正利用を図るため、
移動に配慮が必要な人
に利用証を交付する「こ
うちあったかパーキング
制度」を推進
○誰もが安心して出か
けられるまちづくりのた
め、車椅子の貸し出し
やボランティアによる付
添等のサポートを実施

　公共施設等のバリア
フリー化が進んでいる。
　駐車場利用等制度が
普及している。

― 障害福祉課 63

196

　義足や人工関節を使
用している方、心臓に
ペースメーカーを入れて
いる方や人工透析をさ
れている方など内部障
害や難病の方等、外見
からは、援助や配慮を必
要としていることがわか
りにくい方がいる。
　こういった方が、必要な
配慮や支援を得やすくす
ることにより、社会参加
を促進する必要がある。

　ヘルプマークは、援助
や配慮を必要としてい
ることが外見では分か
りにくい方が身に付ける
ことで、周囲の方に配
慮を必要としていること
を知らせ、支援が得や
すくなる仕組みである。
　このヘルプマークにつ
いて、配布を行うととも
に、県民に向けて普及
啓発を行う。（平成30年
7月20日ヘルプマーク配
布開始）

　ヘルプマークを身につ
けた方が、周囲の方か
ら、必要な配慮を得るこ
とができる。

－ 障害福祉課 63

197

　「障害のある人の芸術
活動について、その作
品発表の機会を確保す
ることで芸術活動の促
進と、障害や障害のあ
る人に対する県民の理
解を深める。

　多くの障害のある人
が文化活動やスポーツ
活動を行い、生き生きと
生活できている。

障害福祉課 63

198

　高知県障害者スポー
ツ大会の開催や全国障
害者スポーツ大会への
県選手団を派遣をとお
し、障害者スポーツの
振興を図るとともに、障
害のある人の社会参加
の促進を図る。

　多くの障害のある人
が文化活動やスポーツ
活動を行い、生き生きと
生活できている。

― スポーツ課 63

　
ウ

　
障
害
の
あ
る
人
の
社
会
参
加
と
雇
用
の
促
進
等

（
ア
）
障
害
の
あ
る
人
の
社
会
参
加
の
推
進

　文化活動やスポーツ活
動などは、生きがいをも
たらし、生活を豊かにす
る上で大きな役割を果た
す。障害のある人が地域
で生き生きと暮らすため
には、こうした活動に積
極的に参加できることが
大切。

普及啓発資料の配布

普及啓発資料の配布

普及啓発資料の配布

「全国障害者スポーツ大会派遣事業」の実施

「高知県障害者スポーツ大会」の開催

普及啓発資料の配布

「ひとにやさしいまちづくり事業」の実施

「こうちあったかパーキング

（障害者等用駐車場利用証交付制度）」の推進

「タウンモビリティ推進事業」の実施

「高知県障害者美術展」の開催

ヘルプマークの配布や普及啓発の実施
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【障害者】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
障
害
者

199

　近年、障害のある人を
対象とした採用選考試
験の申込者数が少ない
状態が続いており、ま
た、連年受験の者も見ら
れるため、新たな受験者
の発掘を行う必要があ
る。

　ホームページへの掲
載、新聞広告、さんＳＵ
Ｎ高知への掲載、ラジ
オ、テレビでの広報活
動等により、受験者増
を目指す。

　採用選考試験に30名
以上の申込者数があ
る。
　また、各任命権者ごと
の法定雇用率が遵守さ
れている。

障害者の法定雇用率

人事委員会
事務局

63

200

　障害のある人の働く
場の確保や就労支援機
関が連携して就労促進
や職場定着に取り組
む。

　一般就労している障
害のある人が増えてい
る。

高知県障害福祉計画
（H30～H32）

障害保健
支援課

63

201

　一般就労を希望する
障害のある人を対象に
職業訓練を実施し、就
労の促進を図る。

　一般就労している障
害のある人が増えてい
る。

高知県障害福祉計画
（H30～H32）

障害保健
支援課

63

202

　高知県障害者計画（平
成25～34年度）の策定
時に実施した高知県障
害（児）者等アンケート調
査では、障害のある人の
25.9％の人が、障害を理
由とした権利侵害（虐待
を含む）を感じた経験が
あると回答している。

○高知県高齢者・障害
者権利擁護センターを
設置し、権利擁護・虐待
防止に係る相談窓口機
能や、使用者による障
害のある人への虐待通
報の受付、高知弁護士
会・高知県社会福祉士
会が設置する高知県高
齢者・障害者権利擁護
専門家チームの派遣調
整を実施する。

　障害のある人に対す
る虐待が皆無となる。

― 障害福祉課 63

203

　人権全般にわたって相
談を受付け、関係機関と
の連携を図り、対応して
いる。
今後もきめ細やかな対
応を行うとともに、関係
機関との連携を密にして
いく必要がある。

　（公財）高知県人権啓
発センターにおける人
権相談の実施

　県民から頼られ信頼さ
れる相談機関としての
窓口となる。

― 人権課 63

204

・隣保館職員は短いサイ
クルで異動するため、短
期間で専門的知識を習
得する必要がある。
・隣保館職員等からの要
望をもとに、資質の向上
を図るための研修等が
必要である。

・隣保館を定期的に訪
問し、DVに関する相談
の有無や対応状況を聞
き取る。
・隣保館職員等研修事
業を委託し、隣保館職
員への研修を行う。

　臨保館職員が人権施
策を推進していくための
知識とスキルを身につ
けている。

－ 人権課 63

（
イ
）
差
別
解
消
の
取
組
の
推
進

　「障害者差別解消
法」の趣旨を周知す
るため、各団体への
説明会を開催すると
ともに、「高知県障
害を理由とする差別
の解消の推進に関す
る職員対応要領」に
基づき「県職員に対
する研修などを進め
ます。
　また、医療・福
祉・法曹など障害者
施策に関連する部署
や学識経験者、当事
者などから構成され
る「障害者差別解消
支援地域協議会」に
おいて、障害のある
人への差別の解消や
合理的配慮の提供に
関する相談や相談事
例を踏まえた取組を
推進します。

205

　平成２８年４月１日から
障害者差別解消法が施
行され、法に基づいた取
り組み、法の周知啓発が
必要である。

　障害者差別解消法に
基づいた取り組みと行
政機関等、事業者、県
民への法の周知啓発を
進める。

　障害のある人に対し
て合理的配慮がされて
いる。
　障害のある人に対す
る差別が皆無となる。

― 障害福祉課 63

　
ウ

　
障
害
の
あ
る
人
の
社
会
参
加
と
雇
用
の
促
進
等

（
イ
）
障
害
の
あ
る
人
の
雇
用
の
促
進
等

　労働局、公共職業
安定所（ハローワー
ク）、障害者職業セ
ンター及び障害者就
業・生活支援セン
ターなどの関係機関
と連携し、障害のあ
る人の就労支援や職
場定着に取り組みま
す。
　県においては、障
害者を対象とした採
用選考試験の広報活
動の充実に努めま
す。

　障害のある人の就職
者数は過去最高となった
が、企業側の障害のあ
る人の能力・意欲につい
ての知識や経験が不足
している。

　
エ

　
障
害
の
あ
る
人
の
人
権
擁
護
・
権
利
擁
護
等
に
関
す
る
取
組

（
ア
）
障
害
の
あ
る
人
の
人
権
擁
護
・
権
利
擁
護
の
推
進

　県は、施設の監査
において、サービス
提供事業者に対する
指導を徹底するとと
もに、高知県高齢
者・障害者権利擁護
センターを設置し、
障害者虐待の防止等
のための情報の提供
や、広報その他の啓
発活動を実施してい
きます。
　また、成年後見制
度の普及に努めま
す。

　　障害のある人を対象とした採用選考試験

　　の広報活動の充実

「隣保館職員への研修

人権相談の実施

施設の監査等の実施

「高知県高齢者・障害者権利擁護センター」
        の設置運営

障害者差別解消法に基づく取組

「障害者就労支援対策事業」の実施

「障害者職業訓練」の実施
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【エイズ患者・ＨＩＶ感染者等】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

　
ア

　
教
育

206

　エイズ患者・ＨＩＶ感染
者の人権問題に関する
研修は、比較的参加者
が少ないうえ、参加者が
固定化している傾向が
ある。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施

　エイズ患者・ＨＩＶ感染
者の人権問題を正しく
認識できる職員が、積
極的に人権課題の解決
に向けて取組を進め
る。

　「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

69

207

　各保育所・幼稚園等で
自主的・計画的な研修が
十分に行われておらず、
職員が相互に実践力を
高めていく体制が弱い。

　園内研修支援事業の
実施
（園内研修支援・ブロッ
ク別研修支援）

　生命の大切さと人を
尊重する心や態度が幼
児期から育まれるよう､
人権意識の基礎を培う
保育・教育が行われる。

〈第２期高知県教育振興
基本計画：Ｈ31年度〉【園
内研修支援】
・園内研修支援・ブロック
別研修支援の実施回数：
年間200回以上
・実施後のアンケート調査
で「引き続き園内研修支
援を実施する」と回答した
園の割合：100%
【ブロック別研修支援】
・ブロック別研修支援実施
園におけるミドルリーダー
フォローアップ研修対象
者の研修実施率：100%
・公開保育実施園の年度
末アンケート調査で「保育
実践が向上・改善した」と
回答した園の割合：80％
以上

幼保支援課 69

（
イ
）
学
校
教
育

　エイズ等に対する
いたずらな不安や偏
見を払拭するため、
児童生徒の発達段階
や実態に応じ、エイ
ズ等に関する理解を
深める教育を行いま
す。

208

　学校において、エイズ
教育は選択授業であり、
優先順位が低くなってい
るため、十分なエイズ教
育が実施できていない。
　学校と福祉保健所との
連携がとれていない。

　福祉保健所と教育委
員会等の学校関係機関
が連携し、エイズ教育を
推進

　学校においてエイズ
教育を実施し、正しい知
識の普及啓発を行うこ
とで、生徒が正しい知
識を習得することができ
る。

　全高等学校でエイ
ズ教育を実施する。

健康対策課 69

209

　私立学校人権教育指
導業務を委託し、人権教
育指導員による私立学
校への訪問指導の実
施、私立学校教職員に
対する研修会の開催等
により、私立学校におけ
る人権教育の推進を
図っている。
　社会情勢や各学校の
要請に応じながら継続し
た取組が必要。

　引き続き、人権教育指
導員による私立学校へ
の訪問指導、私立学校
教職員に対する研修会
等を実施する。

　各学校の要請に応じ
た指導、職制や段階に
応じた体系的な研修の
実施等により、各私立
学校における人権教育
の推進に寄与してい
る。

―
私学・大学
支援課

69

210

　人権教育の重要性を
認識しつつも、人権学習
の進め方については、転
換期にあり、学習指導要
領の趣旨に沿った授業
となっていない事例があ
る。
※H30年度より、「人権教
育授業研究講座」が統
合

　受講者自らが人権教
育推進に係るテーマを
設定し、授業計画や学
習指導案の作成等につ
いて協議を実施

　エイズ患者・ＨＩＶ感染
者の人権問題につい
て、各校の実態に即し
た人権学習を展開でき
るリーダー的役割を担う
実践者が育っている。

　「人権教育実践スキ
ルアップ講座」
総合評価の５件法で４
以上とする。

教育
センター

69

211

　人権教育主任の主な
役割は、校内の人権教
育の推進であるが、組織
マネジメントの意識が十
分ではない状況が見ら
れるとともに、全員が人
権課題に対して十分な
知識や経験を有している
とは言えない状況にあ
る。

○人権教育主任の職務
の説明や、人権教育推
進に向けた、ＰＤＣＡサ
イクルに基づくマネジメ
ント研修を実施

○人権教育主任に人権
課題や人権学習につい
ての情報提供と他校と
の情報交換を実施

　各校において、人権
教育推進のためのＰＤ
ＣAサイクルが確立する
とともに、エイズ患者・Ｈ
ＩＶ感染者の人権問題の
現状を正しく把握し人権
学習の在り方を校内で
積極的に推進できる。

○各年度の研修満足
度を８０％以上にする。
○「エイズ患者・HIV感
染者等の人権問題」を
年間指導計画に位置
付けている学校の割
合
中学校区100%
高等学校100%
設定年度：H31年度末
第2期高知県教育振興
基本計画

○「人権教育主任研
修」
総合評価の５件法で４
以上とする。

人権教育課

教育
センター

69

212

　エイズ患者・ＨＩＶ感染
者の人権問題に関する
研修は、比較的参加者
が少ないうえ、参加者が
固定化している傾向が
ある。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施（再掲）

　エイズ患者・ＨＩＶ感染
者の人権問題を正しく
認識できる教職員が、
積極的に人権課題の解
決に向けて取組を進め
る。

　「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

69

213

　人権尊重の社会づくり
に向けて、学校・家庭・
地域社会が一体となった
人権教育の総合的な取
組を推進していく必要が
ある。
　児童生徒の人権感覚
を育成するために、学校
における人権教育に関
する指導方法の改善・充
実を図る必要がある。
（平成29年度：１指定校）

　人権教育研究推進事
業の実施

　本事業を委託した推
進地域や推進校におい
ては、学校・家庭・地域
社会が一体となった人
権教育の総合的な取組
の推進や学校における
人権教育に関する指導
方法の改善及び充実が
図られる。
　さらに、その研究成果
が県内の学校に広が
る。

　各年複数の指定校
（地域）で研究の推進
を図る。

人権教育課 69

取組項目

　
エ
イ
ズ
患
者
・
Ｈ
Ｉ
Ｖ
感
染
者
等

（
ア
）
就
学
前
教
育

　生命の大切さと人
を尊重する心や態度
が幼児期から育まれ
るよう、人権意識の
基礎を培う保育・教
育を推進します。

学校におけるエイズ教育の実施

訪問指導、研修会等の開催

「人権教育主任研修」の実施

「人権教育主任連絡協議会」の実施

「人権教育セミナー」の実施

「人権教育実践スキルアップ講座」の実施

「人権教育セミナー」の実施（再掲）

園内研修支援の実施

ブロック別研修支援（13ブロック26園）の実施

各年　１推進地域及び ２指定校
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【エイズ患者・ＨＩＶ感染者等】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
ア

　
教
育

（
イ
）
学
校
教
育

　エイズ等に対する
いたずらな不安や偏
見を払拭するため、
児童生徒の発達段階
や実態に応じ、エイ
ズ等に関する理解を
深める教育を行いま
す。 214

　人権尊重の学校づくり
を進めるためには、組織
的な人権教育の推進が
不可欠であり、そのため
の核となる人材の育成
が急務である。

人権が尊重された学校
づくり支援事業

　事業を修了したリー
ダーが核となって、学校
での組織的な人権教育
が推進される。
　また、その学校の取
組が市町村に広がる。

　対象者に本事業によ
る人権教育の充実度
などを問うアンケートを
実施し、５件法で平均
４以上とする。

人権教育課 69

215

　児童生徒の人権意識
や人権感覚を高めるた
めには、自分の生活やこ
れまでの生き方を人権
の視点で振り返る必要
がある。
（平成30年度：学校数
145校、応募数381編）

　人権作文募集事業の
実施

　人権作文に取り組む
ことにより、児童生徒の
人権意識や人権感覚が
高まるとともに、学校に
おける人権教育の取組
内容が充実する。

　人権作文に取り組む
学校数の増加とそれ
に伴う取組総数の増
加。

人権教育課 69

（
ウ
）
社
会
教
育

　社会教育諸学級や
各種団体などにおい
て、エイズ等に関す
る正しい知識の普及
を図るため、学習機
会の充実と情報の提
供を行います。

216

　人権課、県人権啓発セ
ンター、県教委人権教育
課の３者で市町村担当
者への研修会を年度当
初に実施しているが、今
後も、市町村担当者のス
キルアップにつながる内
容にしていくことが必要
である。

　市町村の人権担当職
員に対するスキルアッ
プ研修会の実施

　市町村の担当者が、
人権施策を推進してい
くための知識とスキルを
身に付けている。

― 人権課 69

217

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「エイズ患者・ＨＩＶ感染者
等（ハンセン病元患者
等）」に関する研修は１
回であった。
　今後は、「エイズ患者・
ＨＩＶ感染者等」に関する
研修の内容を更に充実
させていくことが必要で
ある。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施

　（県民の）「エイズ患
者・ＨＩＶ感染者等」に対
する正しい理解と認識
が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 69

　
イ

　
啓
発

（
ア
）
講
演
会
な
ど
の
開
催

　「世界エイズ
デー」を中心とした
キャンペーンやレッ
ドリボン運動の普及
にあわせた啓発活動
に取り組みます。

218

　世界エイズデーにあわ
せて各福祉保健所及び
健康対策課において大
学祭や市町村の産業ま
つり等のイベントに参加
し、啓発活動を実施して
いるが、近年マンネリ化
しており、新しい取組が
できていない。
　ＮＧＯ及び大学生等と
連携した新たな取組を検
討する。

　他機関と連携し、地域
ごとのイベントや大学祭
等を活用した啓発活動
の実施

　各福祉保健所とＮＧＯ
等の関係機関とが連携
し、多くの県民に啓発活
動を実施することができ
る。

　イベント等でのＮＧ
Ｏ等と連携した啓発
活動を増やす。

健康対策課 70

219

　平成30年度現在、34市
町村（100％）に事業委
託を行っており、今後も
継続して県内全ての市
町村で人権啓発のため
の取組が行われるように
していく必要がある。

　市町村への事業委託
による各市町村での講
演会や研修会等の実施

　県内全ての市町村に
おいて人権に関する委
託事業が実施される。

　県内全市町村への
事業委託を継続して
行う。

人権課 70

220

　平成29年度実施の「じ
んけんふれあいフェス
タ」の参加者は約8,000
人であった。また、アン
ケートで「人権問題への
関心や理解が「大変深
まった」、「深まった」の割
合は89%であった。
　今後は、個別の人権課
題を含む人権全般に関
する県民の正しい理解と
認識を深めるために内
容等を工夫していく必要
がある。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の開催
（H29からは「障害者週
間の集い」を同時開催）

　（県民の）「人権」に対
する関心や正しい理解
と認識が高まる。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の参加者の
「人権課題への理解
が深まった」の割合を
85％以上にする。

人権課 70

（
イ
）
広
報
活
動

221

　ＨＩＶ検査及び相談に対
する啓発は、ホームペー
ジや新聞にとどまり、十
分とは言えない。

　ＨＩＶ検査及び相談に
ついて、テレビ、新聞等
のメディアを効果的に
活用した啓発活動の実
施

　県民が偏見なく気軽
にＨＩＶ検査や相談がで
きるようになる。

　メディア等を活用した
啓発活動を増やす。

健康対策課 70

222

　平成29年度は、人権の
視点を持って企業力を
高める人材育成を目的
とした「ヒューマンパワー
育成講座」を年間２回開
催しており、参加者の満
足度は、平均88.7％で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことや、参
加者の自社企業への還
元などが課題である。

　企業での人権意識を
持ったリーダーを養成
する研修会の実施

　研修受講者が企業内
の人権リーダーとなり、
研修で学んだことが職
場や顧客対応などに生
かされるようになる。

　参加者の「個別の人
権　課題（エイズ患者・
ＨＩＶ感染者等）への理
解が深まった」の割
合：９０％以上
受講者の「会社での啓
発実践に取り組みた
い」の割合：９０％以上

人権課 70

　
エ
イ
ズ
患
者
・
Ｈ
Ｉ
Ｖ
感
染
者
等

　テレビ・ラジオ・
新聞・ポスター・
ホームページ等を活
用した広報活動や研
修会を開催するとと
もに、企業や団体等
の研修会及び各種学
校等への講師の派遣
などを通じて、エイ
ズ等の感染症や感染
予防対策についての
正しい知識の普及・
啓発活動に努めま
す。

　　ＨＩＶ検査・相談についての啓発活動の強化

新たな啓発活動の検討 新たな啓発活

動の実施

人権作文募集事業の実施

　　　　市町村への事業委託による講演会や

　　　　研修会等の実施

        「じんけんふれあいフェスタ」の内容の

       工夫及び効果的な宣伝

　「ヒューマンパワー育成講座」（企業対象）の実施

人権啓発センター講師による人権研修の実施

市町村人権啓発担当者研修会の実施

毎年６名の人権教育主任のモデルとなる教員

を委嘱し、研究・研修を行う（小・中５名、県立１

名）

          前年度の対象者のフォローアップ
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【エイズ患者・ＨＩＶ感染者等】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
イ

　
啓
発

（
イ
）
広
報
活
動 223

　平成29年度は、県民を
対象とした人権啓発の
「ハートフルセミナー」を
年間５講座開催してお
り、参加者の満足度は、
97.5％（５講座平均）で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことと、基本
方針の改定によって新
たに追加した個別の人
権課題も含めて実施して
いくことが必要である。

　個別の人権課題等に
ついての県民を対象と
した研修会の実施

　県民が「エイズ患者・
ＨＩＶ感染者等の人権問
題」に関する正しい認識
や知識を身に付けるこ
とで、エイズ患者・ＨＩＶ
感染者等への人権侵害
の防止につながる。

　「ハートフルセミナー」
（県民対象）の参加者
の「個別の人権課題
（エイズ患者・ＨＩＶ感
染者等）への理解が
深まった」の割合を
90％以上にする。

人権課 70

224

　平成29年度実績として
は、10団体への支援を
実施している。民間団体
の主体的な活動への経
費の一部支援ということ
で、こうした活動が更に
広がるように、新しい団
体の取組促進につなげ
ていく必要がある。

　民間団体が実施する
人権意識の高揚を目的
とした活動への支援

　職場や地域などで主
体的に人権に関する学
習ができる環境の基盤
づくりが整う。

　参加者の「個別の人
権課題（エイズ患者・
ＨＩＶ感染者等）への理
解が深まった」の割
合：80％以上

人権課 70

225

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「エイズ患者・ＨＩＶ感染者
等（ハンセン病元患者
等）」に関する研修は１
回であった。
　今後は、「エイズ患者・
ＨＩＶ感染者等」に関する
研修の内容を更に充実
させていくことが必要で
ある。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施（再掲）

　（県民の）「エイズ患
者・ＨＩＶ感染者等」に対
する正しい理解と認識
が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 70

226

　「人権啓発シリーズ」・
「人権啓発研修ガイド
ブック」の作成や、啓発
冊子を購入し、研修用テ
キストや講演会での研
修資料として活用してい
る。
　今後もその取組を継続
するとともに、人権全般
や各個別の人権課題に
関する内容を盛り込んだ
ものにしていくことが必
要である。

　興味・関心の持てる内
容のテキストや啓発用
の冊子、資料、リーフ
レット、パネル等の作
成・配布・展示

　啓発冊子を活用した
研修等を実施すること
で、人権全般について、
正しい理解と認識のあ
る県民が多くなる。

― 人権課 70

227

　平成26年度からは人
権映画のテレビ放映に
替わって、人権の取組を
紹介する人権ミニ番組を
制作しテレビ放映を行っ
ている。また、29年度か
らは大型映画施設で上
映前に放映するスポット
コマーシャルを制作放映
している。　今後も媒体
の特徴を活かした、より
効果的な提供を行って
いく必要がある。

　テレビ、新聞、スポット
コマーシャルなど様々
なマスメディアを通じて
個別の人権課題を広く
県民に周知する。

　（県民の）「エイズ患
者・ＨＩＶ感染者等の人
権問題」に対する正しい
理解と認識が高まる。

　５年間で２回以上は
「エイズ患者・ＨＩＶ感
染者等」をテーマにマ
スメデイアを通じた啓
発を行う。

人権課 70

228

　バス車内への広告掲
示や、列車へのポスター
掲示等を行っており、広
く県民の目にふれるかた
ちでの啓発活動に取り
組んでいる。
　今後は、継続した取組
と掲載内容等の工夫が
必要である。

　公共の交通機関を活
用した人権啓発広告や
ポスターの掲示の実施

　（県民の）「人権」に対
する正しい理解と認識
が高まる。

― 人権課 70

229

　平成29年度実績として
は、利用者645人、図書・
ビデオ・DVD・パネルの
貸出1,314件であった。
　今後は、県民にさらに
図書資料室の存在を
知ってもらい、活用しても
らう必要がある。

　県立人権啓発セン
ターの図書資料室の活
性化

　県民に身近な図書資
料室として認知され、人
権に関する生涯学習の
場や資料を十分に提供
できる施設となる。

　利用者数を780人
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 70

230

　これまでもホームペー
ジの充実等に努めてき
たことから、H29年度の
アクセス数はH25年度の
2.2倍となった。また、平
成29年度から季刊誌「こ
こるんだより」を発行して
いる。個別の人権課題に
合った「コラム」等の執筆
者を選定する等紙面づく
りに工夫が必要である。

　人権啓発センターの
事業等の情報発信

  （公財）人権啓発セン
ターの研修等の取組に
ついての認知度が高ま
リ、個別の人権課題に
ついて多くの県民に周
知できている。

　「ここるんだより」で５
年間に各人権課題を
１回以上特集する。

ホームページのアクセ
ス数を124,000件（平
成29年度実績の約1.2
倍）以上にする。

人権課 70

231

　子どもへの人権啓発に
関する取組を県内のス
ポーツ組織と共に実施し
ており、今後もより効果
のある内容に発展させて
いくことが必要である。

　県内のスポーツ組織
と連携協力した人権啓
発活動の実施

　スポーツを通じた人権
啓発の取組により、人
権を身近な問題としてと
らえる子どもが多くな
る。

　イベント参加者の「人
権に関する新しい気
づきがあった」の割合
を90％以上にする。

人権課 70

　
エ
イ
ズ
患
者
・
Ｈ
Ｉ
Ｖ
感
染
者
等

　テレビ・ラジオ・
新聞・ポスター・
ホームページ等を活
用した広報活動や研
修会を開催するとと
もに、企業や団体等
の研修会及び各種学
校等への講師の派遣
などを通じて、エイ
ズ等の感染症や感染
予防対策についての
正しい知識の普及・
啓発活動に努めま
す。

「ハートフルセミナー」（県民対象）の実施

人権啓発センター講師による人権研修の実施

（再掲）

　　　　「民間団体への助成事業」の実施と、

　　　　県民への周知

バス車内への広告掲示、列車へのポスター掲示、

関係機関へのチラシやポスターの配布

　啓発用の冊子、資料、リーフレット、パネル等の

　作成・配布・展示

スポーツ組織等との協働イベントの開催

マスメディアを通じた啓発

     ○ホームページや季刊誌「ここるんだより」、

        研修会などを活用した宣伝

      ○人権に関する幅広い分野の図書や

　　　　視聴覚教材の整備

　　　　○季刊誌「ここるんだより」の発行

　　　　○ホームページの充実

150

第６章　施策の展開



− 151 −

第６章　施策の展開

【エイズ患者・ＨＩＶ感染者等】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
イ

　
啓
発

（
イ
）
広
報
活
動

232

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

 農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（農業協同
組合）全てが80点以
上を獲得している。

農業政策課 70

233

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（森連、森林
組合）全てが80点以
上を獲得している。

森づくり
推進課

70

234

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
人権啓発活動に主体
的に取り組んでいる漁
協等の団体の割合が
80％以上となる。

水産政策課 70

235

　現在、エイズ患者、ＨＩＶ
感染者の相談対応は、
エイズ拠点病院で実施し
ているが、今後、患者、
感染者の増加及び高齢
化に対応できるようさら
に相談体制を充実させ
る必要がある。
　また、地域の医療機関
の人材育成も課題となっ
ている。
　本県では、カウンセ
ラー事業を実施している
が、医療機関に十分な
周知等ができていない。

　県内のエイズ拠点病
院等と連携しながら相
談体制の充実を図る。

　拠点病院、地域の医
療機関、福祉施設や保
健所等が連携しなが
ら、エイズ患者、ＨＩＶ感
染者全員が確実に相談
できる体制がとれる。

― 健康対策課 70

236

　人権全般にわたって相
談を受付け、関係機関と
の連携を図り、対応して
いる。
　今後もきめ細やかな対
応を行うとともに関係機
関との連携を密にしてい
く必要がある。

　（公財）高知県人権啓
発センターにおける人
権相談の実施

　県民から頼られ信頼さ
れる相談機関としての
窓口となる。

― 人権課 70

237

・隣保館職員は短いサイ
クルで異動するため、短
期間で専門的知識を習
得する必要がある。
・隣保館職員等からの要
望をもとに、資質の向上
を図るための研修等が
必要である。

・隣保館を定期的に訪
問し、DVに関する相談
の有無や対応状況を聞
き取る。
・隣保館職員等研修事
業を委託し、隣保館職
員への研修を行う。

　臨保館職員が人権施
策を推進していくための
知識とスキルを身につ
けている。

－ 人権課 70

　
エ
イ
ズ
患
者
・
Ｈ
Ｉ
Ｖ
感
染
者
等

　テレビ・ラジオ・
新聞・ポスター・
ホームページ等を活
用した広報活動や研
修会を開催するとと
もに、企業や団体等
の研修会及び各種学
校等への講師の派遣
などを通じて、エイ
ズ等の感染症や感染
予防対策についての
正しい知識の普及・
啓発活動に努めま
す。

　
ウ

　
エ
イ
ズ
患
者
・
Ｈ
Ｉ
Ｖ
感
染
者
へ
の
相
談
・
支
援
体
制

　エイズ患者・ＨＩ
Ｖ感染者への相談体
制の充実に努めま
す。

人権相談の実施

普及啓発資料の配布

普及啓発資料の配布

エイズ拠点病院と連携した取組

普及啓発資料の配布

「隣保館職員への研修

普及啓発資料の配布
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【ハンセン病元患者等】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

　
ア

　
教
育

238

　ハンセン病元患者等の
人権問題に関する研修
は、比較的参加者が多
いが、参加者が固定化し
ている傾向がある。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施

　ハンセン病元患者等
の人権問題を正しく認
識できる職員が、積極
的に人権課題の解決に
向けて取組を進める。

「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

74

239

　各保育所・幼稚園等で
自主的・計画的な研修が
十分に行われておらず、
職員が相互に実践力を
高めていく体制が弱い。

　園内研修支援事業の
実施
（園内研修支援・ブロッ
ク別研修支援）

　生命の大切さと人を
尊重する心や態度が幼
児期から育まれるよう､
人権意識の基礎を培う
保育・教育が行われる。

〈第２期高知県教育振興
基本計画：Ｈ31年度〉【園
内研修支援】
・園内研修支援・ブロック
別研修支援の実施回数：
年間200回以上
・実施後のアンケート調査
で「引き続き園内研修支
援を実施する」と回答した
園の割合：100%
【ブロック別研修支援】
・ブロック別研修支援実施
園におけるミドルリーダー
フォローアップ研修対象
者の研修実施率：100%
・公開保育実施園の年度
末アンケート調査で「保育
実践が向上・改善した」と
回答した園の割合：80％
以上

幼保支援課 74

（
イ
）
学
校
教
育

　児童生徒の発達段
階や実態に応じ、ハ
ンセン病についての
正しい知識を身に付
ける教育を行いま
す。

240

　私立学校人権教育指
導業務を委託し、人権教
育指導員による私立学
校への訪問指導の実
施、私立学校教職員に
対する研修会の開催等
により、私立学校におけ
る人権教育の推進を
図っている。
　社会情勢や各学校の
要請に応じながら継続し
た取組が必要。

　引き続き、人権教育指
導員による私立学校へ
の訪問指導、私立学校
教職員に対する研修会
等を実施する。

　各学校の要請に応じ
た指導、職制や段階に
応じた体系的な研修の
実施等により、各私立
学校における人権教育
の推進に寄与してい
る。

―
私学・大学
支援課

74

241

　人権教育の重要性を
認識しつつも、人権学習
の進め方については、転
換期にあり、学習指導要
領の趣旨に沿った授業
となっていない事例があ
る。
※H30年度より、「人権教
育授業研究講座」が統
合

　受講者自らが人権教
育推進に係るテーマを
設定し、授業計画や学
習指導案の作成等につ
いて協議を実施

　ハンセン病元患者等
の人権問題について、
各校の実態に即した人
権学習を展開できる
リーダー的役割を担う
実践者が育っている。

「人権教育実践スキル
アップ講座」
総合評価の５件法で４
以上とする。

教育
センター

74

242

　人権教育主任の主な
役割は、校内の人権教
育の推進であるが、組織
マネジメントの意識が十
分ではない状況が見ら
れるとともに、全員が人
権課題に対して十分な
知識や経験を有している
とは言えない状況にあ
る。

○人権教育主任の職務
の説明や、人権教育推
進に向けた、ＰＤＣＡサ
イクルに基づくマネジメ
ント研修を実施

○人権教育主任に人権
課題や人権学習につい
ての情報提供と他校と
の情報交換を実施

　各校において、人権
教育推進のためのＰＤ
ＣAサイクルが確立する
とともに、ハンセン病元
患者等の人権問題の現
状を正しく把握し人権学
習の在り方を校内で積
極的に推進できる。

○各年度の研修満足
度を８０％以上にする。

○「ハンセン病元患者
等の人権問題」を年間
指導計画に位置付け
ている学校の割合
中学校区100%
高等学校100%

設定年度：H31年度末
第2期高知県教育振興
基本計画

○「人権教育主任研
修」
総合評価の５件法で４
以上とする。

人権教育課

教育
センター

74

243

　ハンセン病元患者等の
人権問題に関する研修
は、比較的参加者が多
いが、参加者が固定化し
ている傾向がある。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施（再掲）

　ハンセン病元患者等
の人権問題を正しく認
識できる教職員が、積
極的に人権課題の解決
に向けて取組を進め
る。

「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

74

244

　人権尊重の社会づくり
に向けて、学校・家庭・
地域社会が一体となった
人権教育の総合的な取
組を推進していく必要が
ある。
　児童生徒の人権感覚
を育成するために、学校
における人権教育に関
する指導方法の改善・充
実を図る必要がある。
（平成29年度：１指定校）

　人権教育研究推進事
業の実施

　本事業を委託した推
進地域や推進校におい
ては、学校・家庭・地域
社会が一体となった人
権教育の総合的な取組
の推進や学校における
人権教育に関する指導
方法の改善及び充実が
図られる。
　さらに、その研究成果
が県内の学校に広が
る。

各年複数の指定校（地
域）で研究の推進を図
る。

人権教育課 74

取組項目

　
ハ
ン
セ
ン
病
元
患
者
等

（
ア
）
就
学
前
教
育

　生命の大切さと人
権を尊重する心や態
度が幼児期から育ま
れるよう、人権意識
の基礎を培う保育・
教育を推進します。

「人権教育セミナー」の実施

「人権教育セミナー」の実施（再掲）

訪問指導、研修会等の開催

「人権教育主任研修」の実施

「人権教育主任連絡協議会」の実施

「人権教育実践スキルアップ講座」実施

園内研修支援の実施

ブロック別研修支援（13ブロック26園）の実施

訪問指導、研修会等の開催

各年　１推進地域及び ２指定校
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【ハンセン病元患者等】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
ア

　
教
育

（
イ
）
学
校
教
育

　児童生徒の発達段
階や実態に応じ、ハ
ンセン病についての
正しい知識を身に付
ける教育を行いま
す。

245

　人権尊重の学校づくり
を進めるためには、組織
的な人権教育の推進が
不可欠であり、そのため
の核となる人材の育成
が急務である。

人権が尊重された学校
づくり支援事業

　事業を修了したリー
ダーが核となって、学校
での組織的な人権教育
が推進される。
　また、その学校の取
組が市町村に広がる。

対象者に本事業による
人権教育の充実度な
どを問うアンケートを実
施し、５件法で平均４
以上とする。

人権教育課 74

246

　児童生徒の人権意識
や人権感覚を高めるた
めには、自分の生活やこ
れまでの生き方を人権
の視点で振り返る必要
がある。
（平成30年度：学校数
145校、応募数381編）

　人権作文募集事業の
実施

　人権作文に取り組む
ことにより、児童生徒の
人権意識や人権感覚が
高まるとともに、学校に
おける人権教育の取組
内容が充実する。

人権作文に取り組む
学校数の増加とそれ
に伴う取組総数の増
加。

人権教育課 74

（
ウ
）
社
会
教
育

　社会教育諸学級や
各種団体などにおい
て、ハンセン病に対
する正しい知識の普
及を図るため、学習
機会の充実と情報の
提供を行います。 247

　人権課、県人権啓発セ
ンター、県教委人権教育
課の３者で市町村担当
者への研修会を年度当
初に実施しているが、今
後も、市町村担当者のス
キルアップにつながる内
容にしていくことが必要
である。

　市町村の人権担当職
員に対するスキルアッ
プ研修会の実施

　市町村の担当者が、
人権施策を推進してい
くための知識とスキルを
身に付けている。

― 人権課 74

248

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「ハンセン病元患者等
（エイズ患者・ＨＩＶ感染者
等）」に関する研修は１
回であった。
　今後は、「ハンセン病
元患者等」に関する研修
の内容を更に充実させ
ていくことが必要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施

　（県民の）「ハンセン病
元患者等」に対する正し
い理解と認識が高ま
る。

参加者の「今後の生活
や仕事に生かせる内
容であった」の割合を
85％以上にする。

人権課 74

　
イ

　
啓
発

　「ハンセン病を正
しく理解するフォー
ラム」などを通じ
て、広く啓発に努め
ます。 249

　県内に国立ハンセン病
療養所がないため、ハン
セン病元患者と接する機
会がないこともあり、関
心が薄い。

　ハンセン病元患者や
国立ハンセン病療養所
園長等職員の生の声を
聞くことのできるフォー
ラムへの参加の呼びか
け

　一人でも多くの人に、
ハンセン病問題が人権
問題であることを認識し
てもらう。

平成29年度開催「ハン
セン病を正しく理解す
るフォーラム」に150人
参加。

健康対策課 74

250

　平成30年度現在、34市
町村（100％）に事業委
託を行っており、今後も
継続して県内全ての市
町村で人権啓発のため
の取組が行われるように
していく必要がある。

　市町村への事業委託
による各市町村での講
演会や研修会等の実施

　県内全ての市町村に
おいて人権に関する委
託事業が実施される。

　県内全市町村への
事業委託を継続して
行う。

人権課 74

251

　平成29年度実施の「じ
んけんふれあいフェス
タ」の参加者は約8,000
人であった。また、アン
ケートで「人権問題への
関心や理解が「大変深
まった」、「深まった」の割
合は89%であった。
　今後は、個別の人権課
題を含む人権全般に関
する県民の正しい理解と
認識を深めるために内
容等を工夫していく必要
がある。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の開催
（H29からは「障害者週
間の集い」を同時開催）

　（県民の）「人権」に対
する関心や正しい理解
と認識が高まる。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の参加者の
「人権課題への理解
が深まった」の割合を
85％以上にする。

人権課 74

（
イ
）
広
報
活
動

252

　健康対策課ホーム
ページを利用して広報活
動を行うとともに、ハンセ
ン病啓発冊子を配布す
る。

　ホームページの活用
と啓発冊子の配布

　啓発冊子を利用した
広報活動等の普及によ
り、県民に「ハンセン病
元患者等の人権問題」
への理解と認識が進ん
でいる。

― 健康対策課 74

253

　平成29年度は、人権の
視点を持って企業力を
高める人材育成を目的
とした「ヒューマンパワー
育成講座」を年間２回開
催しており、参加者の満
足度は、平均88.7％で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことや、参
加者の自社企業への還
元などが課題である。

　企業での人権意識を
持ったリーダーを養成
する研修会の実施

　研修受講者が企業内
の人権リーダーとなり、
研修で学んだことが職
場や顧客対応などに生
かされるようになる。

  参加者の「個別の人
権課題（ハンセン病元
患者等）への理解が
深まった」の割合：９
０％以上
受講者の「会社での啓
発実践に取り組みた
い」の割合：
９０％以上

人権課 74

　
ハ
ン
セ
ン
病
元
患
者
等

（
ア
）
講
演
会
な
ど
の
開
催

　テレビ・ラジオ・
新聞・ポスター・
ホームページ等を活
用した広報活動や研
修会を開催するとと
もに、企業や団体等
の研修会及び各種学
校等への講師の派遣
などを通じて、ハン
セン病に対する正し
い知識の普及・啓発
を図ります。

　「ハンセン病を正しく理解するフォーラム」

　参加呼びかけ

人権作文募集事業の実施

市町村人権啓発担当者研修会の実施

           市町村への事業委託による講演会や

           研修会等の実施

          「じんけんふれあいフェスタ」の内容の

         工夫及び効果的な宣伝

　「ヒューマンパワー育成講座」（企業対象）の実施

人権啓発センター講師による人権研修の実施

毎年６名の人権教育主任のモデルとなる教員

を委嘱し、研究・研修を行う（小・中５名、県立１

          前年度の対象者のフォローアップ

ホームページの利用と啓発冊子の配布
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第６章　施策の展開

【ハンセン病元患者等】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
イ

　
啓
発

（
イ
）
広
報
活
動

　テレビ・ラジオ・
新聞・ポスター・
ホームページ等を活
用した広報活動や研
修会を開催するとと
もに、企業や団体等
の研修会及び各種学
校等への講師の派遣
などを通じて、ハン
セン病に対する正し
い知識の普及・啓発
を図ります。

254

　平成29年度は、県民を
対象とした人権啓発の
「ハートフルセミナー」を
年間５講座開催してお
り、参加者の満足度は、
97.5％（５講座平均）で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことと、基本
方針の改定によって新
たに追加した個別の人
権課題も含めて実施して
いくことが必要である。

　個別の人権課題等に
ついての県民を対象と
した研修会の実施

　県民が「ハンセン病元
患者等」に関する正しい
認識や知識を身に付け
ることで、ハンセン病元
患者等への人権侵害の
防止につながる。

　「ハートフルセミナー」
（県民対象）の参加者
の「個別の人権課題
（ハンセン病元患者
等）への理解が深まっ
た」の割合を90％以上
にする。

人権課 74

255

　平成29年度実績として
は、10団体への支援を
実施している。民間団体
の主体的な活動への経
費の一部支援ということ
で、こうした活動が更に
広がるように、新しい団
体の取組促進につなげ
ていく必要がある。

　民間団体が実施する
人権意識の高揚を目的
とした活動への支援

　職場や地域などで主
体的に人権に関する学
習ができる環境の基盤
づくりが整う。

  参加者の「個別の人
権課題（ハンセン病元
患者等）への理解が
深まった」の割合：
80％以上

人権課 74

256

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「ハンセン病元患者等
（エイズ患者・ＨＩＶ感染者
等）」に関する研修は１
回であった。
　今後は、「ハンセン病
元患者等」に関する研修
の内容を更に充実させ
ていくことが必要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施（再掲）

　（県民の）「ハンセン病
元患者等」に対する正し
い理解と認識が高ま
る。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 74

257

　「人権啓発シリーズ」・
「人権啓発研修ガイド
ブック」の作成や、啓発
冊子を購入し、研修用テ
キストとしての活用や講
演会での配布等、啓発
活動で活用している。
　今後もその取組を継続
するとともに、人権全般
や各個別の人権課題に
関する内容を盛り込んだ
ものにしていくことが必
要である。

　興味・関心の持てる内
容のテキストや啓発用
の冊子、資料、リーフ
レット、パネル等の作
成・配布・展示

　啓発冊子を活用した
研修等を実施すること
で、人権全般について、
正しい理解と認識のあ
る県民が多くなる。

― 人権課 74

258

　平成26年度からは人
権映画のテレビ放映に
替わって、人権の取組を
紹介する人権ミニ番組を
制作しテレビ放映を行っ
ている。また、29年度か
らは大型映画施設で上
映前に放映するスポット
コマーシャルを制作放映
している。　今後も媒体
の特徴を活かした、より
効果的な提供を行って
いく必要がある。

　テレビ、新聞、スポット
コマーシャルなど様々
なマスメディアを通じて
個別の人権課題を広く
県民に周知する。

　（県民の）「ハンセン病
元患者等の人権問題」
に対する正しい理解と
認識が高まる。

　５年間で２回以上は
「ハンセン病元患者
等」をテーマにマスメ
デイアを通じた啓発を
行う。

人権課 74

259

　バス車内への広告掲
示や、列車へのポスター
掲示等を行っており、広
く県民の目にふれるかた
ちでの啓発活動に取り
組んでいる。
　今後は、継続した取組
と掲載内容等の工夫が
必要である。

　公共の交通機関を活
用した人権啓発広告や
ポスターの掲示の実施

　（県民の）「人権」に対
する正しい理解と認識
が高まる。

― 人権課 74

260

　平成29年度実績として
は、利用者645人、図書・
ビデオ・DVD・パネルの
貸出1,314件であった。
　今後は、県民に更に図
書資料室の存在を知っ
てもらい、活用してもらう
必要がある。

　県立人権啓発セン
ターの図書資料室の活
性化

　県民に身近な図書資
料室として認知され、人
権に関する生涯学習の
場や資料を十分に提供
できる施設となる。

　利用者数を780人
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 74

261

　これまでもホームペー
ジの充実等に努めてき
たことから、H29年度の
アクセス数はH25年度の
2.2倍となった。また、平
成29年度から季刊誌「こ
こるんだより」を発行して
いる。個別の人権課題に
合った「コラム」等の執筆
者を選定する等紙面づく
りに工夫が必要である。

　人権啓発センターの
事業等の情報発信

  （公財）人権啓発セン
ターの研修等の取組に
ついての認知度が高ま
リ、個別の人権課題に
ついて多くの県民に周
知できている。

　「ここるんだより」で５
年間に各人権課題を
１回以上特集する。

　ホームページのアク
セス数を124,000件
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。 人権課 74

　
ハ
ン
セ
ン
病
元
患
者
等

「ハートフルセミナー」（県民対象）の実施

人権啓発センター講師による人権研修の実施

（再掲）

　「民間団体への助成事業」の実施と、県民への周

バス車内への広告掲示、列車へのポスター掲示、

関係機関へのチラシやポスターの配布

   啓発用の冊子、資料、リーフレット、パネル等

　の作成・配布・展示

マスメディアを通じた啓発

   ○ホームページや季刊誌「ここるんだより」、

       研修会などを活用した宣伝

   ○人権に関する幅広い分野の図書や

　　　視聴覚教材の整備

　　　　○季刊誌「ここるんだより」の発行

　　　　○ホームページの充実
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【ハンセン病元患者等】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
イ

　
啓
発

（
イ
）
広
報
活
動

262

　子どもへの人権啓発に
関する取組を県内のス
ポーツ組織と共に実施し
ており、今後もより効果
のある内容に発展させて
いくことが必要である。

　県内のスポーツ組織
と連携協力した人権啓
発活動の実施

　スポーツを通じた人権
啓発の取組により、人
権を身近な問題としてと
らえる子どもが多くな
る。

　イベント参加者の「人
権　に関する新しい気
づきがあった」の割合
を90％以上にする。

人権課 74

263

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

 農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（農業協同
組合）全てが80点以
上を獲得している。

農業政策課 74

264

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（森連、森林
組合）全てが80点以
上を獲得している。

森づくり
推進課

74

265

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
人権啓発活動に主体
的に取り組んでいる漁
協等の団体の割合が
80％以上となる。

水産政策課 74

266

　平成29年度の中高生
による療養所訪問の参
加学校は６校であった。
　療養所を訪問する学校
や里帰りされるハンセン
病元患者の固定化が見
られる。

　中高生の療養所訪問
や元患者の里帰りの実
施

　ハンセン病元患者等
が安心して生活できる
環境が整う。

○５年間で延べ15校
以上が療養所を訪問
する。

○里帰りの経験のない
ハンセン病元患者が
里帰りする。

健康対策課 75

267

　人権全般にわたって相
談を受付け、関係機関と
の連携を図り、対応して
いる。
　今後もきめ細やかな対
応を行うとともに関係機
関との連携を密にしてい
く必要がある。

　（公財）高知県人権啓
発センターにおける人
権相談の実施

　県民から頼られ信頼さ
れる相談機関としての
窓口となる。

― 人権課 75

268

　県職員の療養所訪問
時のみが相談の機会と
なっている。
　平成29年度について
は、診療所６カ所のうち５
カ所に訪問した。

　ハンセン病元患者や
その家族の希望等につ
いて、できるだけ情報収
集を行う

　県が、ハンセン病元患
者やその家族が相談し
やすい身近な機関とな
る。

　県出身の元患者の
いる療養所の全数を
訪問する。

健康対策課 75

269

　人権全般にわたって相
談を受付け、関係機関と
の連携を図り、対応して
いる。今後もきめ細やか
な対応を行うとともに、関
係機関との連携を密にし
ていく必要がある。

　（公財）高知県人権啓
発センターにおける人
権相談の実施

　県民から頼られ信頼さ
れる相談機関としての
窓口となる。

― 人権課 75

270

・隣保館職員は短いサイ
クルで異動するため、短
期間で専門的知識を習
得する必要がある。
・隣保館職員等からの要
望をもとに、資質の向上
を図るための研修等が
必要である。

・隣保館を定期的に訪
問し、DVに関する相談
の有無や対応状況を聞
き取る。
・隣保館職員等研修事
業を委託し、隣保館職
員への研修を行う。

　臨保館職員が人権施
策を推進していくための
知識とスキルを身につ
けている。

－ 人権課 75

　
ハ
ン
セ
ン
病
元
患
者
等

　テレビ・ラジオ・
新聞・ポスター・
ホームページ等を活
用した広報活動や研
修会を開催するとと
もに、企業や団体等
の研修会及び各種学
校等への講師の派遣
などを通じて、ハン
セン病に対する正し
い知識の普及・啓発
を図ります。

　
ウ

　
ハ
ン
セ
ン
病
元
患
者
等
へ
の
支
援
体
制

（
ア
）
ハ
ン
セ
ン
病
元
患
者
等
と
の
交
流
促
進

　中高生やボラン
ティアグループ等の
療養所訪問など、交
流によって正しい知
識や認識を得られる
活動を推進します。
　また、ハンセン病
元患者の里帰りにつ
いても支援を継続し
ていきます。

（
イ
）
ハ
ン
セ
ン
病
元
患
者
等
へ
の
支
援

　ハンセン病元患者
やその家族への支援
体制の充実を図りま
す。

普及啓発資料の配布

普及啓発資料の配布

　　　　中高生による療養所訪問の実施

　　　　ハンセン病元患者の里帰り事業の実施

ハンセン病元患者への訪問の実施

スポーツ組織等との協働イベントの開催

人権相談の実施

「隣保館職員への研修

人権相談の実施

普及啓発資料の配布
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第６章　施策の展開

【外国人】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

　
外
国
人

　
ア

　
教
育

271

　外国人の人権問題に
関する研修は、比較的
参加者が多いが、参加
者が固定化している傾
向がある。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施

　外国人の人権問題を
正しく認識できる職員
が、積極的に人権課題
の解決に向けて取組を
進める。

　「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

80

272

　各保育所・幼稚園等で
自主的・計画的な研修が
十分に行われておらず、
職員が相互に実践力を
高めていく体制が弱い。

　園内研修支援事業の
実施
（園内研修支援・ブロッ
ク別研修支援）

　生命の大切さと人を
尊重する心や態度が幼
児期から育まれるよう､
人権意識の基礎を培う
保育・教育が行われる。

〈第２期高知県教育振興
基本計画：Ｈ31年度〉【園
内研修支援】
・園内研修支援・ブロック
別研修支援の実施回数：
年間200回以上
・実施後のアンケート調査
で「引き続き園内研修支
援を実施する」と回答した
園の割合：100%
【ブロック別研修支援】
・ブロック別研修支援実施
園におけるミドルリーダー
フォローアップ研修対象
者の研修実施率：100%
・公開保育実施園の年度
末アンケート調査で「保育
実践が向上・改善した」と
回答した園の割合：80％
以上

幼保支援課 80

（
イ
）
学
校
教
育

　国際理解教育を通
して、広い視野を持
ち、異文化や人間と
しての共通性を理解
するとともに、これ
を尊重する態度や、
共に協調して生きる
態度の育成に努めま
す。

273

　私立学校人権教育指
導業務を委託し、人権教
育指導員による私立学
校への訪問指導の実
施、私立学校教職員に
対する研修会の開催等
により、私立学校におけ
る人権教育の推進を
図っている。
　社会情勢や各学校の
要請に応じながら継続し
た取組が必要。

　引き続き、人権教育指
導員による私立学校へ
の訪問指導、私立学校
教職員に対する研修会
等を実施する。

　各学校の要請に応じ
た指導、職制や段階に
応じた体系的な研修の
実施等により、各私立
学校における人権教育
の推進に寄与してい
る。

―
私学・大学

支援課
80

274

　人権教育の重要性を
認識しつつも、人権学習
の進め方については、転
換期にあり、学習指導要
領の趣旨に沿った授業
となっていない事例があ
る。
※H30年度より、「人権教
育授業研究講座」が統
合

　受講者自らが人権教
育推進に係るテーマを
設定し、授業計画や学
習指導案の作成等につ
いて協議を実施

　外国人の人権問題に
ついて、各校の実態に
即した人権学習を展開
できるリーダー的役割
を担う実践者が育って
いる。

　「人権教育実践スキ
ルアップ講座」
総合評価の５件法で４
以上とする。

教育
センター

80

275

　人権教育主任の主な
役割は、校内の人権教
育の推進であるが、組織
マネジメントの意識が十
分ではない状況が見ら
れるとともに、全員が人
権課題に対して十分な
知識や経験を有している
とは言えない状況にあ
る。
（連絡会議の平成25年
度研修満足度：80.3％）

○人権教育主任の職務
の説明や、人権教育推
進に向けた、ＰＤＣＡサ
イクルに基づくマネジメ
ント研修を実施

○人権教育主任に人権
課題や人権学習につい
ての情報提供と他校と
の情報交換を実施

　各校において、人権
教育推進のためのＰＤ
ＣAサイクルが確立する
とともに、外国人の人権
問題の現状を正しく把
握し人権学習の在り方
を校内で積極的に推進
できる。

○各年度の研修満足
度を８０％以上にする。

○「外国人の人権問
題」を年間指導計画に
位置付けている学校
の割合
中学校区100%
高等学校100%

設定年度：H31年度末
第2期高知県教育振興
基本計画

○「人権教育主任研
修」
総合評価の５件法で４
以上とする。

人権教育課

教育
センター

80

276

　外国人の人権問題に
関する研修は、比較的
参加者が多いが、参加
者が固定化している傾
向がある。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施（再掲）

　外国人の人権問題を
正しく認識できる教職員
が、積極的に人権課題
の解決に向けて取組を
進める。

　「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

80

277

　人権尊重の社会づくり
に向けて、学校・家庭・
地域社会が一体となった
人権教育の総合的な取
組を推進していく必要が
ある。
　児童生徒の人権感覚
を育成するために、学校
における人権教育に関
する指導方法の改善・充
実を図る必要がある。
（平成29年度：１指定校）

　人権教育研究推進事
業の実施

　本事業を委託した推
進地域や推進校におい
ては、学校・家庭・地域
社会が一体となった人
権教育の総合的な取組
の推進や学校における
人権教育に関する指導
方法の改善及び充実が
図られる。
　さらに、その研究成果
が県内の学校に広が
る。

　各年複数の指定校
（地域）で研究の推進
を図る。

人権教育課 80

278

　人権尊重の学校づくり
を進めるためには、組織
的な人権教育の推進が
不可欠であり、そのため
の核となる人材の育成
が急務である。

人権が尊重された学校
づくり支援事業

　事業を修了したリー
ダーが核となって、学校
での組織的な人権教育
が推進される。
　また、その学校の取
組が市町村に広がる。

　対象者に本事業によ
る人権教育の充実度
などを問うアンケートを
実施し、５件法で平均
４以上とする。

人権教育課 80

取組項目

（
ア
）
就
学
前
教
育

　外国の文化や習慣
等に触れながら、互
いに尊重し合う心や
態度を育てる保育・
教育を推進します。

訪問指導、研修会等の開催

「人権教育主任研修」の実施

「人権教育主任連絡協議会」の実施

「人権教育セミナー」の実施

「人権教育実践スキルアップ講座」の実施

「人権教育セミナー」の実施（再掲）

園内研修支援の実施

ブロック別研修支援（13ブロック26園）の実施

各年　１推進地域及び ２指定校

毎年６名の人権教育主任のモデルとなる教員

を委嘱し、研究・研修を行う（小・中５名、県立１

          前年度の対象者のフォローアップ
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第６章　施策の展開

【外国人】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
外
国
人

　
ア

　
教
育

（
イ
）
学
校
教
育

　国際理解教育を通
して、広い視野を持
ち、異文化や人間と
しての共通性を理解
するとともに、これ
を尊重する態度や、
共に協調して生きる
態度の育成に努めま
す。

279

　児童生徒の人権意識
や人権感覚を高めるた
めには、自分の生活やこ
れまでの生き方を人権
の視点で振り返る必要
がある。
（平成30年度：学校数
145校、応募数381編）

　人権作文募集事業の
実施

　人権作文に取り組む
ことにより、児童生徒の
人権意識や人権感覚が
高まるとともに、学校に
おける人権教育の取組
内容が充実する。

　人権作文に取り組む
学校数の増加とそれ
に伴う取組総数の増
加。

人権教育課 80

（
ウ
）
社
会
教
育

　国際交流員制度な
どを活用した地域レ
ベルでの国際交流を
促進し、異文化への
理解を深めるととも
に、人権意識の高揚
を図ります。

280

○例年、国際交流員の
派遣申請が同一の学校
や団体からくるため、新
規の団体からも申請がく
るよう広報にも力を入
れ、広く県民の国際化が
図られるようにする必要
がある。
○新聞広告やHP掲載
等、周知の方法が限ら
れている。
○国際交流員派遣回数
150件（平成29年度）
○異文化理解講座受講
者数136名（平成29年
度）

○国際交流員派遣
○異文化理解講座開催

　取組を継続すること
で、多様な文化や民族
の違いをお互いに理
解・尊重できる、人権意
識が高い、外国人に
とって住みやすい地域
社会づくりが進んでい
る。

　国際交流員等の派
遣回数を165回以上と
する。（平成29年度実
績の10％増）

国際交流課 80

281

　人権課、県人権啓発セ
ンター、県教委人権教育
課の３者で市町村担当
者への研修会を年度当
初に実施しているが、今
後も、市町村担当者のス
キルアップにつながる内
容にしていくことが必要
である。

　市町村の人権担当職
員に対するスキルアッ
プ研修会の実施

　市町村の担当者が、
人権施策を推進してい
くための知識とスキルを
身に付けている。

― 人権課 80

282

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「外国人」に関する研修
は８回であった。
　今後は、「外国人」に関
する研修の内容を更に
充実させていくことが必
要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施

　（県民の）「外国人」に
対する正しい理解と認
識が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 80

　
イ

　
啓
発

（
ア
）
講
演
会
の
開
催
な
ど

　「国際ふれあい広
場inこうち」の開催
など、県民が気軽に
参加できる交流の場
を設け、国際的な人
権感覚と意識の高揚
を図ります。
　また、「親子で学
ぶ国際理解講座」の
開催など、児童期か
らの異文化理解にも
努めます。

283

○新聞広告やHP掲載
等、周知の方法が限ら
れている。
○国際ふれあい広場inこ
うち受講者数4,600名（平
成28年度）*29年度は台
風のため中止
○親子で学ぶ国際理解
講座受講者数52名（平
成29年度）

○国際ふれあい広場in
こうち開催
○親子で学ぶ国際理解
講座

　取組を継続すること
で、多様な文化や民族
の違いをお互いに理
解・尊重できる、人権意
識が高く、外国人にとっ
て住みやすい地域社会
づくりが進んでいる。

　これまでの周知方法
に加え、新たな広報活
動を行うことで、参加
者・受講者を増加させ
る。

国際交流課 80

284

　平成30年度現在、34市
町村（100％）に事業委
託を行っており、今後も
継続して県内全ての市
町村で人権啓発のため
の取組が行われるように
していく必要がある。

　市町村への事業委託
による各市町村での講
演会や研修会等の実施

　県内全ての市町村に
おいて人権に関する委
託事業が実施される。

　県内全市町村への
事業委託を継続して
行う。

人権課 80

285

　平成29年度実施の「じ
んけんふれあいフェス
タ」の参加者は約8,000
人であった。また、アン
ケートで「人権問題への
関心や理解が「大変深
まった」、「深まった」の割
合は89%であった。
　今後は、個別の人権課
題を含む人権全般に関
する県民の正しい理解と
認識を深めるために内
容等を 実工夫していく必
要がある。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の開催
（H29からは「障害者週
間の集い」を同時開催）

　（県民の）「人権」に対
する関心や正しい理解
と認識が高まる。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の参加者の
「人権課題への理解
が深まった」の割合を
85％以上にする。

人権課 80

（
イ
）
広
報
活
動

　ホームページ等を
活用した広報活動や
研修会を開催すると
ともに、企業や団体
等の研修会及び各種
学校等への講師の派
遣などを通じて、外
国人や異文化に対す
る正しい知識の普
及・啓発を図りま
す。

286

　現在、年２回機関紙を
発行しているが、より多く
の人に知ってもらう必要
がある。

　機関紙WINDOWの発
行

　取組を継続すること
で、多様な文化や民族
の違いをお互いに理解
し、外国人にとって住み
やすい地域社会づくり
が進んでいる。

― 国際交流課 80

　　　　異文化理解講座・異文化派遣講座・

　　　　国際交流員の派遣

　　　　国際ふれあい広場inこうち・

　　　　親子で学ぶ国際理解講座の開催

機関紙の発行

人権作文募集事業の実施

市町村人権啓発担当者研修会の実施

　　市町村への事業委託による講演会や

　　研修会等の実施

            「じんけんふれあいフェスタ」の内容の

           工夫及び効果的な宣伝

人権啓発センター講師による人権研修の実施
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第６章　施策の展開

【外国人】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

 
外
国
人

　
イ

　
啓
発

（
イ
）
広
報
活
動

　ホームページ等を
活用した広報活動や
研修会を開催すると
ともに、企業や団体
等の研修会及び各種
学校等への講師の派
遣などを通じて、外
国人や異文化に対す
る正しい知識の普
及・啓発を図りま
す。

287

　平成29年度は、人権の
視点を持って企業力を
高める人材育成を目的
とした「ヒューマンパワー
育成講座」を年間２回開
催しており、参加者の満
足度は、平均88.7％で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことや、参
加者の自社企業への還
元などが課題である。

　企業での人権意識を
持ったリーダーを養成
する研修会の実施

　研修受講者が企業内
の人権リーダーとなり、
研修で学んだことが職
場や顧客対応などに生
かされるようになる。

 　参加者の「個別の人
権課題（外国人）への
理解が深まった」の割
合：９０％以上
受講者の「会社での啓
発実践に取り組みた
い」の割合：９０％以上

人権課 80

288

　平成29年度は、県民を
対象とした人権啓発の
「ハートフルセミナー」を
年間５講座開催してお
り、参加者の満足度は、
97.5％（５講座平均）で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことと、基本
方針の改定によって新
たに追加した個別の人
権課題も含めて実施して
いくことが必要である。

　個別の人権課題等に
ついての県民を対象と
した研修会の実施

　県民が「外国人と人
権」に関する正しい認識
や知識を身に付けるこ
とで、外国人への人権
侵害の防止につなが
る。

　「ハートフルセミナー」
（県民対象）の参加者
の「個別の人権課題
（外国人）への理解が
深まった」の割合を
90％以上にする。

人権課 80

289

　平成29年度実績として
は、10団体への支援を
実施している。民間団体
の主体的な活動への経
費の一部支援ということ
で、こうした活動が更に
広がるように、新しい団
体の取組促進につなげ
ていく必要がある。

　民間団体が実施する
人権意識の高揚を目的
とした活動への支援

　職場や地域などで主
体的に人権に関する学
習ができる環境の基盤
づくりが整う。

  参加者の「個別の人
権課題（外国人）への
理解が深まった」の割
合：80％以上

人権課 80

290

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「外国人」に関する研修
は８回であった。
　今後は、「外国人」に関
する研修の内容を更に
充実させていくことが必
要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施（再掲）

　（県民の）「外国人」に
対する正しい理解と認
識が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 80

291

　「人権啓発シリーズ」・
「人権啓発研修ガイド
ブック」の作成や、啓発
冊子を購入し、研修用テ
キストや講演会での研
修資料として活用してい
る。
　今後もその取組を継続
するとともに、人権全般
や各個別の人権課題に
関する内容を盛り込んだ
ものにしていくことが必
要である。

　興味・関心の持てる内
容のテキストや啓発用
の冊子、資料、リーフ
レット、パネル等の作
成・配布・展示

　啓発冊子を活用した
研修等を実施すること
で、人権全般について、
正しい理解と認識のあ
る県民が多くなる。

― 人権課 80

292

　平成26年度からは人
権映画のテレビ放映に
替わって、人権の取組を
紹介する人権ミニ番組を
制作しテレビ放映を行っ
ている。また、29年度か
らは大型映画施設で上
映前に放映するスポット
コマーシャルを制作放映
している。　今後も媒体
の特徴を活かした、より
効果的な提供を行って
いく必要がある。

　テレビ、新聞、スポット
コマーシャルなど様々
なマスメディアを通じて
個別の人権課題を広く
県民に周知する。

　（県民の）「外国人の
人権問題」に対する正し
い理解と認識が高ま
る。

　５年間で２回以上は
「外国人」をテーマに
マスメデイアを通じた
啓発を行う。

人権課 80

293

　バス車内への広告掲
示や、列車へのポスター
掲示等を行っており、広
く県民の目にふれるかた
ちでの啓発活動に取り
組んでいる。
　今後は、継続した取組
と掲載内容等の工夫が
必要である。

　公共の交通機関を活
用した人権啓発広告や
ポスターの掲示の実施

　（県民の）「人権」に対
する正しい理解と認識
が高まる。

― 人権課 80

294

　平成29年度実績として
は、利用者645人、図書・
ビデオ・DVD・パネルの
貸出1,314件であった。
　今後は、県民にさらに
図書資料室の存在を
知ってもらい、活用しても
らう必要がある。

　県立人権啓発セン
ターの図書資料室の活
性化

　県民に身近な図書資
料室として認知され、人
権に関する生涯学習の
場や資料を十分に提供
できる施設となる。

利用者数を780人（平
成29年度実績の約1.2
倍）以上にする。

人権課 80

　「ヒューマンパワー育成講座」（企業対象）の実施

「ハートフルセミナー」（県民対象）の実施

人権啓発センター講師による人権研修の実施

（再掲）

「民間団体への助成事業」の実施と、県民への周知

バス車内への広告掲示、列車へのポスター掲示、

関係機関へのチラシやポスターの配布

   啓発用の冊子、資料、リーフレット、パネル等

   の作成・配布・展示

マスメディアを通じた啓発

   ○ホームページや季刊誌「ここるんだより」、

       研修会などを活用した宣伝

   ○人権に関する幅広い分野の図書や

　　　視聴覚教材の整備
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【外国人】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

 
外
国
人

　
イ

　
啓
発

（
イ
）
広
報
活
動

　ホームページ等を
活用した広報活動や
研修会を開催すると
ともに、企業や団体
等の研修会及び各種
学校等への講師の派
遣などを通じて、外
国人や異文化に対す
る正しい知識の普
及・啓発を図りま
す。

295

　これまでもホームペー
ジの充実等に努めてき
たことから、H29年度の
アクセス数はH25年度の
2.2倍となった。また、平
成29年度から季刊誌「こ
こるんだより」を発行して
いる。個別の人権課題に
合った「コラム」等の執筆
者を選定する等紙面づく
りに工夫が必要である。

　人権啓発センターの
事業等の情報発信

　（公財）人権啓発セン
ターの研修等の取組に
ついての認知度が高ま
リ、個別の人権課題に
ついて多くの県民に周
知できている。

　「ここるんだより」で５
年間に各人権課題を
１回以上特集する。

　ホームページのアク
セス数を124,000件
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 80

296

　子どもへの人権啓発に
関する取組を県内のス
ポーツ組織と共に実施し
ており、今後もより効果
のある内容に発展させて
いくことが必要である。

　県内のスポーツ組織
と連携協力した人権啓
発活動の実施

　スポーツを通じた人権
啓発の取組により、人
権を身近な問題としてと
らえる子どもが多くな
る。

　イベント参加者の「人
権に関する新しい気
づきがあった」の割合
を90％以上にする。

人権課 80

297

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

 農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（農業協同
組合）全てが80点以
上を獲得している。

農業政策課 80

298

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（森連、森林
組合）全てが80点以
上を獲得している。 森づくり

推進課
80

299

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
人権啓発活動に主体
的に取り組んでいる漁
協等の団体の割合が
80％以上となる。

水産政策課 80

300

・日本語講座開催が高
知市など中心部のみで
あり、県内全域に広がっ
てない。
・日本語ボランティアの
育成と確保はできている
が、活用が不十分。

　日本語講座と生活相
談の実施

　外国人、日本人配偶
者から何かあれば、国
際交流協会の窓口が頭
に浮かぶ、周知された
窓口となる。

― 国際交流課 80

301

　人権全般にわたって相
談を受付け、関係機関と
の連携を図り、対応して
いる。
　今後もきめ細やかな対
応を行うとともに関係機
関との連携を密にしてい
く必要がある。

　（公財）高知県人権啓
発センターにおける人
権相談の実施

　県民から頼られ信頼さ
れる相談機関としての
窓口となる。

― 人権課 80

302

・隣保館職員は短いサイ
クルで異動するため、短
期間で専門的知識を習
得する必要がある。
・隣保館職員等からの要
望をもとに、資質の向上
を図るための研修等が
必要である。

・隣保館を定期的に訪
問し、DVに関する相談
の有無や対応状況を聞
き取る。
・隣保館職員等研修事
業を委託し、隣保館職
員への研修を行う。

　臨保館職員が人権施
策を推進していくための
知識とスキルを身につ
けている。

－ 人権課 80

　
ウ

　
外
国
人
が
暮
ら
し
や
す
い
地
域
社
会
づ
く
り

　本県の在住外国人
が暮らしやすい地域
社会づくりのため
に、日本語教育のた
めの講座を開設し、
日常生活の不安解消
に努めます。
　また、外国人が安
心して生活できるた
めの相談体制につい
て、（公財）高知県
国際交流協会を中心
に充実します。

普及啓発資料の配布

普及啓発資料の配布

日本語講座と生活相談の実施

人権相談の実施

スポーツ組織等との協働イベントの開催

　　　　○季刊誌「ここるんだより」の発行

　　　　○ホームページの充実

「隣保館職員への研修

普及啓発資料の配布
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【犯罪被害者等】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

　
ア

　
教
育

303

　犯罪被害者等の人権
問題は、研修の機会が
ほとんどなく、園所の実
態よっては課題意識が
大きく異なることが考え
られる。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施

　犯罪被害者等の人権
問題を正しく認識できる
職員が、積極的に人権
課題の解決に向けて取
組を進める。

　「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

86

304

　各保育所・幼稚園等で
自主的・計画的な研修が
十分に行われておらず、
職員が相互に実践力を
高めていく体制が弱い。

　園内研修支援事業の
実施
（園内研修支援・ブロッ
ク別研修支援）

　友だちと様々な心動
かす出来事を共有し互
いの感じ方や考え方、
行動の仕方などに関心
を寄せ、それが行き交う
ことを通して、それぞれ
の違いや多様性に気づ
くとともに、互いが認め
あう心情を育む保育・教
育が行われる。

〈第２期高知県教育振興
基本計画：Ｈ31年度〉【園
内研修支援】
・園内研修支援・ブロック
別研修支援の実施回数：
年間200回以上
・実施後のアンケート調査
で「引き続き園内研修支
援を実施する」と回答した
園の割合：100%
【ブロック別研修支援】
・ブロック別研修支援実施
園におけるミドルリーダー
フォローアップ研修対象
者の研修実施率：100%
・公開保育実施園の年度
末アンケート調査で「保育
実践が向上・改善した」と
回答した園の割合：80％
以上

幼保支援課 86

（
イ
）
学
校
教
育

　情報を正しく読み
取り、他者を思いや
る気持ちを育む教育
を推進します。

305

　私立学校人権教育指
導業務を委託し、人権教
育指導員による私立学
校への訪問指導の実
施、私立学校教職員に
対する研修会の開催等
により、私立学校におけ
る人権教育の推進を
図っている。
　社会情勢や各学校の
要請に応じながら継続し
た取組が必要。

　引き続き、人権教育指
導員による私立学校へ
の訪問指導、私立学校
教職員に対する研修会
等を実施する。

　各学校の要請に応じ
た指導、職制や段階に
応じた体系的な研修の
実施等により、各私立
学校における人権教育
の推進に寄与してい
る。 ―

私学・大学
支援課

87

306

　人権教育主任の主な
役割は、校内の人権教
育の推進であるが、組織
マネジメントの意識が十
分ではない状況が見ら
れるとともに、全員が人
権課題に対して十分な
知識や経験を有している
とは言えない状況にあ
る。

○人権教育主任の職務
の説明や、人権教育推
進に向けた、ＰＤＣＡサ
イクルに基づくマネジメ
ント研修を実施

○人権教育主任に人権
課題や人権学習につい
ての情報提供と他校と
の情報交換を実施

　各校において、人権
教育推進のためのＰＤ
ＣAサイクルが確立する
とともに、犯罪被害者等
の人権問題の現状を正
しく把握し人権学習の
在り方を校内で積極的
に推進できる。

○各年度の研修満足
度を８０％以上にする。

○「犯罪被害者等の人
権」の教材を研究開発
する
中学校区３事例
高等学校３事例

設定年度：H31年度末
第2期高知県教育振興
基本計画

○「人権教育主任研
修」
総合評価の５件法で４
以上とする。

人権教育課

教育
センター

87

307

　犯罪被害者遺族等が
講演者となり、子どもを
亡くした親の思いや生命
の大切さなどを直接生
徒に語りかける「命の大
切さを学ぶ教室」を開催
している。
　今後、未開催校を中心
に積極的に開催し、犯罪
被害者等への理解を深
める活動を推進する。

　中高生を対象とした
「命の大切さを学ぶ教
室」の開催

　次世代を担う中高生
の規範意識が向上する
とともに、犯罪被害者等
への配慮、協力意識が
醸成されるようになる。

　「命の大切さを学ぶ
教室」を５年間で25校
以上開催する。

高知県警察犯罪被害
者支援基本計画

県警
県民支援
相談課

87

308

　犯罪被害者等の人権
問題は、研修の機会が
ほとんどなく、学校の実
態よっては課題意識が
大きく異なることが考え
られる。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施（再掲）

　犯罪被害者等の人権
問題を正しく認識できる
教職員が、積極的に人
権課題の解決に向けて
取組を進める。

「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

87

309

　人権尊重の社会づくり
に向けて、学校・家庭・
地域社会が一体となった
人権教育の総合的な取
組を推進していく必要が
ある。
　児童生徒の人権感覚
を育成するために、学校
における人権教育に関
する指導方法の改善・充
実を図る必要がある。
（平成29年度：１指定校）

　人権教育研究推進事
業の実施

　本事業を委託した推
進地域や推進校におい
ては、学校・家庭・地域
社会が一体となった人
権教育の総合的な取組
の推進や学校における
人権教育に関する指導
方法の改善及び充実が
図られる。
　さらに、その研究成果
が県内の学校に広が
る。

　各年複数の指定校
（地域）で研究の推進
を図る。

人権教育課 87

取組項目

　
犯
罪
被
害
者
等

（
ア
）
就
学
前
教
育

　友だちと様々な心
動かす出来事を共有
し、互いの感じ方や
考え方、行動の仕方
などに関心を寄せ、
それぞれの違いや多
様性に気付くととも
に、互いが認め合う
心情を育むための保
育・教育を推進しま
す。

「命の大切さを学ぶ教室」の開催

訪問指導、研修会等の開催

「人権教育主任研修」の実施

「人権教育主任連絡協議会」の実施

「人権教育セミナー」の実施

園内研修支援の実施

ブロック別研修支援（13ブロック26園）の実施

「人権教育セミナー」の実施（再掲）

各年　１推進地域及び ２指定校
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【犯罪被害者等】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
犯
罪
被
害
者
等

　
ア

　
教
育

（
イ
）
学
校
教
育

　情報を正しく読み
取り、他者を思いや
る気持ちを育む教育
を推進します。

310

　人権尊重の学校づくり
を進めるためには、組織
的な人権教育の推進が
不可欠であり、そのため
の核となる人材の育成
が急務である。

人権が尊重された学校
づくり支援事業

　事業を修了したリー
ダーが核となって、学校
での組織的な人権教育
が推進される。
　また、その学校の取
組が市町村に広がる。

　対象者に本事業によ
る人権教育の充実度
などを問うアンケートを
実施し、５件法で平均
４以上とする。

人権教育課 87

311

　児童生徒の人権意識
や人権感覚を高めるた
めには、自分の生活やこ
れまでの生き方を人権
の視点で振り返る必要
がある。
（平成30年度：学校数
145校、応募数381編）

　人権作文募集事業の
実施

　人権作文に取り組む
ことにより、児童生徒の
人権意識や人権感覚が
高まるとともに、学校に
おける人権教育の取組
内容が充実する。

　人権作文に取り組む
学校数の増加とそれ
に伴う取組総数の増
加。

人権教育課 87

（
ウ
）
社
会
教
育

　市町村等で実施さ
れる各種学級等にお
いて、他者を思いや
る教育や相手の立場
になって考える教育
の充実のための支援
を行います。

312

　人権課、県人権啓発セ
ンター、県教委人権教育
課の３者で市町村担当
者への研修会を年度当
初に実施しているが、今
後も、市町村担当者のス
キルアップにつながる内
容にしていくことが必要
である。

　市町村の人権担当職
員に対するスキルアッ
プ研修会の実施

　市町村の担当者が、
人権施策を推進してい
くための知識とスキルを
身に付けている。

― 人権課 87

313

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「犯罪被害者等」に関す
る研修は４回であった。
　今後は、「犯罪被害者
等」に関する研修の内容
を更に充実させていくこ
とが必要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施

　（県民の）「犯罪被害
者等」に対する正しい理
解と認識が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 87

　
イ

　
啓
発

　企業や団体等の研
修会及び各種学校等
への講師の派遣など
を通じて、犯罪被害
者等を思いやる気持
ちを育む啓発を図り
ます。

314

　平成30年度現在、34市
町村（100％）に事業委
託を行っており、今後も
継続して県内全ての市
町村で人権啓発のため
の取組が行われるように
していく必要がある。

　市町村への事業委託
による各市町村での講
演会や研修会等の実施

　県内全ての市町村に
おいて人権に関する委
託事業が実施される。

　県内全市町村への
事業委託を継続して
行う。

人権課 87

315

　平成29年度実施の「じ
んけんふれあいフェス
タ」の参加者は約8,000
人であった。また、アン
ケートで「人権問題への
関心や理解が「大変深
まった」、「深まった」の割
合は89%であった。
　今後は、個別の人権課
題を含む人権全般に関
する県民の正しい理解と
認識を深めるために内
容等を工夫していく必要
がある。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の開催
（H29からは「障害者週
間の集い」を同時開催）

　（県民の）「人権」に対
する関心や正しい理解
と認識が高まる。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の参加者の
「人権課題への理解
が深まった」の割合を
85％以上にする。

人権課 87

316

　平成29年度は、人権の
視点を持って企業力を
高める人材育成を目的
とした「ヒューマンパワー
育成講座」を年間２回開
催しており、参加者の満
足度は、平均88.7％で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことや、参
加者の自社企業への還
元などが課題である。

　企業での人権意識を
持ったリーダーを養成
する研修会の実施

　研修受講者が企業内
の人権リーダーとなり、
研修で学んだことが職
場や顧客対応などに生
かされるようになる。

  参加者の「個別の人
権課題（犯罪被害者
等）への理解が深まっ
た」の割合：９０％以上
　受講者の「会社での
啓発実践に取り組み
たい」の割合：９０％以
上

人権課 87

317

　平成29年度は、県民を
対象とした人権啓発の
「ハートフルセミナー」を
年間５講座開催してお
り、参加者の満足度は、
97.5％（５講座平均）で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことと、基本
方針の改定によって新
たに追加した個別の人
権課題も含めて実施して
いくことが必要である。

　個別の人権課題等に
ついての県民を対象と
した研修会の実施

　県民が「犯罪被害者
等」に関する正しい認識
や知識を身に付けるこ
とで、犯罪被害者等へ
の人権侵害の防止につ
ながる。

　「ハートフルセミナー」
（県民対象）の参加者
の「個別の人権課題
（犯罪被害者等）への
理解が深まった」の割
合を90％以上にする。

人権課 87

318

　平成29年度実績として
は、10団体への支援を
実施している。民間団体
の主体的な活動への経
費の一部支援ということ
で、こうした活動が更に
広がるように、新しい団
体の取組促進につなげ
ていく必要がある。

　民間団体が実施する
人権意識の高揚を目的
とした活動への支援

　職場や地域などで主
体的に人権に関する学
習ができる環境の基盤
づくりが整う。

  参加者の「個別の人
権課題（犯罪被害者
等）への理解が深まっ
た」の割合：80％以上

人権課 87

（
ア
）
講
演
会
や
研
修
会
の
開
催
な
ど

市町村人権啓発担当者研修会の実施

　「ヒューマンパワー育成講座」（企業対象）の実施

「ハートフルセミナー」（県民対象）の実施

市町村への事業委託による講演会や研修会等の実施

　　　　「民間団体への助成事業」の実施と

          県民への周知

         「じんけんふれあいフェスタ」の内容の

        工夫及び効果的な宣伝

人権啓発センター講師による人権研修の実施

人権作文募集事業の実施

毎年６名の人権教育主任のモデルとなる教員

を委嘱し、研究・研修を行う（小・中５名、県立１

名）

          前年度の対象者のフォローアップ
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【犯罪被害者等】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
イ

　
啓
発

　企業や団体等の研
修会及び各種学校等
への講師の派遣など
を通じて、犯罪被害
者等を思いやる気持
ちを育む啓発を図り
ます。

319

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「犯罪被害者等」に関す
る研修は４回であった。
　今後は、「犯罪被害者
等」に関する研修の内容
を更に充実させていくこ
とが必要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施（再掲）

　（県民の）「犯罪被害
者等」に対する正しい理
解と認識が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 87

320

　犯罪被害者等による講
演会を開催しているが、
聴講対象や回数が限ら
れていることから、あら
ゆる機会を利用して、犯
罪被害者等が置かれて
いる状況、犯罪被害者
等の名誉又は生活の平
穏への配慮の重要性に
ついて講演を行い、県民
の理解増進に努める。

　あらゆる機会を利用し
て、広く県民の参加を
募った講演会、研修会
の実施

　犯罪被害者等に対す
る理解が深まり、犯罪
被害者等を県民全体で
支える社会の実現につ
ながる。

高知県警察犯罪被害
者支援基本計画

県警
県民支援
相談課

87

（
イ
）
広
報
活
動

　「犯罪被害者週
間」などにおける広
報活動や、テレビ・
ラジオ・新聞・ポス
ター・ホームページ
等を活用した広報活
動などを通じて、犯
罪被害者等への理解
を促進する啓発に努
めます。

321

　人権に関する県民意識
調査（平成29年度実施）
では、犯罪被害者が直
接的な被害だけではな
く、経済的・精神的な問
題なども抱えていること
が一定理解されているこ
とが伺える一方、２割以
上の者が｢教育・啓発活
動の推進｣が必要と回答
している。

○ラジオなど、各種広
報媒体での啓発実施
○犯罪被害者支援団体
など、関係機関が実施
する啓発への支援

　県民や企業等が犯罪
被害者等の置かれる状
況を正しく理解し、必要
に応じて支援や相談機
関等につなげられるよう
になる。

―
県民生活・
男女共同
参画課

87

322

　「人権啓発シリーズ」・
「人権啓発研修ガイド
ブック」の作成や、啓発
冊子を購入し、研修用テ
キストや講演会での研
修資料として活用してい
る。
　今後もその取組を継続
するとともに、人権全般
や各個別の人権課題に
関する内容を盛り込んだ
ものにしていくことが必
要である。

　興味・関心の持てる内
容のテキストや啓発用
の冊子、資料、リーフ
レット、パネル等の作
成・配布・展示

　啓発冊子を活用した
研修等を実施すること
で、人権全般について、
正しい理解と認識のあ
る県民が多くなる。

― 人権課 87

323

　平成26年度からは人
権映画のテレビ放映に
替わって、人権の取組を
紹介する人権ミニ番組を
制作しテレビ放映を行っ
ている。また、29年度か
らは大型映画施設で上
映前に放映するスポット
コマーシャルを制作放映
している。　今後も媒体
の特徴を活かした、より
効果的な提供を行って
いく必要がある。

　テレビ、新聞、スポット
コマーシャルなど様々
なマスメディアを通じて
個別の人権課題を広く
県民に周知する。

　（県民の）「犯罪被害
者等の人権問題」に対
する正しい理解と認識
が高まる。

　５年間で２回以上は
「犯罪被害者等」を
テーマにマスメデイア
を通じた啓発を行う。

人権課 87

324

　バス車内への広告掲
示や、列車へのポスター
掲示等を行っており、広
く県民の目にふれるかた
ちでの啓発活動に取り
組んでいる。
　今後は、継続した取組
と掲載内容等の工夫が
必要である。

　公共の交通機関を活
用した人権啓発広告や
ポスターの掲示の実施

　（県民の）「人権」に対
する正しい理解と認識
が高まる。

― 人権課 87

325

　平成29年度実績として
は、利用者645人、図書・
ビデオ・DVD・パネルの
貸出1,314件であった。
　今後は、県民にさらに
図書資料室の存在を
知ってもらい、活用しても
らう必要がある。

　県立人権啓発セン
ターの図書資料室の活
性化

　県民に身近な図書資
料室として認知され、人
権に関する生涯学習の
場や資料を十分に提供
できる施設となる。

　利用者数を780人
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 87

326

　これまでもホームペー
ジの充実等に努めてき
たことから、H29年度の
アクセス数はH25年度の
2.2倍となった。また、平
成29年度から季刊誌「こ
こるんだより」を発行して
いる。個別の人権課題に
合った「コラム」等の執筆
者を選定する等紙面づく
りに工夫が必要である。

　人権啓発センターの
事業等の情報発信

　（公財）人権啓発セン
ターの研修等の取組に
ついての認知度が高ま
リ、個別の人権課題に
ついて多くの県民に周
知できている。

　「ここるんだより」で５
年間に各人権課題を
１回以上特集する。

　ホームページのアク
セス数を124,000件
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 87

327

　子どもへの人権啓発に
関する取組を県内のス
ポーツ組織と共に実施し
ており、今後もより効果
のある内容に発展させて
いくことが必要である。

　県内のスポーツ組織
と連携協力した人権啓
発活動の実施

　スポーツを通じた人権
啓発の取組により、人
権を身近な問題としてと
らえる子どもが多くな
る。

　イベント参加者の「人
権に関する新しい気
づきがあった」の割合
を90％以上にする。

人権課 87

　
犯
罪
被
害
者
等

（
ア
）
講
演
会
や
研
修
会
の
開
催
な
ど

犯罪被害者等支援に関する講演会･研修会の開催

各種広告媒体での啓発実施

　　犯罪被害者支援団体が実施する啓発への
　　支援・参加

　バス車内への広告掲示、列車へのポスター

   掲示、関係機関へのチラシやポスターの配布

啓発用の冊子、資料、リーフレット、パネル等
 の作成・配布・展示

スポーツ組織等との協働イベントの開催

人権啓発センター講師による人権研修の実施

（再掲）

マスメディアを通じた啓発

  ○ホームページや季刊誌「ここるんだより」、　　　　  

      研修会などを活用した宣伝

　○人権に関する幅広い分野の図書や

      視聴覚教材の整備

　　　　○季刊誌「ここるんだより」の発行

　　　　○ホームページの充実
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【犯罪被害者等】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
イ

　
啓
発

（
イ
）
広
報
活
動

328

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

 　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（農業協同
組合）全てが80点以
上を獲得している。

農業政策課 87

329

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（森連、森林
組合）全てが80点以
上を獲得している。

森づくり
推進課

87

330

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
人権啓発活動に主体
的に取り組んでいる漁
協等の団体の割合が
80％以上となる。

水産政策課 87

331

　ＮＰＯ法人こうち被害者
支援センター等関係機
関と連携して街頭キャン
ペーンを実施するととも
に、各種広報媒体を活
用した広報活動を推進し
ている。
　今後も、犯罪被害者の
置かれた現状やそれを
踏まえた施策実施の重
要性等について広報啓
発活動を一層推進する
こととしている。

　様々な広報媒体を通
じた犯罪被害者等に関
する広報の実施

　犯罪被害者等に対す
る理解が深まり、犯罪
被害者等を県民全体で
支える社会の実現につ
ながる。

高知県警察犯罪被害
者支援基本計画

県警
県民支援
相談課

87

332

　関係機関とは会合等で
情報共有を図り、必要に
応じて会場提供などの
支援を行っている。

・　「総合的対応窓口」
の周知や関係機関との
連携強化

・性暴力被害者への支
援

　県と市町村の全てに
「総合的対応窓口」が設
置されており（平成29年
度末100％設置）、相談
者への情報提供と、必
要に応じて関係機関へ
つなげることができてい
る。

―
県民生活・
男女共同
参画課

87

333

　犯罪被害者等からの
相談を受理するととも
に、必要に応じて、関係
機関等に関する情報提
供等を行っているが、関
係機関等との連携をさら
に密にし、犯罪被害者等
からの相談に適切に対
応する。

　相談電話「犯罪被害
者ホットライン」による適
切な相談活動、カウン
セリングの実施

　犯罪被害者等に対し、
継続的できめ細かな支
援を実施することで、被
害の早期回復・軽減に
つながる。

高知県警察犯罪被害
者支援基本計画

県警
県民支援
相談課

87

334

　人権全般にわたって相
談を受付け、関係機関と
の連携を図り、対応して
いる。
　今後もきめ細やかな対
応を行うとともに、関係
機関との連携を密にして
いく必要がある。

　（公財）高知県人権啓
発センターにおける人
権相談の実施

　県民から頼られ信頼さ
れる相談機関としての
窓口となる。

― 人権課 87

335

・隣保館職員は短いサイ
クルで異動するため、短
期間で専門的知識を習
得する必要がある。
・隣保館職員等からの要
望をもとに、資質の向上
を図るための研修等が
必要である。

・隣保館を定期的に訪
問し、DVに関する相談
の有無や対応状況を聞
き取る。
・隣保館職員等研修事
業を委託し、隣保館職
員への研修を行う。

　臨保館職員が人権施
策を推進していくための
知識とスキルを身につ
けている。

－ 人権課 87

　
犯
罪
被
害
者
等

　「犯罪被害者週
間」などにおける広
報活動や、テレビ・
ラジオ・新聞・ポス
ター・ホームページ
等を活用した広報活
動などを通じて、犯
罪被害者等への理解
を促進する啓発に努
めます。

　
ウ

　
犯
罪
被
害
者
等
へ
の
相
談
・
支
援
体
制

　犯罪被害者等から
の相談窓口として適
切に対処するととも
に、国、地方公共団
体及びその他の関係
機関並びに民間の被
害者支援団体等と連
携しながら、犯罪被
害者等への途切れる
ことのないきめ細か
な支援を実施しま
す。

普及啓発資料の配布

普及啓発資料の配布

関係機関と連携した街頭キャンペーンの実施

様々な広報媒体を通じた広報の実施

　　市町村における「総合的対応窓口」の

　　周知や関係機関との連携強化

　「性暴力被害者支援サポートセンターこうち」

　への支援や周知

隣保館職員への研修

普及啓発資料の配布

人権相談の実施

「犯罪被害者ホットライン」による相談受理

163

第６章　施策の展開



− 164 −

第６章　施策の展開

【インターネットによる人権侵害】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

　
ア

　
教
育

336

　インターネットによる人
権侵害は、研修の機会
が少なく、園所の実態に
よっては課題意識が大き
く異なることが考えられ
る。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施

　インターネットによる
人権侵害を正しく認識
できる職員が、積極的
に人権課題の解決に向
けて取組を進める。

「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

93

337

　各保育所・幼稚園等で
自主的・計画的な研修が
十分に行われておらず、
職員が相互に実践力を
高めていく体制が弱い。

　園内研修支援事業の
実施
（園内研修支援・ブロッ
ク別研修支援）

　友だちと様々な心動
かす出来事を共有し互
いの感じ方や考え方、
行動の仕方などに関心
を寄せ、それが行き交う
ことを通して、それぞれ
の違いや多様性に気づ
くとともに、互いが認め
あう心情を育む保育・教
育が行われる。

〈第２期高知県教育振興
基本計画：Ｈ31年度〉【園
内研修支援】
・園内研修支援・ブロック
別研修支援の実施回数：
年間200回以上
・実施後のアンケート調査
で「引き続き園内研修支
援を実施する」と回答した
園の割合：100%
【ブロック別研修支援】
・ブロック別研修支援実施
園におけるミドルリーダー
フォローアップ研修対象
者の研修実施率：100%
・公開保育実施園の年度
末アンケート調査で「保育
実践が向上・改善した」と
回答した園の割合：80％
以上

幼保支援課 93

（
イ
）
学
校
教
育

338

　私立学校人権教育指
導業務を委託し、人権教
育指導員による私立学
校への訪問指導の実
施、私立学校教職員に
対する研修会の開催等
により、私立学校におけ
る人権教育の推進を
図っている。
　社会情勢や各学校の
要請に応じながら継続し
た取組が必要。

　引き続き、人権教育指
導員による私立学校へ
の訪問指導、私立学校
教職員に対する研修会
等を実施する。

　各学校の要請に応じ
た指導、職制や段階に
応じた体系的な研修の
実施等により、各私立
学校における人権教育
の推進に寄与してい
る。 ―

私学・大学
支援課

93

339

　人権教育の重要性を
認識しつつも、人権学習
の進め方については、転
換期にあり、学習指導要
領の趣旨に沿った授業
となっていない事例があ
る。
※H30年度より、「人権教
育授業研究講座」が統
合

　受講者自らが人権教
育推進に係るテーマを
設定し、授業計画や学
習指導案の作成等につ
いて協議を実施

　インターネットによる
人権侵害について、各
校の実態に即した人権
学習を展開できるリー
ダー的役割を担う実践
者が育っている。

　「人権教育実践スキ
ルアップ講座」
総合評価の５件法で４
以上とする。

教育
センター

93

340

　人権教育主任の主な
役割は、校内の人権教
育の推進であるが、組織
マネジメントの意識が十
分ではない状況が見ら
れるとともに、全員が人
権課題に対して十分な
知識や経験を有している
とは言えない状況にあ
る。

○人権教育主任の職務
の説明や、人権教育推
進に向けた、ＰＤＣＡサ
イクルに基づくマネジメ
ント研修を実施

○人権教育主任に人権
課題や人権学習につい
ての情報提供と他校と
の情報交換を実施

　各校において、人権
教育推進のためのＰＤ
ＣAサイクルが確立する
とともに、インターネット
による人権侵害を正しく
把握し人権学習の在り
方を校内で積極的に推
進できる。

○各年度の研修満足
度を８０％以上にする。

○「インターネットによ
る人権侵害」を年間指
導計画に位置付けて
いる学校の割合
中学校区100%
高等学校100%

設定年度：H31年度末
第2期高知県教育振興
基本計画

○「人権教育主任研
修」
総合評価の５件法で４
以上とする。

人権教育課

教育
センター

93

341

　携帯電話やスマート
フォン等について、保護
者が子どもの利用状況
をきちんと把握できてい
ない状況がある。
　保護者がネット上のト
ラブルから子どもを守る
ための方法等を知らな
い状況がある。

（平成３０年度調査）
　インターネットの適正な
利用に関するルールづく
りを行った学校（ＰＴＡ含
む）の割合
小学校：35.6%
中学校：50.5%
高等学校33.3%

　親子で考えるネットマ
ナーアップ事業の実施

平成30年度よりネットに
関する教材作成委員会
として継続

　携帯電話やスマート
フォン等の利用におい
て、フィルタリングの設
定や家庭でのルールづ
くりが進む。
　各学校において、道
徳の時間やホームルー
ム等において、情報モ
ラル教育の授業が確実
に位置付けられてい
る。

　平成35年度までに、
○インターネットの適
正な利用に関するルー
ルづくりを行った学校
（ＰＴＡ含む）の割合
小学校：80%以上
中学校：90%以上
高等学校:90%以上

人権教育課 93

242

　インターネットによる人
権侵害は、研修の機会
が少なく、学校の実態に
よっては課題意識が大き
く異なることが考えられ
る。

　先進的な情報を提案
出来る講師による講演
会を実施(再掲）

　インターネットによる
人権侵害を正しく認識
できる教職員が、積極
的に人権課題の解決に
向けて取組を進める。

　「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

93

取組項目

　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
人
権
侵
害

（
ア
）
就
学
前
教
育

　友だちと様々な心
動かす出来事を共有
し、互いの感じ方や
考え方、行動の仕方
などに関心を寄せ、
それぞれの違いや多
様性に気付くととも
に、互いが認め合う
心情を育むための保
育・教育を推進しま
す。

　インターネットや
スマートフォン等の
利用上のルールやマ
ナー、個人のプライ
バシーに関して正し
く理解する情報モラ
ル教育や、人権に関
する学習を実践しま
す。
　インターネット上
でのいじめや誹謗中
傷は外部から見えに
くい匿名性があるこ
とから、学級活動や
ホームルーム活動を
通して、子どもが
ネット問題について
主体的に話し合い、
問題を解決していく
ことや、児童会・生
徒会活動を通して
ネットのルールづく
りを進めていくなど
の取組を推進しま
す。また、友好な人
間関係を築くための
取組や、共感的に理
解する力、人間関係
調整力を育む学習に
ついても実践しま
す。

「人権教育主任研修」の実施

「人権教育主任連絡協議会」の実施

　　ネット問題に関するＰＴＡ研修等、保護者への

　　啓発活動の推進

　　ネットマナー向上等のための教材の開発や発信

　　　　　児童会生徒会交流集会の実施

「人権教育セミナー」の実施

「人権教育実践スキルアップ講座」の実施

園内研修支援の実施

ブロック別研修支援（13ブロック26園）の実施

訪問指導、研修会等の開催

　　　　　　　学校ネットパトロールの実施

「人権教育セミナー」の実施（再掲）
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【インターネットによる人権侵害】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
ア

　
教
育

（
イ
）
学
校
教
育

343

　人権尊重の社会づくり
に向けて、学校・家庭・
地域社会が一体となった
人権教育の総合的な取
組を推進していく必要が
ある。
　児童生徒の人権感覚
を育成するために、学校
における人権教育に関
する指導方法の改善・充
実を図る必要がある。
（平成29年度：１指定校）

　人権教育研究推進事
業の実施

　本事業を委託した推
進地域や推進校におい
ては、学校・家庭・地域
社会が一体となった人
権教育の総合的な取組
の推進や学校における
人権教育に関する指導
方法の改善及び充実が
図られる。
　さらに、その研究成果
が県内の学校に広が
る。

　各年複数の指定校
（地域）で研究の推進
を図る。

人権教育課 93

344

　人権尊重の学校づくり
を進めるためには、組織
的な人権教育の推進が
不可欠であり、そのため
の核となる人材の育成
が急務である。

人権が尊重された学校
づくり支援事業

　事業を修了したリー
ダーが核となって、学校
での組織的な人権教育
が推進される。
　また、その学校の取
組が市町村に広がる。

　対象者に本事業によ
る人権教育の充実度
などを問うアンケートを
実施し、５件法で平均
４以上とする。

人権教育課 93

345

　児童生徒の人権意識
や人権感覚を高めるた
めには、自分の生活やこ
れまでの生き方を人権
の視点で振り返る必要
がある。
（平成30年度：学校数
145校、応募数381編）

　人権作文募集事業の
実施

　人権作文に取り組む
ことにより、児童生徒の
人権意識や人権感覚が
高まるとともに、学校に
おける人権教育の取組
内容が充実する。

　人権作文に取り組む
学校数の増加とそれ
に伴う取組総数の増
加。

人権教育課 93

　新しい情報を得ら
れる機会の提供や、
自分が被害者にも加
害者にもならないた
めの知識と対応力を
身に付けるための学
習内容などの充実を
図ります。

346

　人権課、県人権啓発セ
ンター、県教委人権教育
課の３者で市町村担当
者への研修会を年度当
初に実施しているが、今
後も、市町村担当者のス
キルアップにつながる内
容にしていくことが必要
である。

　市町村の人権担当職
員に対するスキルアッ
プ研修会の実施

　市町村の担当者が、
人権施策を推進してい
くための知識とスキルを
身に付けている。

― 人権課 94

347

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「インターネットによる人
権侵害」に関する研修は
９回であった。
　今後は、「インターネッ
トによる人権侵害」に関
する研修の内容を更に
充実させていくことが必
要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施

　（県民の）「インター
ネットによる人権侵害」
に対する正しい理解と
認識が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 94

　
イ

　
啓
発

348

　平成30年度現在、34市
町村（100％）に事業委
託を行っており、今後も
継続して県内全ての市
町村で人権啓発のため
の取組が行われるように
していく必要がある。

　市町村への事業委託
による各市町村での講
演会や研修会等の実施

　県内全ての市町村に
おいて人権に関する委
託事業が実施される。

　県内全市町村への
事業委託を継続して
行う。

人権課 94

349

　平成29年度実施の「じ
んけんふれあいフェス
タ」の参加者は約8,000
人であった。また、アン
ケートで「人権問題への
関心や理解が「大変深
まった」、「深まった」の割
合は89%であった。
　今後は、個別の人権課
題を含む人権全般に関
する県民の正しい理解と
認識を深めるために内
容等を工夫していく必要
がある。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の開催
（H29からは「障害者週
間の集い」を同時開催）

　（県民の）「人権」に対
する関心や正しい理解
と認識が高まる。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の参加者の
「人権課題への理解
が深まった」の割合を
85％以上にする。

人権課 94

350

　平成29年度は、人権の
視点を持って企業力を
高める人材育成を目的
とした「ヒューマンパワー
育成講座」を年間２回開
催しており、参加者の満
足度は、平均88.7％で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことや、参
加者の自社企業への還
元などが課題である。

　企業での人権意識を
持ったリーダーを養成
する研修会の実施

　研修受講者が企業内
の人権リーダーとなり、
研修で学んだことが職
場や顧客対応などに生
かされるようになる。

　参加者の「個別の人
権課題（インターネット
による人権侵害）への
理解が深まった」の割
合：９０％以上
受講者の「会社での啓
発実践に取り組みた
い」の割合：９０％以上

人権課 94

　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
人
権
侵
害

　インターネットや
スマートフォン等の
利用上のルールやマ
ナー、個人のプライ
バシーに関して正し
く理解する情報モラ
ル教育や、人権に関
する学習を実践しま
す。
　インターネット上
でのいじめや誹謗中
傷は外部から見えに
くい匿名性があるこ
とから、学級活動や
ホームルーム活動を
通して、子どもが
ネット問題について
主体的に話し合い、
問題を解決していく
ことや、児童会・生
徒会活動を通して
ネットのルールづく
りを進めていくなど
の取組を推進しま
す。また、友好な人
間関係を築くための
取組や、共感的に理
解する力、人間関係
調整力を育む学習に
ついても実践しま
す。

（
ウ
）
社
会
教
育

（
ア
）
講
演
会
や
研
修
会
の
開
催
な
ど

　企業や団体等の研
修会及び各種学校等
への講師の派遣など
を通じて、インター
ネットの利用に関す
る正しい知識を身に
付ける啓発を図りま
す。
　また、自分が被害
にあったり、人権侵
害だと思われる内容
を発見した時に対応
できる力を身に付け
る啓発活動を行いま
す。

　「ヒューマンパワー育成講座」（企業対象）の実施

　　市町村への事業委託による講演会や研修会等

　　の実施

　　　「じんけんふれあいフェスタ」の内容の

　　　工夫及び効果的な宣伝

人権啓発センター講師による人権研修の実施

人権作文募集事業の実施

市町村人権啓発担当者研修会の実施

各年　１推進地域及び ２指定校

毎年６名の人権教育主任のモデルとなる教員

を委嘱し、研究・研修を行う（小・中５名、県立１

名）

          前年度の対象者のフォローアップ
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【インターネットによる人権侵害】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
イ

　
啓
発

（
ア
）
講
演
会
や
研
修
会
の
開
催
な

351

　平成29年度は、県民を
対象とした人権啓発の
「ハートフルセミナー」を
年間５講座開催してお
り、参加者の満足度は、
97.5％（５講座平均）で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことと、基本
方針の改定によって新
たに追加した個別の人
権課題も含めて実施して
いくことが必要である。

　個別の人権課題等に
ついての県民を対象と
した研修会の実施

　県民が「インターネット
による人権侵害」に関
する正しい認識や知識
を身に付けることで、イ
ンターネットによる人権
侵害の防止につなが
る。

　「ハートフルセミナー」
（県民対象）の参加者
の「個別の人権課題
（インターネットによる
人権侵害）への理解
が深まった」の割合を
90％以上にする。

人権課 94

352

　平成29年度実績として
は、10団体への支援を
実施している。民間団体
の主体的な活動への経
費の一部支援ということ
で、こうした活動が更に
広がるように、新しい団
体の取組促進につなげ
ていく必要がある。

　民間団体が実施する
人権意識の高揚を目的
とした活動への支援

　職場や地域などで主
体的に人権に関する学
習ができる環境の基盤
づくりが整う。

　参加者の「個別の人
権課題（インターネット
による人権侵害）への
理解が深まった」の割
合：80％以上

人権課 94

353

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「インターネットによる人
権侵害」に関する研修は
９回であった。
　今後は、「インターネッ
トによる人権侵害」に関
する研修の内容を更に
充実させていくことが必
要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施
（再掲）

　（県民の）「インター
ネットによる人権侵害」
に対する正しい理解と
認識が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 94

（
イ
）
広
報
活
動

　テレビ・ラジオ・
新聞・ホームページ
等を活用した広報を
実施するとともに、
県民にわかりやす
く、実践につなげる
ことができる内容の
啓発パンフレットな
どを作成し、配布し
ます。

354

「人権啓発シリーズ」・
「人権啓発研修ガイド
ブック」の作成や、啓発
冊子を購入し、研修用テ
キストや講演会での研
修資料として活用してい
る。
　今後もその取組を継続
するとともに、人権全般
や各個別の人権課題に
関する内容を盛り込んだ
ものにしていくことが必
要である。

　興味・関心の持てる内
容のテキストや啓発用
の冊子、資料、リーフ
レット、パネル等の作
成・配布・展示

　啓発冊子を活用した
研修等を実施すること
で、人権全般について、
正しい理解と認識のあ
る県民が多くなる。

― 人権課 94

355

　平成26年度からは人
権映画のテレビ放映に
替わって、人権の取組を
紹介する人権ミニ番組を
制作しテレビ放映を行っ
ている。また、29年度か
らは大型映画施設で上
映前に放映するスポット
コマーシャルを制作放映
している。　今後も媒体
の特徴を活かした、より
効果的な提供を行って
いく必要がある。

　テレビ、新聞、スポット
コマーシャルなど様々
なマスメディアを通じて
個別の人権課題を広く
県民に周知する。

　（県民の）「インター
ネットによる人権侵害」
に対する正しい理解と
認識が高まる。

　５年間で２回以上は
「インターネットによる
人権侵害」をテーマに
マスメデイアを通じた
啓発を行う。

人権課 94

356

　バス車内への広告掲
示や、列車へのポスター
掲示等を行っており、広
く県民の目にふれるかた
ちでの啓発活動に取り
組んでいる。
　今後は、継続した取組
と掲載内容等の工夫が
必要である。

　公共の交通機関を活
用した人権啓発広告や
ポスターの掲示の実施

　（県民の）「人権」に対
する正しい理解と認識
が高まる。

― 人権課 94

357

　平成29年度実績として
は、利用者645人、図書・
ビデオ・DVD・パネルの
貸出1,314件であった。
　今後は、県民に更に図
書資料室の存在を知っ
てもらい、活用してもらう
必要がある。

　県立人権啓発セン
ターの図書資料室の活
性化

　県民に身近な図書資
料室として認知され、人
権に関する生涯学習の
場や資料を十分に提供
できる施設となる。

　利用者数を780人
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 94

358

　これまでもホームペー
ジの充実等に努めてき
たことから、H29年度の
アクセス数はH25年度の
2.2倍となった。また、平
成29年度から季刊誌「こ
こるんだより」を発行して
いる。個別の人権課題に
合った「コラム」等の執筆
者を選定する等紙面づく
りに工夫が必要である。

　人権啓発センターの
事業等の情報発信

　（公財）人権啓発セン
ターの研修等の取組に
ついての認知度が高ま
リ、個別の人権課題に
ついて多くの県民に周
知できている。

　「ここるんだより」で５
年間に各人権課題を
１回以上特集する。

　ホームページのアク
セス数を124,000件
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 94

　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
人
権
侵
害

　企業や団体等の研
修会及び各種学校等
への講師の派遣など
を通じて、インター
ネットの利用に関す
る正しい知識を身に
付ける啓発を図りま
す。
　また、自分が被害
にあったり、人権侵
害だと思われる内容
を発見した時に対応
できる力を身に付け
る啓発活動を行いま
す。

「ハートフルセミナー」（県民対象）の実施

人権啓発センター講師による人権研修の実施

（再掲）

「民間団体への助成事業」の実施と県民への周知

バス車内への広告掲示、列車へのポスター

掲示、関係機関へのチラシやポスターの配布

　啓発用の冊子、資料、リーフレット、パネル等

　の作成・配布・展示

マスメディアを通じた啓発

　　○ホームページや季刊誌「ここるんだより」、

　　　研修会などを活用した宣伝

　　○人権に関する幅広い分野の図書や

　　　　視聴覚教材の整備

　　　　○季刊誌「ここるんだより」の発行

　　　　○ホームページの充実
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【インターネットによる人権侵害】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
イ

　
啓
発

（
イ
）
広
報
活
動

359

　子どもへの人権啓発に
関する取組を県内のス
ポーツ組織と共に実施し
ており、今後もより効果
のある内容に発展させて
いくことが必要である。

　県内のスポーツ組織
と連携協力した人権啓
発活動の実施

　スポーツを通じた人権
啓発の取組により、人
権を身近な問題としてと
らえる子どもが多くな
る。

　イベント参加者の「人
権に関する新しい気
づきがあった」の割合
を90％以上にする。

人権課 94

360

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

 農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（農業協同
組合）全てが80点以
上を獲得している。

農業政策課 94

361

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（森連、森林
組合）全てが80点以
上を獲得している。 森づくり

推進課
94

362

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
人権啓発活動に主体
的に取り組んでいる漁
協等の団体の割合が
80％以上となる。 水産政策課 94

（
ア
）
関
係
機
関
と
の
連
携

　市町村等にイン
ターネットによる人
権侵害が起こった場
合の削除要請の依頼
方法について周知し
ます。
　また、警察や法務
局などの関係機関と
連携しながら、書き
込みがあった場合
は、迅速かつ適切な
対応に努めます。

363

　携帯電話やスマート
フォン等について、保護
者が子どもの利用状況
をきちんと把握できてい
ない状況がある。
　保護者がネット上のト
ラブルから子どもを守る
ための方法等を知らな
い状況がある。

（平成３０年度調査）
　インターネットの適正な
利用に関するルールづく
りを行った学校（ＰＴＡ含
む）の割合
小学校：35.6%
中学校：50.5%
高等学校33.3%

　親子で考えるネットマ
ナーアップ事業の実施

　平成30年度よりネット
に関する教材作成委員
会として継続
（再掲）

　携帯電話やスマート
フォン等の利用におい
て、フィルタリングの設
定や家庭でのルールづ
くりが進む。
　各学校において、道
徳の時間や学級活動、
ホームルーム等におい
て、情報モラル教育の
授業が確実に位置付け
られている。

　平成35年度までに、
○インターネットの適
正な利用に関するルー
ルづくりを行った学校
（ＰＴＡ含む）の割合
小学校：80%以上
中学校：90%以上
高等学校:90%以上

人権教育課 94

364

　これまでにも対応につ
いては、情報提供や啓
発資料をとおして説明し
てきた。
　今後は、更に最新情報
も提供しつつ、自らが対
応することの自覚とスキ
ルを身に付けさせること
が必要である。

　市町村人権担当職員
に対する研修の実施

　市町村人権担当職員
がインターネット上の人
権侵害の書き込みへの
対応スキルを身に付
け、各市町村で削除要
請等の対応ができる状
態となる。

―

人権課 94

　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
人
権
侵
害

　テレビ・ラジオ・
新聞・ホームページ
等を活用した広報を
実施するとともに、
県民にわかりやす
く、実践につなげる
ことができる内容の
啓発パンフレットな
どを作成し、配布し
ます。

　
ウ

　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
人
権
侵
害
の
お
そ
れ
が
あ
る
書
き
込
み
な
ど
へ
の
対
応

　市町村人権啓発担当者研修会において情報提供

普及啓発資料の配布

普及啓発資料の配布

スポーツ組織等との協働イベントの開催

普及啓発資料の配布

　　ネット問題に関するＰＴＡ研修等、保護者への啓発
　　活動の推進(再掲)

　ネットマナー向上等のための教材の開発や発信

（再掲）

　　　児童会生徒会交流集会の実施（再掲）

　　　学校ネットパトロールの実施（再掲）
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【インターネットによる人権侵害】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
人
権
侵
害

（
ア
）
関
係
機
関
と
の
連
携

　市町村等にイン
ターネットによる人
権侵害が起こった場
合の削除要請の依頼
方法について周知し
ます。
　また、警察や法務
局などの関係機関と
連携しながら、書き
込みがあった場合
は、迅速かつ適切な
対応に努めます。

365

　近年、インターネットの
匿名性を悪用し、電子掲
示板やホームページに
他人を誹謗中傷する表
現や差別を助長する表
現が書き込まれるなど、
人権を侵害する事例が
増加している。
　インターネットによる人
権侵害のおそれがある
書き込み等があった場
合、掲示板等の管理者
に対し、書き込みの削除
を要請するとともに、市
町村担当者においても
適切な対応ができるよう
に情報提供等を行う必
要がある。

市町村人権担当職員に
対し、インターネットによ
る人権侵害のおそれの
ある書き込み等への対
応策を周知する。

　インターネット上の書
き込み等をモニタリング
し、人権侵害の書き込
みについては削除要請
を行う。、また、市町村
人権担当職員がイン
ターネット上の人権侵
害の書き込みへの対応
スキルを身に付ける。

―

人権課 94

366

休日・夜間も含め、24時
間体制で電話相談に対
応している。特に、休日･
夜間の相談については、
必要に応じて、心の教育
センターの来所相談につ
なげることや、緊急事案
に迅速かつ適切に対応
する必要がある。

　24時間電話相談事業
の実施

　電話相談カードの配
付（小１～高3）による広
報活動

　専門性の高い相談員
を配置し、緊急に対応
が必要な案件について
は、関係機関と連携し、
適切な対応ができてい
る。

　心の教育センターの
相談支援件数（来所・
電話・メール・出張・巡
回相談）延べ3,700件
以上

目標年度：H31年度

第2期高知県教育振興
基本計画

心の教育
センター

94

367

　心の教育センターに高
度な専門性を有するス
クールカウンセラー（SC）
やスクールソーシャル
ワーカー（SSW）を配置し
相談支援体制を強化す
る中で来所相談の受理
件数は増加傾向にある。
　個々のケースに応じ
て、学校、関係機関との
連携を深め、効果的な支
援をしていく必要があ
る。
　心の教育センターの相
談業務について継続し
た広報・周知が必要であ
る。

　いじめや不登校をはじ
めとする子どもの悩み
や、子どもの教育に関
する悩み、発達上の課
題や行動上の諸問題に
ついて、来所相談、出
張教育相談、Ｅメール
相談等を通して支援を
行う。
　相談チラシを配付し、
相談についての広報活
動を行う。

　心の教育センターの
相談支援機能を強化す
ることにより、学校生活
やいじめ・不登校、家庭
問題等児童生徒を取り
巻く教育課題の改善に
つながっている。

　心の教育センターの
相談支援件数（来所・
電話・メール・出張・巡
回相談）延べ3,700件
以上

目標年度：H31年度

第2期高知県教育振興
基本計画 心の教育

センター
94

368

　子どもへの接し方がわ
からなかったり、子育て
に不安や悩みを抱える
保護者が多い。
　複雑化・多様化する保
護者の不安や悩みに、
各保育所・幼稚園等で日
常的・継続的に対応する
ことが必要である。

　親育ち支援啓発事業
の実施

　親の子育て力を高め
て、よりよい親子関係の
構築を促し、子どもの健
やかな育ちにつなげ
る。

【保護者研修】
・参加者数　1,400人以
上
・アンケートの結果「今
後の子育てに活かして
いきたい」⇒100％
【保育者研修】
・園及び市町村での合
同研修の参加者数　
800人以上
・親育ち支援講座の参
加者数　150人以上

目標年度：H31年度

第２期高知県教育振
興基本計画

幼保支援課 94

369

　人権全般にわたって相
談を受付け、関係機関と
の今後もきめ細やかな
対応を行うとともに、関
係機関との連携を密にし
ていく必要がある。

　（公財）高知県人権啓
発センターにおける人
権相談の実施

　県民から頼られ信頼さ
れる相談機関としての
窓口となる。

― 人権課 94

370

・隣保館職員は短いサイ
クルで異動するため、短
期間で専門的知識を習
得する必要がある。
・隣保館職員等からの要
望をもとに、資質の向上
を図るための研修等が
必要である。

・隣保館を定期的に訪
問し、DVに関する相談
の有無や対応状況を聞
き取る。
・隣保館職員等研修事
業を委託し、隣保館職
員への研修を行う。

　臨保館職員が人権施
策を推進していくための
知識とスキルを身につ
けている。

－ 人権課 94

　
ウ

　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
人
権
侵
害
の
お
そ
れ
が
あ
る
書
き
込
み
な
ど
へ
の
対
応

（
イ
）
被
害
者
へ
の
ケ
ア

　書き込みの内容に
よっては、警察や学
校等が中心となっ
て、被害者の心のケ
アを行います。 保護者研修の実施

　　毎日24時間の電話相談体制の充実による

　　相談機能及び関係機関との連携の強化

　　教育相談（来所相談・出張教育相談・

　　Ｅメール・ＳＮＳ等相談）の実施

　　インターネットの監視と人権侵害のおそれの

　　ある書き込みの削除要請

　　市町村への削除要請方法等の情報提供

「隣保館職員への研修

人権相談の実施

保育者研修の実施
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【災害と人権】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

　
ア

　
教
育

371

　災害時の人権問題を
正しく認識できる研修の
機会は少なく、課題意識
については園所によって
格差が大きいと考えられ
る。

　先進的な情報を提案
できる講師による講演
会を実施

　災害時の人権につい
て正しく認識できる職員
が、積極的に人権課題
の解決に向けて取組を
進める。

　「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

101

372

　各保育所・幼稚園等で
自主的・計画的な研修が
十分に行われておらず、
職員が相互に実践力を
高めていく体制が弱い。

　園内研修支援事業の
実施
（園内研修支援・ブロッ
ク別研修支援）

　生命の大切さと人を
尊重する心や態度が幼
児期から育まれるよう､
人権意識の基礎を培う
保育・教育が行われる。

〈第２期高知県教育振興
基本計画：Ｈ31年度〉【園
内研修支援】
・園内研修支援・ブロック
別研修支援の実施回数：
年間200回以上
・実施後のアンケート調査
で「引き続き園内研修支
援を実施する」と回答した
園の割合：100%
【ブロック別研修支援】
・ブロック別研修支援実施
園におけるミドルリーダー
フォローアップ研修対象
者の研修実施率：100%
・公開保育実施園の年度
末アンケート調査で「保育
実践が向上・改善した」と
回答した園の割合：80％
以上

幼保支援課 101

（
イ
）
学
校
教
育

　防災教育の実施に
加え、避難所におい
てのプライバシーの
保護、要配慮者や女
性の避難所生活での
配慮について、過去
の事例などを活用し
て、自分の在り方に
ついて考えさせる学
習を実践します。

373

　私立学校人権教育指
導業務を委託し、人権教
育指導員による私立学
校への訪問指導の実
施、私立学校教職員に
対する研修会の開催等
により、私立学校におけ
る人権教育の推進を
図っている。
　社会情勢や各学校の
要請に応じながら継続し
た取組が必要。

　引き続き、人権教育指
導員による私立学校へ
の訪問指導、私立学校
教職員に対する研修会
等を実施する。

　各学校の要請に応じ
た指導、職制や段階に
応じた体系的な研修の
実施等により、各私立
学校における人権教育
の推進に寄与してい
る。 ―

私学・大学
支援課

101

374

　防災教育の教職員用
指導資料として平成25
年3月に策定した「高知
県安全教育プログラム
（震災編）」には、自他の
生命や人権の尊重につ
いて考えさせる学習も含
まれているが、プログラ
ムに基づく防災教育の
取組は学校により格差
がある。

　高知県安全教育プロ
グラム（震災編）に基づ
く防災教育の実施を防
災教育研修会等で推進

　子どもたちが、災害時
に自分の命だけでなく、
他者の命や人権も大切
にできる力を身に付け
ている。

　高知県安全教育プロ
グラム（震災編）に基づ
く防災教育実施率
100％

学校安全
対策課

101

375

　人権教育の重要性を
認識しつつも、人権学習
の進め方については、転
換期にあり、学習指導要
領の趣旨に沿った授業
となっていない事例があ
る。
※H30年度より、「人権教
育授業研究講座」が統
合

　受講者自らが人権教
育推進に係るテーマを
設定し、授業計画や学
習指導案の作成等につ
いて協議を実施

　災害時の人権問題に
ついて、各校の実態に
即した人権学習を展開
できるリーダー的役割
を担う実践者が育って
いる。

　「人権教育実践スキ
ルアップ講座」
総合評価の５件法で４
以上とする。

教育
センター

101

376

　人権教育主任の主な
役割は、校内の人権教
育の推進であるが、組織
マネジメントの意識が十
分ではない状況が見ら
れるとともに、全員が人
権課題に対して十分な
知識や経験を有している
とは言えない状況にあ
る。
（連絡会議の平成25年
度研修満足度：80.3％）

○人権教育主任の職務
の説明や、人権教育推
進に向けた、ＰＤＣＡサ
イクルに基づくマネジメ
ント研修を実施

○人権教育主任に人権
課題や人権学習につい
ての情報提供と他校と
の情報交換を実施

　各校において、人権
教育推進のためのＰＤ
ＣAサイクルが確立する
とともに、災害時の人権
問題の現状を正しく把
握し人権学習の在り方
を校内で積極的に推進
できる。

○各年度の研修満足
度を８０％以上にする。
○「災害時の人権問
題」を年間指導計画に
位置付けている学校
の割合
中学校区100%
高等学校100%
設定年度：H31年度末
第2期高知県教育振興
基本計画
○「人権教育主任研
修」
総合評価の５件法で４
以上とする。

人権教育課

教育
センター

101

377

　災害時の人権問題を
正しく認識できる研修の
機会は少なく、課題意識
については学校によって
格差が大きいと考えられ
る。

　先進的な情報を提案
できる講師による講演
会を実施（再掲）

　災害時の人権問題を
正しく認識できる教職員
が、積極的に人権課題
の解決に向けて取組を
進める。

　「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

101

378

　人権尊重の社会づくり
に向けて、学校・家庭・
地域社会が一体となった
人権教育の総合的な取
組を推進していく必要が
ある。
　児童生徒の人権感覚
を育成するために、学校
における人権教育に関
する指導方法の改善・充
実を図る必要がある。
（平成29年度：１指定校）

　人権教育研究推進事
業の実施

　本事業を委託した推
進地域や推進校におい
ては、学校・家庭・地域
社会が一体となった人
権教育の総合的な取組
の推進や学校における
人権教育に関する指導
方法の改善及び充実が
図られる。
　さらに、その研究成果
が県内の学校に広が
る。

　各年複数の指定校
（地域）で研究の推進
を図る。

人権教育課 101

取組項目

　
災
害
と
人
権

（
ア
）
就
学
前
教
育

　日々の生活を通し
て、命の大切さに気
付くとともに、災害
から身を守ることが
できる態度や能力を
育む保育・教育を推
進します。

「人権教育主任研修」の実施

「人権教育主任連絡協議会」の実施

「人権教育セミナー」の実施

「人権教育実践スキルアップ講座」の実施

「人権教育セミナー」の実施（再掲）

園内研修支援の実施

ブロック別研修支援（13ブロック26園）の実施

訪問指導、研修会等の開催

「高知県安全教育プログラム」に基づく防災教育の実施

各年　１推進地域及び ２指定校
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【災害と人権】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
災
害
と
人
権

　
ア

　
教
育

（
イ
）
学
校
教
育

　防災教育の実施に
加え、避難所におい
てのプライバシーの
保護、要配慮者や女
性の避難所生活での
配慮について、過去
の事例などを活用し
て、自分の在り方に
ついて考えさせる学
習を実践します。

379

　人権尊重の学校づくり
を進めるためには、組織
的な人権教育の推進が
不可欠であり、そのため
の核となる人材の育成
が急務である。

人権が尊重された学校
づくり支援事業

　事業を修了したリー
ダーが核となって、学校
での組織的な人権教育
が推進される。
　また、その学校の取
組が市町村に広がる。

　対象者に本事業によ
る人権教育の充実度
などを問うアンケートを
実施し、５件法で平均
４以上とする。

人権教育課 101

380

　児童生徒の人権意識
や人権感覚を高めるた
めには、自分の生活やこ
れまでの生き方を人権
の視点で振り返る必要
がある。
（平成30年度：学校数
145校、応募数381編）

　人権作文募集事業の
実施

　人権作文に取り組む
ことにより、児童生徒の
人権意識や人権感覚が
高まるとともに、学校に
おける人権教育の取組
内容が充実する。

　人権作文に取り組む
学校数の増加とそれ
に伴う取組総数の増
加。

人権教育課 101

（
ウ
）
社
会
教
育

　災害時に、避難所
において要配慮者等
の人権を尊重するた
めの知識と対応力を
身に付ける学習や訓
練、根拠のない思い
込みや偏見で風評被
害等が起こらないよ
う、正しく情報を得
る力を育む学習な
ど、内容の充実を図
ります。

381

　人権課、県人権啓発セ
ンター、県教委人権教育
課の３者で市町村担当
者への研修会を年度当
初に実施しているが、今
後も、市町村担当者のス
キルアップにつながる内
容にしていくことが必要
である。

　市町村の人権担当職
員に対するスキルアッ
プ研修会の実施

　市町村の担当者が、
人権施策を推進してい
くための知識とスキルを
身に付けている。

― 人権課 101

382

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「災害と人権」に関する
研修は24回であった。
　今後は、「災害と人権」
に関する研修の内容を
更に充実させていくこと
が必要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施（再掲）

　（県民の）「災害と人
権」に対する正しい理解
と認識が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 101

 
イ

　
啓
発

383

　平成30年度現在、34市
町村（100％）に事業委
託を行っており、今後も
継続して県内全ての市
町村で人権啓発のため
の取組が行われるように
していく必要がある。

　市町村への事業委託
による各市町村での講
演会や研修会等の実施

　県内全ての市町村に
おいて人権に関する委
託事業が実施される。

　県内全市町村への
事業委託を継続して
行う。

人権課 101

384

　平成29年度実施の「じ
んけんふれあいフェス
タ」の参加者は約8,000
人であった。また、アン
ケートで「人権問題への
関心や理解が「大変深
まった」、「深まった」の割
合は89%であった。
　今後は、個別の人権課
題を含む人権全般に関
する県民の正しい理解と
認識を深めるために内
容等を工夫していく必要
がある。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の開催
（H29からは「障害者週
間の集い」を同時開催）

　（県民の）「人権」に対
する関心や正しい理解
と認識が高まる。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の参加者の
「人権課題への理解
が深まった」の割合を
85％以上にする。

人権課 101

385

　平成29年度は、人権の
視点を持って企業力を
高める人材育成を目的
とした「ヒューマンパワー
育成講座」を年間２回開
催しており、参加者の満
足度は、平均88.7％で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことや、参
加者の自社企業への還
元などが課題である。

　企業での人権意識を
持ったリーダーを養成
する研修会の実施

　研修受講者が企業内
の人権リーダーとなり、
研修で学んだことが職
場や顧客対応などに生
かされるようになる。

　参加者の「個別の人
権課題（災害と人権）
への理解が深まった」
の割合：９０％以上
受講者の「会社での啓
発実践に取り組みた
い」の割合：９０％以上

人権課 101

386

　平成29年度は、県民を
対象とした人権啓発の
「ハートフルセミナー」を
年間５講座開催してお
り、参加者の満足度は、
97.5％（５講座平均）で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことと、基本
方針の改定によって新
たに追加した個別の人
権課題も含めて実施して
いくことが必要である。

　個別の人権課題等に
ついての県民を対象と
した研修会の実施

　県民が「災害と人権」
に関する正しい認識や
知識を身に付けること
で、災害時における人
権侵害の防止につなが
る。

　「ハートフルセミナー」
（県民対象）の参加者
の「個別の人権課題
（災害と人権）への理
解が深まった」の割合
を90％以上にする。

人権課 101

（
ア
）
講
演
会
や
研
修
会
の
開
催
な
ど

　企業や団体等の研
修会及び各種学校等
への講師の派遣など
を通じて、災害時に
おいても、人権が守
られ、安心して生活
が送れるよう人権へ
の配慮についての啓
発活動を推進しま
す。

市町村人権啓発担当者研修会の実施

　「ヒューマンパワー育成講座」（企業対象）の実施

「ハートフルセミナー」（県民対象）の実施

市町村への事業委託による講演会や研修会等

の実施

　　　　　　「じんけんふれあいフェスタ」の内容の

　　　　　　工夫及び効果的な宣伝

人権啓発センター講師による人権研修の実施

人権作文募集事業の実施

毎年６名の人権教育主任のモデルとなる教員

を委嘱し、研究・研修を行う（小・中５名、県立１

名）

          前年度の対象者のフォローアップ
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【災害と人権】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
災
害
と
人
権

 
イ

　
啓
発

　企業や団体等の研
修会及び各種学校等
への講師の派遣など
を通じて、災害時に
おいても、人権が守
られ、安心して生活
が送れるよう人権へ
の配慮についての啓
発活動を推進しま
す。

387

　平成29年度実績として
は、10団体への支援を
実施している。民間団体
の主体的な活動への経
費の一部支援ということ
で、こうした活動が更に
広がるように、新しい団
体の取組促進につなげ
ていく必要がある。

　民間団体が実施する
人権意識の高揚を目的
とした活動への支援

　職場や地域などで主
体的に人権に関する学
習ができる環境の基盤
づくりが整う。

　参加者の「個別の人
権課題（災害と人権）
への理解が深まった」
の割合：80％以上

人権課 101

388

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「災害と人権」に関する
研修は24回であった。
　今後は、「災害と人権」
に関する研修の内容を
更に充実させていくこと
が必要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施
（再掲）

　（県民の）「災害と人
権」に対する正しい理解
と認識が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 101

389

　「人権啓発シリーズ」・
「人権啓発研修ガイド
ブック」の作成や、啓発
冊子を購入し、研修用テ
キストや講演会での研
修資料として活用してい
る。
　今後もその取組を継続
するとともに、人権全般
や各個別の人権課題に
関する内容を盛り込んだ
ものにしていくことが必
要である。

　興味・関心の持てる内
容のテキストや啓発用
の冊子、資料、リーフ
レット、パネル等の作
成・配布・展示

　啓発冊子を活用した
研修等を実施すること
で、人権全般について、
正しい理解と認識のあ
る県民が多くなる。

― 人権課 101

390

　平成26年度からは人
権映画のテレビ放映に
替わって、人権の取組を
紹介する人権ミニ番組を
制作しテレビ放映を行っ
ている。また、29年度か
らは大型映画施設で上
映前に放映するスポット
コマーシャルを制作放映
している。　今後も媒体
の特徴を活かした、より
効果的な提供を行って
いく必要がある。

　テレビ、新聞、スポット
コマーシャルなど様々
なマスメディアを通じて
個別の人権課題を広く
県民に周知する。

　（県民の）「災害と人
権」に対する正しい理解
と認識が高まる。

　５年間で２回以上は
「災害と人権」をテーマ
にマスメデイアを通じ
た啓発を行う。

人権課 101

391

　バス車内への広告掲
示や、列車へのポスター
掲示等を行っており、広
く県民の目にふれるかた
ちでの啓発活動に取り
組んでいる。
　今後は、継続した取組
と掲載内容等の工夫が
必要である。

　公共の交通機関を活
用した人権啓発広告や
ポスターの掲示の実施

　（県民の）「人権」に対
する正しい理解と認識
が高まる。

― 人権課 101

392

　平成29年度実績として
は、利用者645人、図書・
ビデオ・DVD・パネルの
貸出1,314件であった。
　今後は、県民にさらに
図書資料室の存在を
知ってもらい、活用しても
らう必要がある。

　県立人権啓発セン
ターの図書資料室の活
性化

　県民に身近な図書資
料室として認知され、人
権に関する生涯学習の
場や資料を十分に提供
できる施設となる。

　利用者数を780人
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 101

393

　これまでもホームペー
ジの充実等に努めてき
たことから、H29年度の
アクセス数はH25年度の
2.2倍となった。また、平
成29年度から季刊誌「こ
こるんだより」を発行して
いる。個別の人権課題に
合った「コラム」等の執筆
者を選定する等紙面づく
りに工夫が必要である。

　人権啓発センターの
事業等の情報発信

　（公財）人権啓発セン
ターの研修等の取組に
ついての認知度が高ま
リ、個別の人権課題に
ついて多くの県民に周
知できている。

　「ここるんだより」で５
年間に各人権課題を
１回以上特集する。

　ホームページのアク
セス数を124,000件
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 101

394

　子どもへの人権啓発に
関する取組を県内のス
ポーツ組織と共に実施し
ており、今後もより効果
のある内容に発展させて
いくことが必要である。

　県内のスポーツ組織
と連携協力した人権啓
発活動の実施

　スポーツを通じた人権
啓発の取組により、人
権を身近な問題としてと
らえる子どもが多くな
る。

　イベント参加者の「人
権に関する新しい気
づきがあった」の割合
を90％以上にする。

人権課 101

395

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

 農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（農業協同
組合）全てが80点以
上を獲得している。

農業政策課 101

（
ア
）
講
演
会
や
研
修
会
の
開
催
な
ど

普及啓発資料の配布

人権啓発センター講師による人権研修の実施

（再掲）

「民間団体への助成事業」の実施と、県民への周知

バス車内への広告掲示、列車へのポスター

掲示、関係機関へのチラシやポスターの配布

  啓発用の冊子、資料、リーフレット、パネル等

  の作成・配布・展示

スポーツ組織等との協働イベントの開催

マスメディアを通じた啓発

○ホームページや季刊誌「ここるんだより」、

　　研修会などを活用した宣伝

○人権に関する幅広い分野の図書や

　　視聴覚教材の整備

　　　　○季刊誌「ここるんだより」の発行

　　　　○ホームページの充実
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【災害と人権】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
災
害
と
人
権

　
イ

　
啓
発

（
イ
）
広
報
活
動

　あらゆる機会やマ
スメディアを活用
し、災害時の人権へ
の配慮についての広
報活動を実施すると
ともに、情報・資料
の提供を行います。

396

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（森連、森林
組合）全てが80点以
上を獲得している。

森づくり
推進課

101

397

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
人権啓発活動に主体
的に取り組んでいる漁
協等の団体の割合が
80％以上となる。

水産政策課 101

　
ウ

　
災
害
時
の
対
応

（
ア
）
ハ
ー
ド
面
の
充
実

　社会福祉施設の防
災対策や、要配慮者
等に対応した避難所
の整備（福祉避難所
の指定促進など）を
推進します。

398

　福祉避難所の指定に
関しては、平成30年3月
末現在、県内34市町村
204施設となっている。
　しかし想定される要配
慮者に対して不足が見
込まれる。

　さらなる指定促進のた
め、福祉避難所として
最低限必要となる備蓄
物資の購入助成を市町
村に対し行うなど、福祉
避難所の指定促進を図
る。
　また、一般避難所で
の要配慮者スペースの
設置、拡充を図る。

　県内全市町村の避難
所で受入必要人数を確
保できているとともに運
営体制の強化が図られ
ており、災害時における
要配慮者の避難支援対
策の取組が進んでい
る。

―
地域福祉
政策課

101

399

　耐震化が完了していな
い社会福祉施設がある。
　また、地震発生時津波
浸水予測区域内に存在
している社会福祉施設
がある。
　施設の耐震化及び避
難等のための施設改修
や設備整備、高台移転
等の避難対策が必要。

○社会福祉施設の耐震
化の促進
○社会福祉施設の施設
改修等への支援
○社会福祉施設の高台
移転等への支援

　入所型高齢者施設
の耐震化率99.2％

第４期高知県南海トラ
フ地震対策行動計画 高齢者

福祉課
101

400

　実情に応じた防災マ
ニュアルの整備や避難
訓練等が十分でない社
会福祉施設があり、被災
時に支援の必要な高齢
者等が逃げ遅れる恐れ
がある。
　事業継続計画が策定
されていない。

○社会福祉施設の防災
マニュアルに基づく実行
支援（新規施設の指
定、既存施設の更新等
の際に防災マニュアル
の確認や指導を実施）

○従業者50名未満の高
齢者施設のうち津波想
定浸水区域内にある施
設のＢＣＰ（事業継続計
画）策定率100%

　防災マニュアルの作
成率100％

従業者50名未満の高
齢者施設のうち津波想
定浸水区域内にある
施設のＢＣＰ策定率
100%

第４期高知県南海トラ
フ地震対策行動計画

高齢者
福祉課

101

401

　津波による被害を受け
る恐れのある障害者施
設等は55か所あるが、
平成29年の高台移転の
意向調査によると、移転
先の確保や法人の財務
状況等で難しいと回答し
た施設もあった。

　高台移転及び避難ス
ペースの整備も含む施
設整備費（国庫補助事
業）は、国の予算が縮小
されている。

○津波による被害を受
ける恐れのある社会福
祉施設の高台等への移
転を支援
○社会福祉施設におけ
る在宅障害者向け避難
スペースの確保を支援

○津波による被害を受
ける恐れのある施設が
減っている。
○避難スペースの整備
が進み、障害特性に応
じた福祉避難所が増え
ている。

― 障害福祉課 101

402

　人権に配慮した避難所
の運営が行える体制と
するため、自治体職員や
住民を対象にした訓練
や研修が必要である。

　避難所運営訓練（ＨＵ
Ｇ）の実施

　地域の防災リーダー
により、人権に配慮した
避難所運営ができるよ
うにする。

高知県南海トラフ地震
対策行動計画

南海トラフ
地震対策課

102

403

　要配慮者のうち、災害
時に１人では避難するこ
とが困難な方（避難行動
要支援者）の名簿を避難
支援関係者に提供し、そ
の名簿に基づき個別の
避難計画を策定するとと
もに、実効性のある避難
支援体制を構築する必
要があるが、名簿提供
が進んでいない。

　避難行動要支援者名
簿提供先の拡大、避難
行動要支援者の避難訓
練への参加促進等、避
難支援体制の構築を促
進

　各市町村及び各地域
において、避難行動要
支援者名簿の提供や個
別の避難計画の策定が
進み、避難支援体制の
構築がなされている。

―
地域福祉
政策課

102

404

　地域住民を守る災害救
護救援研修会の開催に
より、自身、家族、地域
住民を守るための具体
的な知識、技術を身に付
け、災害に備える。

　県民及び市町村職員
等に対し、災害救助に
関連する研修会を開催

　県民及び市町村職員
において、災害に対す
る意識が高まる。

―
地域福祉
政策課

102

　全ての社会福祉施設
で施設の実情に応じた
防災対策が整備される
とともに事業継続に必
要な計画が策定された
うえで、定期的に訓練
が実施され、それにより
適宜防災対策が見直さ
れる等、防災対策、事
業継続におけるＰＤＣＡ
が根付いている。

（
イ
）
ソ
フ
ト
面
の
充
実

　避難所の運営や訓
練、心のケア体制の
整備、災害ボラン
ティアセンター設置
のためのノウハウの
蓄積や県域支援体制
づくりを通じて、人
づくり、ネットワー
クづくりの充実・強
化を図ります。

普及啓発資料の配布

避難所運営訓練（ＨＵＧ）の実施

普及啓発資料の配布

社会福祉施設の高台等への移転支援

避難スペースの整備促進

運営体制の充実・強化

災害時要配慮者避難支援体制の構築の促進

　高知県災害時における要配慮者避難支援

　ガイドラインによる要配慮者支援の取組

　　　自助・共助力を身に付ける研修会の実施

耐震化の促進

高台移転等への補助

防災マニュアルの確認や指導の実施

ＢＣＰ未策定施設に対する策定への働きかけ等

施設改修等への補助
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【災害と人権】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
災
害
と
人
権

　
ウ

　
災
害
時
の
対
応

（
イ
）
ソ
フ
ト
面
の
充
実

　避難所の運営や訓
練、心のケア体制の
整備、災害ボラン
ティアセンター設置
のためのノウハウの
蓄積や県域支援体制
づくりを通じて、人
づくり、ネットワー
クづくりの充実・強
化を図ります。

405

　災害時に各被災市町
村が自力で災害ボラン
ティアセンターを立ち上
げることができるよう体
制強化を図る必要があ
る。
　また、平成30年度に全
市町村社協で策定済み
となる初期行動計画の
周知徹底が必要。

　ノウハウの習得・蓄積
による人材育成や、東
日本大震災のような大
規模災害時に必要とな
る県域での支援体制を
構築する。

　災害の規模に応じて、
市町村単位、県域単位
で災害ボランティアセン
ターを設置し、復興を進
めることで、住民の命や
暮らしを守ることができ
る。

―
地域福祉
政策課

102

406

　避難所での心のケア活
動など、市町村等関係
者への心のケアマニュア
ルの周知がまだ十分と
は言えない。

　災害時の心のケアマ
ニュアルに基づき、市町
村を対象とした研修会
や訓練、人材の養成等
を通じて、全県での心
のケア体制整備を推進

　災害時の心のケア体
制が整備できている。

障害保健
支援課

102

407

　ボランティアの登録は
あるが、派遣方法の検
討や市町村との調整が
必要。

　災害時聴覚障害者情
報支援ボランティアの
避難所等への派遣体制
の整備

　災害時のボランティア
の派遣体制が整備でき
ている。

― 障害福祉課 102

408

　人権全般にわたって相
談を受付け、関係機関と
の連携を図り、対応して
いる。今後もきめ細やか
な対応を行うとともに、関
係機関との連携を密にし
ていく必要がある。

　（公財）高知県人権啓
発センターにおける人
権相談の実施

　県民から頼られ信頼さ
れる相談機関としての
窓口となる。

― 人権課 102

409

・隣保館職員は短いサイ
クルで異動するため、短
期間で専門的知識を習
得する必要がある。
・隣保館職員等からの要
望をもとに、資質の向上
を図るための研修等が
必要である。

・隣保館を定期的に訪
問し、DVに関する相談
の有無や対応状況を聞
き取る。
・隣保館職員等研修事
業を委託し、隣保館職
員への研修を行う。

　臨保館職員が人権施
策を推進していくための
知識とスキルを身につ
けている。

－ 人権課 102

「隣保館職員」への研修

人権相談の実施

災害時のボランティアの派遣体制の整備

災害時の心のケア体制整備

  災害ボランティアセンター県域支援体制づくり
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【性的指向・性自認】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

　
ア

　
教
育

（
ア
）
就
学
前
教
育

410

　「性的指向」や「性自
認」を正しく認識できる研
修の機会は少なく、課題
意識については園所に
よって格差が大きいと考
えられる。

　先進的な情報を提案
できる講師による講演
会を実施

　「性的指向」や「性自
認」について正しく認識
できる職員が、積極的
に人権課題の解決に向
けて取組を進める。

「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

109

411

　各保育所・幼稚園等で
自主的・計画的な研修が
十分に行われておらず、
職員が相互に実践力を
高めていく体制が弱い。

　園内研修支援事業の
実施
（園内研修支援・ブロッ
ク別研修支援）

　それぞれの違いや多
様性に気づくとともに互
いを認め合う心や態度
が幼児期から育まれる
よう､人権意識の基礎を
培う保育・教育が行わ
れる。

〈第２期高知県教育振興
基本計画：Ｈ31年度〉【園
内研修支援】
・園内研修支援・ブロック
別研修支援の実施回数：
年間200回以上
・実施後のアンケート調査
で「引き続き園内研修支
援を実施する」と回答した
園の割合：100%
【ブロック別研修支援】
・ブロック別研修支援実施
園におけるミドルリーダー
フォローアップ研修対象
者の研修実施率：100%
・公開保育実施園の年度
末アンケート調査で「保育
実践が向上・改善した」と
回答した園の割合：80％
以上

幼保支援課 109

（
イ
）
学
校
教
育

　児童生徒の発達段
階に応じ、多様な性
について理解を深め
る教育を行うととも
に、誰もが協調して
生きる態度の育成に
努めます。
 また、多様な性に
対する教職員自身の
理解を深め、児童生
徒に適切な支援を行
えるよう校内支援体
制の充実を図りま
す。

412

　私立学校人権教育指
導業務を委託し、人権教
育指導員による私立学
校への訪問指導の実
施、私立学校教職員に
対する研修会の開催等
により、私立学校におけ
る人権教育の推進を
図っている。
　社会情勢や各学校の
要請に応じながら継続し
た取組が必要。

　引き続き、人権教育指
導員による私立学校へ
の訪問指導、私立学校
教職員に対する研修会
等を実施する。

　各学校の要請に応じ
た指導、職制や段階に
応じた体系的な研修の
実施等により、各私立
学校における人権教育
の推進に寄与してい
る。

―
私学・大学
支援課

109

413

　人権教育の重要性を
認識しつつも、人権学習
の進め方については、転
換期にあり、学習指導要
領の趣旨に沿った授業
となっていない事例があ
る。
※H30年度より、「人権教
育授業研究講座」が統
合

　受講者自らが人権教
育推進に係るテーマを
設定し、授業計画や学
習指導案の作成等につ
いて協議を実施

　性的指向・性自認に
関する人権問題につい
て、各校の実態に即し
た人権学習を展開でき
るリーダー的役割を担う
実践者が育っている。

　「人権教育実践スキ
ルアップ講座」
総合評価の５件法で４
以上とする。

教育
センター

109

414

　人権教育主任の主な
役割は、校内の人権教
育の推進であるが、組織
マネジメントの意識が十
分ではない状況が見ら
れるとともに、全員が人
権課題に対して十分な
知識や経験を有している
とは言えない状況にあ
る。
（連絡会議の平成25年
度研修満足度：80.3％）

○人権教育主任の職務
の説明や、人権教育推
進に向けた、ＰＤＣＡサ
イクルに基づくマネジメ
ント研修を実施

○人権教育主任に人権
課題や人権学習につい
ての情報提供と他校と
の情報交換を実施

　各校において、人権
教育推進のためのＰＤ
ＣAサイクルが確立する
とともに、災害時の人権
問題の現状を正しく把
握し人権学習の在り方
を校内で積極的に推進
できる。

○各年度の研修満足
度を８０％以上にする。

○「性的指向・性自認
に関する人権問題」を
年間指導計画に位置
付けている学校の割
合
中学校区100%
高等学校100%

設定年度：H31年度末
第2期高知県教育振興
基本計画

○「人権教育主任研
修」
総合評価の５件法で４
以上とする。

人権教育課

教育
センター

109

415

　「性的指向」や「性自
認」を正しく認識できる研
修の機会は少なく、課題
意識については園所に
よって格差が大きいと考
えられる。

　先進的な情報を提案
できる講師による講演
会を実施（再掲）

　「性的指向」や「性自
認」について正しく認識
できる職員が、積極的
に人権課題の解決に向
けて取組を進める。

　「人権教育セミナー」　
80人以上が受講する。

教育
センター

109

416

　人権尊重の社会づくり
に向けて、学校・家庭・
地域社会が一体となった
人権教育の総合的な取
組を推進していく必要が
ある。
　児童生徒の人権感覚
を育成するために、学校
における人権教育に関
する指導方法の改善・充
実を図る必要がある。
（平成29年度：１指定校）

　人権教育研究推進事
業の実施

　本事業を委託した推
進地域や推進校におい
ては、学校・家庭・地域
社会が一体となった人
権教育の総合的な取組
の推進や学校における
人権教育に関する指導
方法の改善及び充実が
図られる。
　さらに、その研究成果
が県内の学校に広が
る。

　各年複数の指定校
（地域）で研究の推進
を図る。

人権教育課 109

取組項目

 
性
的
指
向
・
性
自
認

　友だちと様々な心
動かす出来事を共有
し、互いの感じ方や
考え方、行動の仕方
などに関心を寄せ、
それぞれの違いや多
様性に気付くととも
に、互いが認め合う
心情を育むための保
育・教育を推進しま
す。

「人権教育主任研修」の実施

「人権教育主任連絡協議会」の実施

「人権教育セミナー」の実施

「人権教育実践スキルアップ講座」の実施

「人権教育セミナー」の実施（再掲）

園内研修支援の実施

ブロック別研修支援（13ブロック26園）の実施

訪問指導、研修会等の開催

各年　１推進地域及び ２指定校
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【性的指向・性自認】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

 
性
的
指
向
・
性
自
認

　
ア

　
教
育

（
イ
）
学
校
教
育

417

　人権尊重の学校づくり
を進めるためには、組織
的な人権教育の推進が
不可欠であり、そのため
の核となる人材の育成
が急務である。

　人権が尊重された学
校づくり支援事業

　事業を修了したリー
ダーが核となって、学校
での組織的な人権教育
が推進される。
　また、その学校の取
組が市町村に広がる。

　対象者に本事業によ
る人権教育の充実度
などを問うアンケートを
実施し、５件法で平均
４以上とする。

人権教育課 109

418

　児童生徒の人権意識
や人権感覚を高めるた
めには、自分の生活やこ
れまでの生き方を人権
の視点で振り返る必要
がある。
（平成30年度：学校数
145校、応募数381編）

　人権作文募集事業の
実施

　人権作文に取り組む
ことにより、児童生徒の
人権意識や人権感覚が
高まるとともに、学校に
おける人権教育の取組
内容が充実する。

　人権作文に取り組む
学校数の増加とそれ
に伴う取組総数の増
加。

人権教育課 109

（
ウ
）
社
会
教
育

　社会教育諸学級や
各種団体などにおい
て、多様な性につい
て理解を深めるた
め、学習機会の充実
と情報の提供を行う
とともに、人権意識
の高揚を図ります。 419

　人権課、県人権啓発セ
ンター、県教委人権教育
課の３者で市町村担当
者への研修会を年度当
初に実施しているが、今
後も、市町村担当者のス
キルアップにつながる内
容にしていくことが必要
である。

　市町村の人権担当職
員に対するスキルアッ
プ研修会の実施

　市町村の担当者が、
人権施策を推進してい
くための知識とスキルを
身に付けている。

― 人権課 109

420

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「LGBT」に関する研修は
７回であった。
　今後は、「性的指向・性
自認」に関する研修の内
容を更に充実させていく
ことが必要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施

　（県民の）「性的指向・
性自認」に対する正しい
理解と認識が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 109

　
イ

　
啓
発

（
ア
）
講
演
会
や
研
修

　高知県人権啓発セ
ンターが実施する
「ハートフルセミ
ナー」、講師派遣事
業による研修や「人
権週間」の催し等を
通じて、多様な性へ
の理解を深める啓発
活動を行います。

421

　平成30年度現在、34市
町村（100％）に事業委
託を行っており、今後も
継続して県内全ての市
町村で人権啓発のため
の取組が行われるように
していく必要がある。

　市町村への事業委託
による各市町村での講
演会や研修会等の実施

　県内全ての市町村に
おいて人権に関する委
託事業が実施される。

　県内全市町村への
事業委託を継続して
行う。

人権課 109

422

　平成29年度実施の「じ
んけんふれあいフェス
タ」の参加者は約8,000
人であった。また、アン
ケートで「人権問題への
関心や理解が「大変深
まった」、「深まった」の割
合は89%であった。
　今後は、個別の人権課
題を含む人権全般に関
する県民の正しい理解と
認識を深めるために内
容等を工夫していく必要
がある。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の開催
（H29からは「障害者週
間の集い」を同時開催）

　（県民の）「人権」に対
する関心や正しい理解
と認識が高まる。

　「じんけんふれあい
フェスタ」の参加者の
「人権課題への理解
が深まった」の割合を
85％以上にする。

人権課 109

423

　平成29年度は、人権の
視点を持って企業力を
高める人材育成を目的
とした「ヒューマンパワー
育成講座」を年間２回開
催しており、参加者の満
足度は、平均88.7％で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことや、参
加者の自社企業への還
元などが課題である。

　企業での人権意識を
持ったリーダーを養成
する研修会の実施

　研修受講者が企業内
の人権リーダーとなり、
研修で学んだことが職
場や顧客対応などに生
かされるようになる。

　参加者の「個別の人
権課題（性的指向・性
自認）への理解が深
まった」の割合：９０％
以上
受講者の「会社での啓
発実践に取り組みた
い」の割合：９０％以上

人権課 109

424

　平成29年度は、県民を
対象とした人権啓発の
「ハートフルセミナー」を
年間５講座開催してお
り、参加者の満足度は、
97.5％（５講座平均）で
あった。
　今後は、研修内容を充
実させていくことと、基本
方針の改定によって新
たに追加した個別の人
権課題も含めて実施して
いくことが必要である。

　個別の人権課題等に
ついての県民を対象と
した研修会の実施

　県民が「性的指向・性
自認」に関する正しい認
識や知識を身に付ける
ことで、性的少数者へ
の人権侵害の防止につ
ながる。

　「ハートフルセミナー」
（県民対象）の参加者
の「個別の人権課題
（性的指向・性自認）
への理解が深まった」
の割合を90％以上に
する。

人権課 109

　児童生徒の発達段
階に応じ、多様な性
について理解を深め
る教育を行うととも
に、誰もが協調して
生きる態度の育成に
努めます。
 また、多様な性に
対する教職員自身の
理解を深め、児童生
徒に適切な支援を行
えるよう校内支援体
制の充実を図りま
す。

市町村人権啓発担当者研修会の実施

　「ヒューマンパワー育成講座」（企業対象）の実施

「ハートフルセミナー」（県民対象）の実施

　市町村への事業委託による講演会や研修会等

　の実施

　　　　「じんけんふれあいフェスタ」の内容の

　　　工夫及び効果的な宣伝

人権啓発センター講師による人権研修の実施

人権作文募集事業の実施

毎年６名の人権教育主任のモデルとなる教員

を委嘱し、研究・研修を行う（小・中５名、県立１

          前年度の対象者のフォローアップ
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【性的指向・性自認】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の

目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
イ

　
啓
発

（
ア
）
講
演
会
や
研
修
会
の
開

　高知県人権啓発セ
ンターが実施する
「ハートフルセミ
ナー」、講師派遣事
業による研修や「人
権週間」の催し等を
通じて、多様な性へ
の理解を深める啓発
活動を行います。

425

　平成29年度実績として
は、10団体への支援を
実施している。民間団体
の主体的な活動への経
費の一部支援ということ
で、こうした活動が更に
広がるように、新しい団
体の取組促進につなげ
ていく必要がある。

　民間団体が実施する
人権意識の高揚を目的
とした活動への支援

　職場や地域などで主
体的に人権に関する学
習ができる環境の基盤
づくりが整う。

　参加者の「個別の人
権課題（性的指向・性
自認）への理解が深
まった」の割合：80％
以上

人権課 109

426

　平成29年度実績として
は、のべ271回実施中、
「LGBT」に関する研修は
７回であった。
　今後は、「性的指向・性
自認」に関する研修の内
容を更に充実させていく
ことが必要である。

　（公財）高知県人権啓
発センター講師による
人権研修の実施
（再掲）

　（県民の）「性的指向・
性自認」に対する正しい
理解と認識が高まる。

　参加者の「今後の生
活や仕事に生かせる
内容であった」の割合
を85％以上にする。

人権課 109

（
イ
）
広
報
活
動

　あらゆる機会やマ
スメディアを活用
し、多様な性につい
ての広報活動を実施
するとともに、広報
誌等の作成・発行な
ど、情報・資料の提
供を行います。 427

「人権啓発シリーズ」・
「人権啓発研修ガイド
ブック」の作成や、啓発
冊子を購入し、研修用テ
キストや講演会での研
修資料として活用してい
る。
　今後もその取組を継続
するとともに、人権全般
や各個別の人権課題に
関する内容を盛り込んだ
ものにしていくことが必
要である。

　興味・関心の持てる内
容のテキストや啓発用
の冊子、資料、リーフ
レット、パネル等の作
成・配布・展示

　啓発冊子を活用した
研修等を実施すること
で、人権全般について、
正しい理解と認識のあ
る県民が多くなる。

― 人権課 109

428

　平成26年度からは人
権映画のテレビ放映に
替わって、人権の取組を
紹介する人権ミニ番組を
制作しテレビ放映を行っ
ている。また、29年度か
らは大型映画施設で上
映前に放映するスポット
コマーシャルを制作放映
している。　今後も媒体
の特徴を活かした、より
効果的な提供を行って
いく必要がある。

　テレビ、新聞、スポット
コマーシャルなど様々
なマスメディアを通じて
個別の人権課題を広く
県民に周知する。

　（県民の）「性的指向・
性自認」に対する正しい
理解と認識が高まる。

　５年間で２回以上は
「性的指向・性自認」を
テーマにマスメデイア
を通じた啓発を行う。

人権課 109

429

　バス車内への広告掲
示や、列車へのポスター
掲示等を行っており、広
く県民の目にふれるかた
ちでの啓発活動に取り
組んでいる。
　今後は、継続した取組
と掲載内容等の工夫が
必要である。

　公共の交通機関を活
用した人権啓発広告や
ポスターの掲示の実施

　（県民の）「人権」に対
する正しい理解と認識
が高まる。

― 人権課 109

430

　平成29年度実績として
は、利用者645人、図書・
ビデオ・DVD・パネルの
貸出1,314件であった。
　今後は、県民に更に図
書資料室の存在を知っ
てもらい、活用してもらう
必要がある。

　県立人権啓発セン
ターの図書資料室の活
性化

　県民に身近な図書資
料室として認知され、人
権に関する生涯学習の
場や資料を十分に提供
できる施設となる。

　利用者数を780人
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。

人権課 109

431

　これまでもホームペー
ジの充実等に努めてき
たことから、H29年度の
アクセス数はH25年度の
2.2倍となった。また、平
成29年度から季刊誌「こ
こるんだより」を発行して
いる。個別の人権課題に
合った「コラム」等の執筆
者を選定する等紙面づく
りに工夫が必要である。

　人権啓発センターの
事業等の情報発信

　（公財）人権啓発セン
ターの研修等の取組に
ついての認知度が高ま
リ、個別の人権課題に
ついて多くの県民に周
知できている。

　「ここるんだより」で５
年間に各人権課題を
１回以上特集する。

　ホームページのアク
セ　ス数を124,000件
（平成29年度実績の
約1.2倍）以上にする。 人権課 109

432

　子どもへの人権啓発に
関する取組を県内のス
ポーツ組織と共に実施し
ており、今後もより効果
のある内容に発展させて
いくことが必要である。

　県内のスポーツ組織
と連携協力した人権啓
発活動の実施

　スポーツを通じた人権
啓発の取組により、人
権を身近な問題としてと
らえる子どもが多くな
る。

　イベント参加者の「人
権に関する新しい気
づきがあった」の割合
を90％以上にする。

人権課 109

433

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

 　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（農業協同
組合）全てが80点以
上を獲得している。 農業政策課 109

 
性
的
指
向
・
性
自
認

普及啓発資料の配布

人権啓発センター講師による人権研修の実施

（再掲）

「民間団体への助成事業」の実施と、県民への周知

バス車内への広告掲示、列車へのポスター

掲示、関係機関へのチラシやポスターの配布

　啓発用の冊子、資料、リーフレット、パネル等

　の作成・配布・展示

スポーツ組織等との協働イベントの開催

マスメディアを通じた啓発

　　○ホームページや季刊誌「ここるんだより」、

　　　　研修会などを活用した宣伝

　　○人権に関する幅広い分野の図書や

　　　　視聴覚教材の整備

　　　　○季刊誌「ここるんだより」の発行

　　　　○ホームページの充実
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【性的指向・性自認】　「高知県人権施策基本方針－第２次改定版－」５か年計画（平成31～35年度）

人権
課題

番号 現状と課題
（平成30年度状況）

取組の内容 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度
H35年度の
目指すべき姿

数値目標・
設定年度
根拠となる
プラン名等

担当課室
方針冊
子掲載
ページ

取組項目

　
イ

　
啓
発

（
イ
）
広
報
活
動

　あらゆる機会やマ
スメディアを活用
し、多様な性につい
ての広報活動を実施
するとともに、広報
誌等の作成・発行な
ど、情報・資料の提
供を行います。 

434

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
所管団体（森連、森林
組合）全てが80点以
上を獲得している。 森づくり

推進課
109

435

　人権に関する施策を講
じてきた結果、啓発によ
る人権意識の高揚は見
られるものの、まだ、課
題が残っているため、啓
発用資料等の配布を今
後も継続していくことが
必要である。

　農林漁業団体職員の
人権意識向上のための
啓発活動を推進

　団体職員が、農林漁
業を振興するうえで阻
害要因となっている人
権問題に対して人権意
識を持ち、正しい理解と
認識を深めている。

　普及啓発資料の配
布とあわせて実施する
アンケートにおいて、
人権啓発活動に主体
的に取り組んでいる漁
協等の団体の割合が
80％以上となる。

水産政策課 109

　性的指向や性自認
を理由とする偏見や
差別に対する相談窓
口として適切に対処
するとともに、地方
自治体及びその他の
関係機関並びに民間
の性的少数者支援団
体等が連携しなが
ら、途切れることの
ないきめ細かな支援
を実施します。

436

平成29年度に県が実
施した「人権に関する県
民意識調査」では、関心
のある人権問題として、
性同一性障害と性的指
向 を 挙 げ た 合 計 は
20.7％と前回調査より
7.9％増加し、県民の関
心も高まってきている
が、本県では、これまで
具体的な相談の事例な
どがほとんどないことか
ら、相談体制の充実など
問題を抱える人を相談
窓口につなげる取組を
行う必要がある。

　（公財）高知県人権啓
発センターにおける人
権相談の実施

　県民から頼られ信頼さ
れる相談機関としての
窓口となる。

― 人権課 110

437

・隣保館職員は短いサイ
クルで異動するため、短
期間で専門的知識を習
得する必要がある。
・隣保館職員等からの要
望をもとに、資質の向上
を図るための研修等が
必要である。

・隣保館を定期的に訪
問し、DVに関する相談
の有無や対応状況を聞
き取る。
・隣保館職員等研修事
業を委託し、隣保館職
員への研修を行う。

　臨保館職員が人権施
策を推進していくための
知識とスキルを身につ
けている。

－ 人権課 110

 
性
的
指
向
・
性
自
認

　
ウ

　
性
的
指
向
や
性
自
認
を
理
由
と
す
る
偏
見
や
差
別
に
対
す
る
相
談
・
支
援
体
制

普及啓発資料の配布

普及啓発資料の配布

人権相談の実施

隣保館職員への研修
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